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「はじめに」 
 
私たちは急激な変化の時代に生きています。世界が東西両陣営の衝突におびえた冷

戦の時代は終わり、超大国による日本侵攻という想定は遠のきました。しかし冷戦終

結は世界の平和と安定を約束するものではありませんでした。冷戦後、世界各地で民

族・宗教紛争などさまざまな対立が噴出し、大規模なテロが続いています。グローバ

ル化の進展により、脅威もまた国境と地域をとび越えて、思わぬかたちでやって来る

時代となりました。冷戦後の世界から見ると、冷戦期にはむしろ堅固な秩序があった

ようにすら感じられます。 
 
本懇談会では、安全保障をめぐる国際環境はどう変わったのか、新たな環境の下で

日本はどのような脅威にさらされているのか、国と国民を守るためにどのような安全

保障政策、防衛力が必要なのかを検討してまいりました。 
国際テロをはじめとする新たな脅威の高まり、軍事技術の飛躍的革新、安全保障・

防衛に対する国民的関心の高まりの中で開かれた今回の懇談会における意見の大勢

は、次の２点であったように思います。 
一つ目は、今日の安全保障環境の下では、さまざまな脅威への水際での対処に加え、  

できるだけ早期に、外側で脅威の予防、火消しに努めることが重要だということであ

ります。その意味で、迂遠なように見える国際平和協力が、重要な自衛の手段たり得

るということでありました。 
二つ目の論点は、縦割り組織の弊害が見られがちな中で、省庁をまたぐ統合的な意

思決定・連携や国家緊急事態における待ったなしの意思決定を現実にどううまく機能

させるかということであったと思います。この点については、情報機能の充実と安全

保障会議の積極的な活用が重要だということでありました。 
 
話は変わりますが、阿川弘之氏によれば、最後の海軍大将として知られる井上成美

は、太平洋戦争開戦の年に大艦巨砲の建造を求める軍令部の膨大な予算要求に対し、

「明治の頭を以て昭和の軍備を行わんとするもの」と断じ、これから必要なのは「海

軍の空軍化だ」と述べたそうです。今回の懇談会の議論を進めるにあたり、常にその

ことが念頭にありました。井上成美が今日の世界をみて何と言うかわかりませんが、

私は 21 世紀の安全保障と防衛においては、「ソフト」の重要性がますます高まってい

くのではないかと思います。しかるべき「ハード」はもちろん必要ですが、組織・装

備の十全な機能発揮を支えるのは情報やシステムの力であります。また広く外交、文

化交流や経済協力も脅威の発生を防ぐ一翼を担っているように思います。その意味で、

防衛・治安組織、さらには政府全体としての総力発揮に加え、国民全体が国を思い、

平和と安全を守るため、わが国のハード、ソフト両面のパワーを結集することが大切

ではないでしょうか。 
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今回、時間的制約から検討を詰め切れない点もありましたが、委員の皆さんの積極

的なご意見、ご協力および事務局として懇談会を支えてくれた内閣官房の皆さんのご

努力により、この報告書をまとめることができました。ご尽力いただいた皆さんに心

から感謝申し上げるとともに、本報告書がわが国および国民の安全保障に資すること

を切に願っております。 
 
 
 
 

安全保障と防衛力に関する懇談会 
座 長      荒 木  浩 
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―――――――――――――――――――――――――――――――――― 
第１部 新たな日本の安全保障戦略 
―――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 
１ 21 世紀の安全保障環境 
 

2001 年 9 月 11 日、安全保障に関する 21 世紀が始まった。超大国米国の中枢部が、

国家ならぬテロリストによって攻撃にさらされ、戦争にも匹敵する大被害を被った。

国家からの脅威のみを安全保障の主要な課題と考えていればよい時代は、過去のもの

となった。もはやテロリストや国際犯罪集団などの非国家主体からの脅威を正面から

考慮しない安全保障政策は成り立たない。 
しかしながら、国家間の安全保障問題が消滅したわけではない。冷戦の終結により、

超大国同士の核戦争という最悪の事態の可能性はほぼ消滅したが、核兵器は依然とし

て存在し、拡散を続けている。イラクのサダム・フセイン政権は打倒されたが、他国

を侵略しようとする国家がなくなったとは言い切れない。さまざまな国家間紛争が武

力行使につながる可能性は依然として否定できない。世界各地における内戦や民族対

立、政権不安定などの状況は、冷戦終結後の主要な軍事紛争の根源となっており、常

に国際的な軍事対立につながる可能性を秘めている。 
いいかえれば、現在、世界の安全保障環境は、これまでと比較にならないほど複雑

になっている。一方の極に非国家主体が引き起こしかねない、想像を絶するテロリス

ト攻撃があり、他方の極にきわめて古典的な戦争の可能性がある。その中間にあらゆ

る組み合わせによる危険が存在している。内戦に苦しむ国家、国内治安を自ら守れな

い国家は、テロリストが潜む格好の根拠地となりうる。現状変革をねらう国家のなか

には、テロリストや国際犯罪組織とのネットワークを形成するものもあるかもしれな

い。海上交通路における海賊の被害には、すでに無視しえないものがあるが、重要な

海峡が地域紛争や大規模テロによって閉鎖されたり、港湾施設が破壊される可能性も

ある。あるいは、インターネット上の愉快犯とテロリストや特殊な政権が結びつくこ

とによって、予想もできないサイバー攻撃が発生するかもしれない。大量破壊兵器を

含む武器は、公然・非公然の武器マーケットを通じて拡散し、武力紛争やテロ攻撃の

可能性を増大させている。これらの脅威を生み出し、増幅する社会的・心理的背景と

しての原理主義、排外主義、極端なナショナリズムも世界各地に存在している。しか

も、それらの脅威が、技術進歩の下に進むグローバル化によって、短時間で地球上の

いたるところに移動・拡散する危険がある。 
地球大で進むこのような安全保障環境の激変に加え、東アジアに位置する日本は、

地域に特徴的な安全保障問題にも直面している。確かに、冷戦の終結によって、日本

に対する本格的な武力侵攻が行われる可能性は大幅に低下した。しかし、この地域に

は、二つの核兵器国（ロシア、中国）及び核兵器開発を断念していない国（北朝鮮）

が存在している。北朝鮮の核兵器を含む大量破壊兵器開発や弾道ミサイルの開発・配
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備は、日本にとって直接の脅威となりうるものであり、朝鮮半島の不安定化は、東ア

ジア国際関係の不安定化につながる。また、台湾海峡両岸の間で軍事衝突がおこる可

能性も否定できない。もし東アジアにおいて大規模な軍事紛争が発生すれば、それは

地域と世界の安全にとっての脅威にとどまらず、世界経済の安定にすら影響を及ぼし

かねない事態となろう。日本周辺における資源開発やその他の問題をめぐっても、平

和的な解決ができないということになると、日本の安全保障に対する影響は無視しえ

ないものとなる。 
日本の安全保障を考えるにあたっては、世界の中での日本の役割や地政学的条件を

考慮しておくことも重要である。日本は、資源やエネルギーの大半を海外に依存し、

グローバルな通商活動により繁栄を維持している世界第二位の経済大国である。毎年

1,000 万人を超える日本人が海外を訪れ、約 100 万人の日本人が海外で生活している。

このように、日本は世界的な相互依存の上に今日の繁栄を築いているが、そのことは

逆に世界各地の混乱から日本が影響を受けざるを得ないことを意味する。冒頭で述べ

た地球大で進む安全保障環境の変化は、このような世界的に行われる日本と日本人の

活動に大きな影響を与えている。日本の近くでの脅威に加え、遠方での脅威について

も考慮しなければならない所以である。国際安全保障は、かつてなく地域的限定をこ

えて一体化する傾向を示している。 
複雑化が進む世界の安全保障環境において、日本への脅威は、外部から来るとは限

らない。オウム真理教の化学兵器によるテロを想起するだけで、内発的なテロ勢力や

犯罪集団による脅威は明白である。それらが外部の脅威とネットワーク化する危険も

十分ありうると考えなければならない。特に、わが国は狭隘な国土に多数の人口を抱

え、経済社会を支える重要施設が都市部、沿岸部に集中するなど、テロ等に対して脆

弱性を有している点に留意する必要がある。 
安全保障とは、国民が大事だと思う価値がさまざまな脅威から守られることである。

このうち最も根源的な価値は、国民の生命・財産であり、国家の領土である。しかし、

守るべき価値はこれらにとどまらない。民主主義国における安全保障は、自由で民主

主義的な制度を含め、国民が大切にしている社会生活や文化的価値を守るというとこ

ろまで広がらなければ、十分に確保されたことにはならない。仮に犠牲者は出なくと

も、領域内に武装工作船が侵入し、これに対処できないということになれば、やはり

日本の安全保障は脅かされているのである。わが国での破壊活動を目的とする国際テ

ロリストや他国の工作員が潜入することを許すのが大きな危険であることは言うま

でもない。また、大規模災害によって国民の生命・財産が脅かされたり、海外の騒乱

によって在外邦人の安全が脅かされたりするならば、これを守ることも安全保障と考

えなければならない。重要な資源・エネルギーや食料の供給途絶も国民生活を脅かす

安全保障問題である。これら国民に脅威を与える事態が相互に関連しあう可能性も否

定できない。武装工作船にしても大規模災害にしても、他の安全保障上の脅威と結び

ついて被害が拡大することを阻止する必要は常に存在するのである。 
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２ 統合的安全保障戦略 
 
このように複雑な 21 世紀の安全保障環境の下で、日本はいかなる安全保障戦略を

とるべきであろうか。いうまでもなく、戦略とは推進すべき目標に対して適切なアプ

ローチを組み合わせて、その実現をはかる統合的な方策である。したがって、新しい

安全保障環境の下で新しい戦略を考えるということは、目標として何を設定し、その

実現のためにいかなるアプローチをとり、それらのアプローチを統合的に実行するた

めにどのような仕組みを考えるかということになる。 
統合的安全保障戦略における大きな目標は二つある。第一は、日本に直接脅威が及

ぶことを防ぎ、脅威が及んだ場合にその被害を最小化することである。第二の目標は、

世界のさまざまな地域において脅威の発生確率を低下させ、在外邦人・企業を含め、

日本に脅威が及ばないようにすることである。端的に言えば、第一は日本防衛という

目標であり、第二は国際的安全保障環境の改善という目標になる。 
これらの目標を達成するために、どのようなアプローチがあるだろうか。まず考え

られるアプローチは、日本自身が行う活動である。ただし、安全保障に関してすべて

を独力で行うというアプローチは、もはや適切ではない。かつて「国防を全うするに

足る兵力」を求められた時代もあったが、第二次世界大戦後の世界においては多くの

国々にとってそれは不可能に近い。また、それをあえてすることは、安全保障のジレ

ンマ1を生み出しやすいという欠陥もある。したがって、他国との協力というアプロ

ーチを組み合わせることが必要となる。これは次の二通りに分けて考えるのが適切で

あろう。すなわち一つ目は、利益や価値観を共有する同盟国との協力というアプロー

チ、二つ目は、国際社会全体との協力というアプローチである。 
以上から、今後目指すべき日本の安全保障戦略は、①日本自身の努力、②同盟国と

の協力、③国際社会との協力という三つのアプローチを適切に組み合わせることによ

って、自国防衛に備えるとともに、国際的安全保障環境の改善を図る、そのための統

合的な方策ということになる。 
安全保障戦略の目標とアプローチをこのように整理してみると、これまでの日本に

おける考え方は、やや狭い戦略であった。自助努力としての自衛隊の活動に日米同盟

を組み合わせて日本防衛に対処することに焦点があてられたのは当然のこととして

も、国際的安全保障環境の改善による脅威の予防については、日本の安全保障に直結

する任務というよりは、「国際貢献」というやや第三者的ニュアンスの言葉で語られ

ることが多かった。これに対し、今後の日本の安全保障戦略においては、二つの目標

がより統合的に追求されなければならない。二つの目標と、それぞれに対する三つの

アプローチのすべての側面において、日本の保持する能力を適切かつ統合的に結集す

                                            
1 安全保障のジレンマとは、各国がそれぞれの軍事合理性に基づいて、一方的に防衛力整備を行

うと、これを見た他国がさらにそれに備えて防衛力を整備し、これに対してさらなる軍事力整備

が行われ、それぞれ合理的な行動の結果が軍拡競争ということになって、両国にとって安全保障

のレベルを低下させてしまうというジレンマをいう。 



 

 6

る努力が必要となっている。 
そこで、以下に（１）日本防衛、（２）国際的安全保障環境の改善による脅威の予

防、という二つの基本目標について、それぞれ三つのアプローチに即して論じていく。 
 
（１）日本防衛 
ア 日本自身の努力 
いかなる安全保障政策においても、根幹となるのは自らが行う努力である。このア

プローチの目標は、日本に対して脅威が直接及ぶことを防ぎ、もし及んだ場合にもそ

の損害を最小限にくい止めることである。こうした日本自身の安全保障努力は、日本

の防衛を効果的に実現するものでなければならず、他国に脅威を与えるようなもので

あってはならない。また、日本は核兵器を保有すべきではない2。 
まず、日本自身の努力において自衛隊をどのように活用するか、という点について

考えてみたい。1976 年の「防衛計画の大綱」以来、この課題に答えるために提示さ

れた概念が「基盤的防衛力」の考え方であった。基盤的防衛力とは、緊張緩和が進む

国際環境の中で、自らが力の空白となって侵略を誘発することのないようなレベルの

防衛力、別の言い方をすれば、「限定的・小規模」な攻撃に対して容易に既成事実を

作らせないような拒否力として機能する防衛力であるとされてきた。また、必要な場

合は、脅威に対応できるよう、防衛力を円滑に拡充させられるという意味でも「基盤

的」なものであった。 
今日の国際情勢には、国家間関係としてみれば緊張緩和が進んでいるという面で

1970 年代や 1990 年代に共通する部分がある。その意味で言えば、自衛隊が保持すべ

き能力としての「基盤的防衛力」という考え方が有効な面があり、こうした部分は継

承していく必要がある。しかし、冷戦終結後十数年を経て、日本に対する本格的な武

力侵攻の可能性は大幅に低下している。一方、テロリストなどの非国家主体による攻

撃という、従来の国家間の「抑止」という概念ではとらえにくい脅威が深刻な問題と

なっている。その意味でも国家からの脅威のみを対象にしていた基盤的防衛力の概念

は、こうした安全保障環境の変化を踏まえて見直す必要がある。本報告書の提起する

概念は「多機能弾力的防衛力」というべきものであるが、その詳細は次節に展開する。 
いうまでもなく、日本への直接的な脅威に対処するための自助努力は、自衛隊のみ

が行うものではない。日本全体で総力をあげて行う防衛活動である。これまでは第二

次世界大戦への反省に基づく日本の平和主義もあり、自国への脅威に対して、国家の

総力をあげてこれに取り組むという観点は、忌避されることが多かった。有事法制に

言及することすら問題であるという風潮もあった。しかしながら、近年、安全保障に

                                            
2 日本政府は、核兵器不拡散条約(NPT)に加盟することにより核兵器を否定してきた。また、非

核三原則にあらわされる一貫した立場を日本政府は表明し、その立場は原子力基本法にも貫かれ

ている。そもそも狭い国土に人口と産業が集中した日本には、核に核で対抗するとの考え方はな

じまないし、弾道ミサイル防衛システムにより米国の核抑止力を補完することも可能である。さ

らに、本報告の考える統合的安全保障戦略を前提とすれば、戦略的にも核兵器の保持は必要ない

し、保持することはかえって国際環境を悪化させる可能性があるので望ましくない。 
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関する国民の理解も進み、有事関連法制も整備されるに至った。引き続き、自衛隊を

はじめ、日本全体として安全保障に取り組む体制を早急に整備しなければならない。

海上保安庁や警察などと自衛隊との協働は不可欠であり、これら治安担当機関の能力

を向上させる必要がある。加えて地方自治体を含む公的組織の協力、さらには民間の

協力も必要となる。 
日本国内の総力を結集するためには、情報収集・分析能力の向上をベースにした日

本政府の危機管理体制を確立する必要がある。縦割組織の弊害を排除して迅速・的確

に危機に対処するため、最新技術を駆使した情報体制を確立し、関係各組織の情報を

共有して、政府の意思決定・指揮命令に活かすことのできる態勢を内閣の下に整える

べきである。情報を収集するのみならず、これを的確に分析できる人材の育成も不可

欠である。こうした新たな情報体制を基盤としつつ、安全保障会議の機能を強化し、

これを平素から有効に活用することにより、真に国家の安全保障政策の中枢となる組

織に発展させていく必要がある。 
国としての統合的安全保障戦略を策定するにあたっては、安全保障を達成するため

の、わが国の各種の基盤についても考察しておく必要がある。防衛力の生産・技術基

盤に関する政策についても、軍事技術・装備の革新が進む中で、同盟国や友好国との

共同研究や開発が可能となる仕組みがなくてもよいのか、また、関連する法制度につ

いても、より合理的な安全保障政策を実現するとの観点から見直しを行う必要がない

のか、さらに議論を深めることが望まれる。 
 
イ 同盟国との協力 
日本防衛のための第二のアプローチは、同盟国との連帯行動である。日米安全保障

条約に基づく日米同盟こそ、このための恒常的制度である。日本周辺の国際環境は、

すでに述べたとおり、依然として不安定性に満ちており、核兵器などの大量破壊兵器

による紛争の可能性も完全には否定できない。弾道ミサイルによる脅威も存在する。

その意味で、今後とも日米同盟の信頼性を相互に高めつつ、抑止力の維持を図る必要

がある。とりわけ核兵器などの大量破壊兵器による脅威については、引き続き、米国

による拡大抑止3が必要不可欠である。さらに、大量破壊兵器とその運搬手段として

の弾道ミサイルの拡散が深刻な事態をもたらす可能性があるなど、従来の抑止が効き

にくい状況があることから、米国の核抑止を補完する必要がある。このため、弾道ミ

サイルからの脅威については、米国との協力の下に、有効な弾道ミサイル防衛システ

ムを整備していかなければならない。日本周辺地域で発生する日本の平和と安全に重

要な影響を与えるような事態（周辺事態）に対しては、日本への脅威の波及を防ぐた

めに日米の協力が不可欠である。こうした事態に備えた協力体制の整備を継続的に進

め、現実の運用にあたっても日米協力の信頼性向上に努めていかなければならない。 

                                            
3 「拡大抑止」とは、自らの領土でない同盟国などについても、これに攻撃があれば、反撃する

とのコミットメントを明らかにすることによって、これへの攻撃をおこさせないようにすること

である。 
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ウ 国際社会との協力 
日本の防衛において、国際社会との協力は、自助努力や日米同盟ほど大きな位置を

占めるものではなかった。しかし、さまざまな領域で行う外交活動や国民レベルでの

交流が日本への理解を増進し、いわば間接的に日本の防衛に役立ってきていることは

間違いない。さまざまな二国間関係や多国間関係の枠組みを通じて行う外交活動、安

全保障対話、軍事交流や警察、海上保安庁その他の行政組織間の交流は、国家間のい

たずらな緊張を回避するとともに、日本に対する安全保障上の脅威が発生したときの

国際協力態勢の基礎となる。特に、国際テロへの対応については、テロリストの摘発・

逮捕や、国際テロ組織に対する資金規制に向けて、情報面などにおける国際的な協力

や水際対策を充実・強化していく必要がある。また、海外における日本人や日本企業

の安全確保のために、関係諸国と緊密な協力関係を築くとともに、関係機関が連携し

て、緊急事態における邦人の退避等を円滑に実施しうる態勢を平素から整えておく必

要がある。 
 
（２）国際的安全保障環境の改善による脅威の予防 
ア 日本自身の努力 
世界各地における脅威の予防に関しては、日本は国際社会や同盟国と連帯して行動

することを原則とすべきであろう。日本が自衛権の範囲をこえて単独で世界各地の軍

事問題に介入し、武力を行使することは、憲法違反であるのみならず、国際政治的に

も望ましくない。したがって、平和維持や平和構築活動、人道支援に対する自衛隊の

活動は、原則的には、国連安全保障理事会決議などに基づく国際社会の活動の一部と

して行うべきである。 
しかし、脅威の予防について、日本が自ら主体的に実施すべきこともある。これま

で日本が行ってきた二国間の開発援助は、多くの国々の国づくりに役立ち、経済発展

に貢献し、実質的にわが国の安全保障にも寄与してきたと考えられる。こうした援助

や外交活動、さらには警察などの協力は、国際社会と連帯して行いうるのみならず、

日本独自の活動としても実行すべきであろう。とりわけ核兵器関連技術の拡散につい

ては、日本は独自の外交活動として、あるいは多国間の取組の一環として、その防止

のためにあらゆる努力を傾注すべきである。大量破壊兵器の処分、地雷除去、小型武

器の回収など、人々の安全に直結した分野で国際協力の可能性が拡大している今日、

これらの分野でもいっそう積極的な対応が望まれる。また、直接的には安全保障に関

連しているように見えない一般的な外交活動や文化交流、さらには民間の行う貿易・

投資活動による雇用や技術移転、人材育成なども、実は間接的に安全保障につながる

役割を果たしていることを認識すべきである。 
特に、北東アジア地域において軍事紛争が生起すれば、それは日本の安全に直結す

る。また、日本は資源・エネルギーの大半を海外に依存しているため、中東から南西

アジア・東南アジアを経て、北東アジアに至る地域が不安定化したり、そこを通る海

上交通路が脅かされたりすれば深刻な影響を被る。わが国は、この地域の不安定化を
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防ぐため、上に述べたような外交活動、経済活動などを積極的に展開すべきである。

また、相互理解のための文化交流や地道な外交活動などを通じて、極端なナショナリ

ズムの台頭を抑えることが、この地域の安定を保つために不可欠であることも忘れて

はならない。 
 
イ 同盟国との協力 
わが国が国際的安全保障環境の改善をはかり、脅威の予防を考えるとき、日本が同

盟国である米国との協力を行うことは当然である。民主主義、市場経済、法の支配、

基本的人権などの共通の価値観を保持する日米両国は、他の同様の価値観を保持する

国々とともに、共通の認識を持ち共同行動を起こすことが容易だからである。また、

国際的安全保障環境の改善を図ろうとするとき、卓越する国際的活動能力を持つ米国

との適切な協力を考えることは、きわめて有効な手段である。日米同盟を地域的、国

際的な平和と安定に資するものとなるよう細心の注意をもって運営し、日米間で緊密

な協議を行うべきことはいうまでもない。 
軍事面に着目しても、日米同盟関係は直接的な日本防衛に加えて、国際社会におけ

る脅威の発生そのものを予防する機能を高めつつある。そもそも、日米同盟による抑

止力は、必ずしも特定の国に対する直接的抑止力を意味するわけではない。地域にお

ける米国の軍事プレゼンスは、軍事紛争を抑制する効果がある。周辺事態に対処する

ための日米の協力体制は、周辺事態の発生そのものを予防するという効果もある。そ

うした意味で、日米同盟には、地域の諸国にとって公共財的な側面があるとみること

ができるのである。 
東アジアにおける脅威の発生を防ぐ役割に加え、中東から北東アジアにかけての

「不安定の弧」の地域における、テロや国際犯罪などさまざまな脅威の発生を防ぐ意

味からも、日米の同盟関係を基にした幅広い協力は重要である。米国の世界戦略の変

革の中で、積極的に日米の戦略的な対話を深めることによって、両国の役割分担を明

確にしつつ、より効果的な日米協力の枠組みを形成すべきである。 
さらにまた、テロ対策特別措置法に基づくインド洋での自衛隊の活動や、イラク特

別措置法に基づく日本のイラクにおける活動のように、国連安保理決議などに基づく

国際社会としての行動を効果的にするためにも、米国を中心とする諸国との緊密な協

力が必要である。これらの活動がさらに有効に機能するよう、日米間の戦略的な対話

において検討を深めるべきである。 
 
ウ 国際社会との協力 
日本の安全保障戦略にとって、今後ますます重要になるのは、世界各地の脅威削減

に向けた国際社会との協力である。その典型的な活動は、内戦や地域紛争状態にある

国々で平和を回復し、その平和を維持し、さらには復興から国づくりに至る平和構築

を行うことである。その実現には、自衛隊、文民警察、行政官、ODA 関連組織、民

間企業、NGO など、さまざまな人材が密接に連携した人的貢献が必要となる。ODA
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などの資金協力を活用した、HIV/AIDS などの感染症対策や、教育水準の向上と人材

づくり支援、貧困要因の除去の努力、いわゆる「人間の安全保障」4を実現する努力

などもまた、紛争予防や世界各地の安定につながる大事な活動である。こうした国際

社会の総力を結集した活動に参加することで、「破綻国家」を世界からなくしていか

なければならない。かつて日本で国際協力といえば、日本の安全保障に直結する切実

な活動であるとの認識が不足していたが、今日、世界各地で行われている国際平和構

築や「人間の安全保障」実現に向けた活動は、それ自体が日本の安全保障に直結する

活動ととらえるべきである。ある国が国際テロ組織の聖域となるような状況を防ぐこ

とは、世界の安定だけでなく、日本の国益に深く結びついているのである。 
核兵器などの大量破壊兵器や、その運搬手段としての弾道ミサイルの拡散を防止す

ることは、日本にとって、安全保障の問題であるとともに、唯一の被爆国としての歴

史的使命でもある。大量破壊兵器がテロリストにわたったときの危険を考えると、こ

の問題はいくら重視しても重視しすぎることはない。核兵器不拡散条約（NPT）をは

じめとする軍縮・不拡散関連の条約や輸出管理の国際枠組み、拡散に対する安全保障

構想（PSI5）などを、より一層普遍的な国際的枠組みとし、それらの機能を強化する

ための努力を行わなければならない。特に、これらの条約や枠組みの実施に困難を覚

える途上国に対しては、適切な協力を考える必要がある。 
また、テロの脅威を予防するため、日本の法制度・能力を先進諸国に劣らない水準

に高めるとともに、多国間・二国間及び地域フォーラムなどの場を通じた外交努力や、

警察及び司法当局間の協力を強化する必要がある。テロリストに安住の地を与えない

ための国際的なルール作り、テロ対処能力の低い途上国に対する能力向上（キャパシ

ティ・ビルディング）の支援などが重要な課題となる。現在のテロの根本原因に対処

するために、イスラム穏健派の国々との関係強化や中東地域での国づくりや社会の安

定化に協力することも必要である。 
資源・エネルギーの大半を海外に依存する日本にとって、海上交通路の安全確保は

とりわけ重要な課題である。近年頻発する海賊や国際犯罪組織の不法行動、さらには

沿岸国における紛争などは海上交通路の安全に重大な影響を及ぼすものであり、これ

らに対処するため、関係各国との協力体制や国際社会の枠組みづくりが求められてい

る。 
世界からの脅威の発生を削減する努力のもう一つの柱は、多国間の信頼醸成・予防

外交・紛争処理メカニズム構築など、国際的な制度化の努力である。最も包括的なレ

ベルでは、国連安保理の機能を強化することであり、より地域に密着した形態として

は、たとえば ASEAN 地域フォーラムの活動強化などがある。各国の軍隊との間の安

全保障対話や交流も同様に重要な柱である。 
                                            
4  グローバル化の下で、紛争、難民問題、感染症、突然の経済危機などの人間の生存、生活、尊

厳に対する脅威から各個人を守る取組を強化しようとする考え方である。 
5 Proliferation Security Initiative の略で、国際社会の平和と安定に対する脅威である大量破壊

兵器・ミサイル及びそれらの関連物資の拡散を阻止するために、国際法・各国国内法の範囲内で、

参加国が共同してとりうる措置を検討しようとの提案である。 
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日本が国連安保理の常任理事国となることは、国際社会と連帯した日本の努力を効

果的にする点で重要である。日本が常任理事国として活躍することによって、より一

層多国間協調が進展し、各地における平和構築の効果があがることになれば、まさに

それが日本の国益であり、国連システムを改善することにもつながる。 
 
（３）安全保障戦略における統合性の確保 
以上のとおり、日本防衛と国際的安全保障環境の改善という二つの大きな目標の達

成には、それぞれ三つのアプローチを適切に組み合わせる必要があり、日本の安全保

障戦略には六つの構成要素ともいうべき活動領域が生じる。これは、あくまでも戦略

概念としての整理であり、その実践にあたっては、あらゆる面で統合性を確保するこ

とが必要となる。各構成要素が特定の組織に対応するわけでなく、それぞれの構成要

素において、関係省庁の力を結集することが必要であり、地方自治体や国民の協力も

求めなければならない。 
また、この六つの構成要素は、それぞれ独立に存在するものではない。日本防衛の

ための自助努力と国際的安全保障環境の改善のための国際社会との協力は、密接に関

連している。自助努力が適切にできる能力をもっているからこそ、国際社会との協力

ができるのであり、国際社会との協力実績の積み重ねが、日本への脅威の減少につな

がるのである。 
統合的な戦略を効果的に実施するためには、統合的な意思決定の仕組みが必要であ

る。内閣総理大臣のリーダーシップの下、日本の安全保障に必要な六つの活動領域す

べてについて日常的に留意・観察し、適切な政策方針を策定する意思決定の中枢的機

能が存在しなければならない。この点については、安全保障会議をしかるべく活用し、

中長期的な安全保障の戦略中枢として、六つの構成要素をどう関連させ、どの組織に

いかなる役割を課すかを決定すべきである。以上のような多面的な統合が実現して、

はじめて新しい安全保障戦略が十全に機能することになるのである。 
 
３ 新たな安全保障戦略を支える防衛力 ～多機能弾力的防衛力～ 
 
新しい統合的安全保障戦略の下で、自衛隊はいかなる能力を保持すべきであろうか。

まず、これまでの防衛力の位置付けとの比較から、その内容を考えてみたい。現行自

衛隊法は、「自衛隊は、わが国の平和と独立を守り、国の安全を保つため、直接侵略

及び間接侵略に対しわが国を防衛することを主たる任務」としており、同法が主任務

として具体的に規定している行動は、日本に対する脅威への対処となっている。安全

保障の二つの目標のうち、第一の日本防衛を中心にその任務が規定されてきたわけで

ある。これまでの基盤的防衛力の概念の下で、脅威をもたらす存在として国家が想定

されてきたことも明白である。つまり自衛隊は、他国からの脅威に対して主として国

内で日本を守る存在であった。しかも、そうした観点で整備されてきた自衛隊の能力

をその目標のために使用する必要は幸運にも発生しなかった。第二次世界大戦後、日
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本に対する侵略が一度も生起しなかった背景には、そのように整備してきた自衛隊の

「拒否力」ないし「基盤的防衛力」があったとみられる。まさに自衛隊は「存在」す

ることによって、その目的を達成してきたといえるだろう。 
しかしながら、1990 年代以降の現実は、このようなあり方に対して、いくつかの

修正を迫ってきた。湾岸戦争直後には、機雷除去のために掃海艇がペルシア湾に派遣

され、1992 年には PKO 協力法の下でカンボジアに国連平和維持活動のための部隊が

派遣された。また、テロ対策特措法やイラク特措法の下、自衛隊がインド洋やイラク

での活動をすることになった。今や、自衛隊は、主として国際的な場において、さま

ざまな活動を展開するようになってきた。 
1990 年代に行うようになったこれらの国際平和協力活動は、法的には当初想定さ

れた自衛隊の本来任務とは異なるものであった。しかしながら現在の安全保障環境と

これに対する日本の戦略という観点からすれば、これらの活動は、まさに「国際的安

全保障環境の改善による脅威の予防」という目標のために行われてきたのだと見るこ

とができる。このような変化は、公式の戦略や政策に反映されなければならない。 
他方、わが国の防衛という観点からみても、自衛隊の装備に見直しの必要が生じて

いる。たしかに日本周辺において、国家間紛争に起因する脅威が消滅したわけではな

い。しかし、冷戦時代の潜在的脅威に対応した編成・装備・配置が、現在存在してい

る新たな脅威に真の意味で対応しているかどうかは再検討の余地がある。さらに

1990 年代以降発生した弾道ミサイルの脅威や武装工作船対応の問題などからみても、

これまでのあり方には見直しが迫られている。とりわけ、非国家主体の引き起こすテ

ロについて、これまでの基盤的防衛力の考え方のみで対応できないことは明らかであ

る。いうまでもなく、基盤的防衛力の考えを見直すということは、それ以前の脅威対

抗型の所要防衛力の考え方に戻るということではない。軍事的脅威に直接対抗するの

ではなく、自らが力の空白となって周辺地域の不安定要因とならないよう一定規模の

防衛力を保有するという基盤的防衛力構想の有効な部分は継承しつつ、さまざまな脅

威に現実に対処しうる実効的な防衛力構想が求められているのである。 
それでは、現在の安全保障環境の下、自衛隊はいかなる能力を保持することが求め

られているのか。具体的な内容は各論にゆずるが、一般的にいえば、自衛隊の保持す

べき能力とは、統合的安全保障戦略で検討したさまざまなアプローチに貢献する能力

だということになる。日本防衛という観点からいえば、弾道ミサイルをはじめ、国家

間紛争に起因するさまざまな脅威への即応対処能力や情報収集・分析能力、さらには

伝統的脅威の復活の可能性にも備えた一定程度の「基盤的」能力を持たなければなら

ず、非国家主体からのテロなどへの対応能力も持たなければならない。大規模災害へ

の対処能力は継続して維持強化しなければならない。また日米同盟関係を有効に機能

させるための適切な役割分担を行うことも必要である。加えて、周辺国との信頼醸成

に努め、可能な地域的協力を進める必要がある。さらに、国際的安全保障環境の改善

という観点からいえば、有効な国際平和協力活動を行う能力が必要である。そのため

の日米協力や諸外国との安全保障対話などへの参画も必要とされる。今後の防衛力は
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このように多くの機能を果たしうるものでなければならないのである。 
しかしながら、防衛力整備を取り巻く日本国内の環境には制約要因も大きい。第一

は、少子化という人口学的制約であり、第二は、厳しい政府財政という制約である。

このような制約も考慮するとき、今後の防衛力整備の鍵は、統合的安全保障戦略の考

え方に基づき、いかにして現存する組織の運用の仕方、組み合わせの仕方、スクラッ

プ・アンド・ビルド、さらには同盟国である米国との役割分担などを通して、さまざ

まな機能を有効に果たす体制が作れるかということになる。 
それは、これまでの自衛隊の実績から考えて不可能なことではない。これまでも基

盤的防衛力として整備されてきた自衛隊が、災害救助や平和維持活動に立派に従事し

てきているからである。このような実績を踏まえ、さまざまな組織単位をさらに弾力

的に運用することによって、多機能な能力を発揮できるようにすることが必要である。

民間企業のノウハウも参考にしつつ、最新の情報技術を活用し、指揮命令系統の柔軟

な見直しを行い、適切な教育・訓練・整備計画を実施していけば、規模を拡大するこ

となく、数多くの機能を果たすことは可能である。政府においても、2003 年 12 月の

弾道ミサイル防衛システムの整備に係る閣議決定において、「同事業の実施にあたっ

ては、自衛隊の既存の組織・装備等の抜本的見直し、効率化を図るとともに、防衛関

係費を抑制していく」旨を決定している。 
多機能弾力的防衛力の要は、情報収集・分析力である。テロなど新たな脅威への対

応には、国の情報能力のレベルが決定的な意味を持つ。自衛隊の能力をどこでどのよ

うに使えば最大の効果があるかを判定する基礎も、情報の力である。情報収集・分析

力こそ、ハードとしての防衛力の効果を何倍にもする乗数（マルチプライヤー）であ

り、既存の組織・装備等の抜本的な見直し、効率化を図りつつも、複雑・多様な脅威

に対処しうる機能を維持する「多機能弾力的防衛力」の基礎である。 
新しい安全保障環境の下、自衛隊の保持すべき能力をここで述べた多機能弾力的防

衛力という考え方に基づき整理し直し、その整備計画を再検討しなければならない。

今ほど自衛隊のしなやかな組織的対応努力に国民の安全がかかっていることはかつ

てなかったといえよう。 
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―――――――――――――――――――――――――――――――――― 
第２部 新たな安全保障戦略を実現するための政策課題 
―――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 
第１部で述べたとおり、新たな安全保障環境の下で、わが国は、予測困難な多様な

脅威の予防に努めつつ、それが顕在化した場合には迅速・的確に対処しうる体制を構

築しなければならない。また、グローバル化がさらに進展する中で、同盟国をはじめ

世界各国との協力なしには新たな脅威に対処することは不可能な状況にある。第２部

では、このような安全保障環境の下、新たな安全保障戦略を実現する上で不可欠な、

政府全体として取り組むべき政策課題について述べることとする。 
 
１ 統合的安全保障戦略の実現に向けた体制整備 
 
総論で述べたように、安全保障を実現するための体制は、統合性が確保されたもの

でなければならない。縦割組織の弊を排し、迅速かつ有効な政策決定のできる仕組み

を整備する必要がある。以下では、第一に緊急事態対処の体制整備、第二に情報能力

の強化、第三に安全保障会議の機能の抜本的強化、第四に国としての政策決定基盤に

ついて提言する。 
 
（１）緊急事態対処 
安全保障政策に関する政府としての意思決定や、緊急事態に際しての意思決定は、

国全体としての基本的な方針を示すものであり、内閣総理大臣のリーダーシップの下

で適切に行われなければならない。そのためには、内閣総理大臣を支える内閣官房が

十分な企画立案機能や危機対処機能を有する必要がある。 
内閣総理大臣は、閣議決定した方針に基づいて行政各部を指揮監督することとなっ

ているが、国家の緊急事態において、迅速・的確な意思決定を行う観点からは、格別

な工夫が必要である。特に、弾道ミサイルへの対応について、発射から着弾までの

10 分程度の間に閣議を開いて対処方針を決めるのは、きわめて難しい。そのような

中で迅速かつ的確に国としての意思を決定するための仕組みについて、現場において

適切な対応ができるよう、権限の分配のあり方等を含めて早急に検討し、結論を出さ

なければならない。この問題も含め安全保障会議の機動的運用、平素からのさまざま

なケーススタディの実施、さらに政府全体としての情報通信インフラの整備などによ

り、迅速・的確な意思決定に遺漏なきを期す必要がある。 
複雑・多様な国家の緊急事態に際しては、政府が一体となって統合的に対応し、関

係機関の間で適切な役割分担を行う必要がある。一般的に言えば、治安の維持や災害

救援などの分野については、警察、消防、海上保安庁など治安や防災を担当する機関

が中心となって対応し、自衛隊はこれらの機関の補完的役割を果たすのが原則である。

ただし、化学剤や細菌を使用したテロ、放射線による汚染などを含む特殊災害、重武
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装の外国集団の侵入事案などであって治安担当機関等だけでは対処できないものに

ついては、自衛隊が関係機関と連携して対処することが求められる。このように考え

ると、自衛隊と治安担当機関等の間では、セクショナリズムに陥ることなく、明確な

役割分担と切れ目のない協働の仕組みを設けておく必要がある。また、こうした協力

関係を実効的なものとするため、平素から共同訓練や人事交流を活発に行い、中央か

ら現場に至るまで各レベルで緊密な関係を形成することが求められる。 
国の意思決定メカニズムの問題は、わが国のみの問題ではない。武力攻撃事態にお

ける日米共同対処を円滑かつ適切なものとするため、両国間で常に緊密な連絡を保つ

とともに、双方の意思決定の流れを検証し、対処マニュアルを用意しておく必要があ

る。 
緊急事態対処に関する国の意思決定のうちでも防衛力の運用については、その重大

性にかんがみ、国会や内閣総理大臣などによる重層的なシビリアンコントロールの仕

組みが設けられている。政治による軍事の統制という民主国家の原則はきわめて重要

である。政府としても、関係する政策部局の十分な補佐を確保するなどにより、政治

レベルの意思決定を適切に行いうる体制を確立することが何よりも必要である。 
 
（２）情報能力の強化 
安全保障及び緊急事態に際しての意思決定が、内閣総理大臣のリーダーシップの下

で適切に行われるためには、必要な情報が情報関係者と政策決定者の間で迅速に共有

されることが不可欠である。 
冷戦期には、比較的明確な軍事的脅威が存在していたのに対し、冷戦後、特に 9．

11 テロ以降の新たな脅威は、主体、態様ともに多様かつ不明確なものとなった。こ

うした脅威に的確に対応するためには、何よりも脅威の動向を早期に探知し、その顕

在化の防止に努めなければならない。このため、専門的で精度の高い情報収集・分析

を適時的確に行いうる能力の一層の強化が喫緊の課題である。 
 
ア 情報収集手段の多様化・強化 
衛星等の技術的手段により入手した画像情報、電波情報などは、周辺諸国の軍事動

向を把握するために有用であるとともに、国際テロなどの新たな脅威に対処するため

にもきわめて有効である。それゆえ、宇宙の開発及び利用に関する国会決議との関係

を整理しつつ、情報収集衛星のさらなる能力向上を図るとともに、これら技術的に収

集された情報について広く安全保障・危機管理に係る情報収集手段として、秘密保全

に留意しつつ、政府の意思決定に、より適切に活用するべきである。 
さらに、非国家主体などの、外部からの認知が困難な新しい脅威に対しては、人的

情報手段による細やかな対応の重要性が高まる。このため、地域専門家等や海外の情

報専門家との協力など、人的情報手段の有効活用を早急に進めるべきである。 
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イ 情報集約・共有･分析機能の強化 
内閣の情報能力を強化するため、安全保障・危機管理に必要な情報が迅速・的確に

内閣に集約され、国全体の政策決定に資する体制を構築することが重要である。この

ため、平素から内閣情報会議、合同情報会議等の活用により、政府の基本方針・重点

項目に沿った各省庁の情報収集・分析、その成果の検証・評価及び情報共有を推進す

る必要がある。その日常的努力こそが緊急時において内閣が機動的かつ精度の高い情

報収集・分析を行うための基礎となる。 
特に、明確な役割分担の下で各省庁が収集した情報を的確に活用することが重要で

あり、内閣情報会議を主宰する官房長官の指名に従って、高度の知見を有し全ての情

報に接することが可能な各省庁のスタッフを内閣情報官の下に集めることなどによ

り、内閣として情報の集約・共有を強化すべきである。 
また、冷戦後、安全保障上の懸念事項が複雑・多様化し、国際的にも広がりを見せ

る中にあって、安全保障の観点から分析を要する対象も拡大している。このため、情

報分析能力を向上させるとともに、政府部内で人材の確保、養成に努め、官学の交流

や政府と NGO の協力等を通じて、国全体として専門的な知見を蓄積・総合化し、効

果的に活用するよう努めるべきである。 
 
ウ 情報の保全体制の確立 
共有した情報が外部に漏洩するようなことがあれば、情報の共有は困難となり、機

微にふれる国際情報の持続的取得も妨げられるであろう。国を挙げて情報の集約・分

析・活用を進めるには、情報の厳格な保全体制の確立が不可欠の前提となる。このた

め、安全保障・危機管理情報を扱う関係者に共通の厳格かつ明確な情報保全ルールを

作り、実施することが不可欠である。その際、機密情報漏洩に関する罰則の強化も検

討すべきである。 
 
エ 情報についての国際協力のあり方 
国際的なネットワークを有する新たな脅威に効果的に対処するには、情報面でも国

際協力を強化する必要がある。その際、諸外国から価値のある情報を得るためには、

日本が自身の情報収集・分析能力を高め、ギブ・アンド・テイクの関係を築くことが

必要となる。国際協力を効果的に進めるためにも、日本として独自に保有すべき情報

能力と他国に依存しても良いものを区別するなどして、有効かつ効率的な情報体制を

構築すべきである。 
 
（３）安全保障会議の機能の抜本的強化 
以上述べた緊急事態への対応にせよ、情報能力の強化にせよ、統合的安全保障戦略

としてこれらを一貫した形で実現させるためには、内閣としての頭脳に当たる仕組み

を整備しなければならない。本報告書では、そのために現在の安全保障会議の機能を

抜本的に強化することを提案する。 
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安全保障会議は、国防に関する重要事項及び重大緊急事態への対処に関する重要事

項を審議する機関として内閣に置かれている。このほど有事関連法制整備の一環とし

て、緊急事態における政府の意思決定手続き強化を目的とする法改正がなされた。そ

れにより安全保障会議は、「防衛計画の大綱」等の策定と、武力攻撃事態等の緊急事

態への現実の対処の両面にわたり、政府の意思決定における中心的な役割を果たすこ

ととなった。今後は、統合的安全保障戦略実施の中核組織として、安全保障会議の機

能を抜本的に強化しなければならない。 
特に、平素から会議のコアメンバーの閣僚による情報伝達のための訓練や分析のた

めの会合の頻繁な開催に努め、いざというときに安全保障会議を機動的に運用し、迅

速・的確に意思決定を行いうるようにすることが重要である。加えて、安全保障会議

の下に設けられた事態対処専門委員会で、各種の緊急事態への対応策を常日頃から検

討する体制を充実すべきである。 
安全保障会議の機能として、国家の安全保障政策全体を常にモニターし、その整合

を図る役割も加える必要がある。このため統合安全保障のための年次指針、年次報告

書を作成すべきである。また、例えば米国の NSC6などを参考としながら、国家の安

全保障戦略を閣僚間で密度高く議論する場として活用すべきである。こうした目的の

ため、内閣官房のスタッフの強化を図るとともに、部内外の専門家による政策研究の

場を設けるべきである。 
なお、現在、国防の機能は国務大臣たる防衛庁長官の下で内閣府の外局である防衛

庁が担当しているが、国防組織のあり方については、国家の存立に係わる国防機能の

重要性にかんがみ、自衛隊の最高指揮官たる内閣総理大臣に対する補佐体制の充実等

の観点を踏まえつつ、諸外国の例なども参考としながら議論していくべきである。 
 
（４）安全保障政策の基盤の整備 
政策決定の仕組みを実質的に機能させるためには、その運営に当る人材の育成が重

要であり、政府全体として安全保障・危機管理に従事する中核要員を育成する必要が

ある。関係機関で質の高い人材の確保に努めるのはもとより、採用後は、実務経験に

過度に依存した従来の養成システムを見直し、高度の専門知識を獲得させるために国

内外への留学の機会を増やすとともに、内閣官房を中心とする関係省庁間の人事交流

や官民・官学の人的交流を活発化して、出身省庁にとらわれず政府全体としての視野

を有する人材を育成すべきである。また、安全保障問題、あるいは安全保障政策を専

門的に考究する「知の中心」として、政府・非政府の安全保障シンクタンクを育成・

強化すべきである。 
なお、安全保障政策の基盤の一部をなす法制度に関連し、特にテロの未然防止に必

                                            
6   1947 年の国家安全保障基本法により設立された米国の国家安全保障会議。国家安全保障及び

外交政策について大統領を助言し支援すること、並びに政府内の政策調整を行うことを任務とす

る。公式メンバーは、大統領（議長）、副大統領、国務長官、国防長官の四名。公式アドバイザー

は中央情報局(CIA)長官と統合参謀本部(JCS)議長の二名。 
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要な法制度の整備が急務となっている。諸外国における法制度やその運用状況を参考

としながら、国民の理解が得られる形で早急に法制の整備を図るべきである。 
 
２ 日米同盟のあり方 
 
（１）日米同盟、日米安保体制の意義 
グローバルな安全保障環境は大きく変化しているものの、日本周辺地域には依然と

して伝統的な不安定要因が存在している。日米安保体制とそれに基づく米軍のプレゼ

ンスは、今後ともわが国防衛の大きな柱であるとともに、この地域にとって不可欠の

安定化要因であり続けている。 
9．11 テロ事件以降、米国は、特定国の軍事的脅威を対象とする従来の安全保障戦

略を転換し、テロリストやならず者国家といった非対称的脅威への対処に全力を傾け

るとともに、テロリストなどによる大量破壊兵器の入手を防ぐことを戦略目標として

いる。このため、米国は伝統的な抑止戦略を転換し、予測困難な新たな脅威に柔軟に

対処するための情報能力や機動展開能力などの充実を図るとともに、グローバルな規

模で米軍の変革を進め、同盟国、友好国との更なる関係強化を図っている。 
テロリストや大量破壊兵器、ミサイルなどの拡散は、日本の安全保障にとっても大

きな脅威である。これらへの対応は到底一国のみでなしうるものではなく、国際社会

と協力しながら取り組んでいかねばならない。こうした国際的取組の中心となってい

るのは同盟国たる米国であり、国際社会との連携の下で行われる日米協力の機会が今

後ますます増大していくであろうことに留意しなければならない。 
 
（２）日米同盟の維持・強化 
日米同盟関係を維持・強化していく努力は、不断に続けられなければならない。わ

が国防衛の見地からは、1997 年に策定された、現行の「日米防衛協力のための指針」

にしたがって、わが国有事及び周辺事態における日米協力のあり方を具体化していく

ことが重要である。 
このため、同「指針」に基づいて設けられている「包括的なメカニズム」を活性化

して率直な意見交換を行うとともに、日本有事や周辺事態における日米協力のあり方

について、引き続き緊密に協議していくべきである。その際、このメカニズムをより

効果的に運用するため、防衛庁、外務省だけでなく、必要に応じて内閣官房をはじめ、

警察、消防、海上保安庁などの関係機関を含め、日本政府全体として米国と協議を行

う必要がある。 
さらに、日米間の戦略的な対話を通じて新たな安全保障環境とその下における戦略

目標に関する日米の認識の共通性を高める必要がある。現在推進されているグローバ

ルな米軍の変革については、日米間の安全保障関係全般に関する幅広い包括的な戦略

対話の重要な契機と捉え、抑止力としての米軍の機能をも踏まえつつ、積極的に協議

を進めるべきである。 
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その際、わが国は、米国との間で日本の防衛や周辺地域の安定のみならず、国際社

会全体の着実な安定化により、わが国に対する脅威の発生を予防するとの目的に資す

るような協力関係の構築を目指す必要がある。例えば、日米間でより質の高い情報協

力を実現することができれば、対話の実を上げ、より有効な同盟関係を構築すること

が可能となる。わが国としては冷静かつ客観的な分析成果を独自の視点から提供しう

るよう情報収集・分析能力をさらに向上させていくべきである。政府は、このような

努力を払うとともに、日本の独自性をも踏まえつつ、日米間の役割分担などを含め主

体的に米国との戦略協議を実施すべきである。さらに、こうした協議の成果を反映す

る形で、時代に適合した新たな「日米安保共同宣言」や新たな「日米防衛協力のため

の指針」を策定すべきである。 
また、安定的な同盟関係を長期的に維持するため、政府は、政治の強力なリーダー

シップの下、在日米軍基地に関する日本の立場・考え方について米国との間で相互理

解を深めるとともに、日米両国が協力して地域社会の負担軽減等に取り組んでいく必

要がある。 
 
３ 国際平和協力の推進 
 
（１）国際平和協力に対する日本の取組 
わが国は、自らの安全を一層確かなものとするためにも、世界各地、とりわけさま

ざまな形でわが国とのつながりが深い地域の安定化のために、わが国の優れた技術力

や行政能力などを生かしつつ国際社会の取組に積極的に参加すべきである。このため、

以下に述べるような体制の整備を図るとともに、平和構築に向けて国際社会がさらに

協調を深められるよう、安保理改革など国連の制度自体を改善するために努力するこ

とも必要である。 
 
（２）国際平和協力の実施体制 
近年、国際社会は、平和維持にとどまらず、紛争の予防から紛争後の国家再建に至

る一連の活動を発展させてきている。これを踏まえ、自衛隊のみならず、政府全体と

して統合的に国際平和協力に取り組むべきであり、具体的には次のような努力が必要

になる。 
 
ア 各機関の連携強化による国際平和協力の効果的実施 
現在、国際平和協力のための要員派遣などの業務は、内閣府、防衛庁、外務省など

複数の機関が担当している。これら各機関が相互に緊密に連携し、個々のケースに応

じて安全保障上の要請を満たしうるよう各種手段を適切に組み合わせて政府全体と

して効果的な協力を実現しうるような仕組みを整備することが必要である。さらに、

政府職員に限らず NGO 要員も含めて、国際平和協力活動に参加する者の士気高揚の

ため、その名誉や処遇に配慮することも必要である。 
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イ 実施主体間の役割分担の明確化 
わが国として持てる手段を有効に組み合わせて活用していく上で、自衛隊には何を

期待し、文民には何を期待するかという点について明確な指針が必要である。自衛隊

はこれまで人道復興支援と後方支援に従事してきたが、これらの活動が成果を上げる

ためには、現地の治安状況の改善が不可欠である。今後は、これまで同様、経験と実

績のある人道復興支援と後方支援を中心とする活動を展開していくのか、それとも自

衛隊の能力に着目して、いわゆる治安維持のための警察的活動の実施をも視野に入れ

るのか、政府において十分検討すべきである。また、その際には、任務遂行に必要な

武器使用の権限を自衛隊に付与することも併せて検討する必要がある。 
 
ウ 自衛隊の本来任務としての国際平和協力 
これまで述べたように、国際社会において平和協力活動が一層拡充しつつある上、

国際社会が行うそうした活動への参加が日本の安全保障にとってますます重要にな

っている。従来、国際平和協力活動は自衛隊の付随的任務として位置付けられてきた

が、そうした活動の重要性の増大にかんがみれば、自衛隊の本来任務として位置付け

るべきである。 
 
エ 警察による協力体制の充実 
最近の国際平和協力活動においては、現地の治安を改善するため現地警察を育成す

ることが大きな課題となってきている。日本の警察制度や警察官の実務能力が国際的

に高い評価を得ていることも踏まえ、日本としても、現地警察の育成のために必要な

教育訓練などができるよう協力体制を可能な限り充実させるべきである。 
 
オ 要員の安全確保 
安全の確保は、国際平和協力に携わる全ての人に共通の課題である。この問題は、

武器使用権限の拡大と密接に関係するが、単に武器使用権限を拡大するだけでは解決

しない。武器使用権限の検討も重要であるが、それだけでなく、政府は要員の安全確

保を目的とする情報収集・共有のための体制づくりや、安全管理のための計画づくり、

ODA との効果的な連携などをさらに充実させるべきである。 
 
カ 国際平和協力のための一般法の整備 
これまでは、新たな事態が生起して平和協力活動の必要が生じるごとに特別措置法

を作って対応してきた。今後とも、武力を行使することなく、国際社会の責任ある一

員として平和で安定した国際環境の構築に参加するなど、日本の国際平和協力の理念

を内外に示すとともに、日本としてこれに一貫して、かつ迅速に取り組んでいくこと

ができるよう、一般法の整備を検討すべきである。その際、日本に相応しい協力とは

何かを十分に検討の上、国民的合意を得つつ、任務及び任務遂行に必要な権限を明確

にするべきである。 
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４ 装備・技術基盤の改革 
 
（１）生産・技術基盤の維持と防衛産業の合理化 
わが国が高度の防衛生産・技術基盤を維持する必要については、日本としての安全

保障政策の独自性の維持、海外からの装備調達に当っての交渉力の確保、緊急時の武

器急速取得等の観点から、従来より配慮されてきた。 
近年、先進主要国の防衛産業は、技術進歩の高速化や新装備の高価格化などを受け

て、国際的な連携と分業体制を構築することによって効率性を高め、競争力を維持し

ようとしている。一方、日本は、国際共同開発等を通じた先進諸国の技術進歩から取

り残されることが懸念される状況にある。 
今日、冷戦期とは異なり、大規模な軍事行動によって海外から日本に向けた物資の

輸送が途絶する可能性は低下している。さらに、防衛関係費の今後の動向などを考え

れば、生産基盤を総花的に維持することは困難となっている。こうした状況を踏まえ、

原則国産化を追求してきた方針を見直すべきである。独自に保有すべき能力と他国に

依存しても良いものを明確に区別し、「中核技術」について最高水準を維持していく

ことにより、真に効率的で競争力のある防衛生産・技術基盤を構築する必要がある。 
 
（２）武器輸出三原則 
わが国の武器輸出三原則は、国際紛争等の助長を回避するという基本理念の下、

1967 年に採用された。1970 年代にいったん禁輸対象地域などが拡大された後、1983
年には同盟国たる米国への武器技術供与のみが一定の条件の下で認められるに至っ

た。このような政策の基本理念は、国際社会の平和と安定を確保するという今日の安

全保障上の要請に応えるものであり、重要な意義を有している。また、これらに加え

て、わが国は、従来より核兵器不拡散条約(NPT)、ミサイル技術管理レジーム(MTCR)
等の枠組みへの参加や小型武器問題への積極的な取組を通じて軍縮・不拡散を進める

ことにより、国際紛争の助長回避に努めてきたところである。 
以上を踏まえつつも、70 年代半ばよりとられてきた武器禁輸については、再検討

されねばならない。まず、国際共同開発、分担生産が国際的に主流になりつつある現

在、日本の安全保障上不可欠な「中核技術」を維持するためには、これに参加するこ

とのできる方策を検討すべきである。さらに、現在の弾道ミサイル防衛に関する日米

共同技術研究が共同開発・生産に進む場合には、武器輸出三原則等を見直す必要が生

じる。これらの事情を考慮すれば、少なくとも同盟国たる米国との間で、武器禁輸を

緩和するべきである。 
その際、相手方や対象となる武器・技術の範囲などの武器輸出管理のあり方につい

ては、政府において、上述の基本理念を引き続き尊重しつつ、本件の取扱いに関する

これまでの経緯や各界の意見を踏まえながら検討すべきである。 
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（３）調達及び研究開発の効率化 
近年の技術進歩に伴う装備品の高度化とともに、装備品の調達コストは高騰する一

方であり、装備品の調達に関するコスト低減に向けて引き続き官民が一体となって取

り組むことが必要である。特に、装備品のファミリー化、汎用品の活用による調達ソ

ースの多様化、企業間競争の促進などにより、調達コストの低減に努めるべきである。 
また、技術進歩が著しいにもかかわらず、少数の装備品を長時間かけて調達する場

合には、結果的にコスト高を招くとともに、導入が終了する頃には陳腐化していると

いう恐れも出てくる。今後は、科学技術の進展のスピードに的確に対応するとともに、

調達・維持コストの低減を図るために、例えば C4ISR7等の大規模なシステム構築が

必要な装備品などについては、短期集中取得を行うなどの工夫が必要である。 
さらに、装備品の研究開発については、産学官の連携の強化、重点分野の見直しに

よる「選択と集中」の徹底、研究開発プロジェクトの不断の見直し等により、効率化

を徹底する必要がある。 

                                            
7 指揮（command）、統制（control）、通信（communications）、コンピュータ（computers）、
情報（intelligence）、監視（surveillance）、偵察（reconnaissance）の略語である。これらは、

敵の動向を正確に把握し、味方を適切に運用するための機能であり、効率・効果的な軍事作戦の

遂行に不可欠である。近年では使用装備品の優劣と並んで、軍事作戦の成否に決定的な影響を与

えると考えられている。 
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―――――――――――――――――――――――――――――――――― 
第３部 防衛力のあり方 
―――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 
第１部においては、複雑化し多様化する脅威に対処するため、従来の防衛力の姿を

抜本的に見直し、今後は民間企業のノウハウも生かしつつ、情報機能やネットワーク

化された装備システムなどに支えられた多機能で弾力的な防衛力を保有すべきであ

る旨を述べた。このような変革を行っていくに当たっては、民間における血のにじむ

ような努力の例を引くまでもなく、厳しい優先度の判断と徹底した効率化が必要であ

り、真に国民の理解が得られるよう政治のリーダーシップの下、積極的に取り組んで

いくことが重要である。以下には、この「多機能弾力的防衛力」の内容について、具

体的に述べることとする。 
 
１ 防衛力が果たすべき役割と保有すべき機能 
 
（１）日本防衛のための役割・機能 
前述のとおり、日本周辺地域においては依然として国家間紛争に起因する伝統的な

脅威は消滅していない。このような脅威に備えることは、独立国家の防衛力が担うべ

き中核的役割である。同時に、新たに生じた非国家主体による日本及び日本人への攻

撃、国際平和協力活動や大規模災害などに効果的に対応することも期待されている。

これらの多様な要請に応えて日本の安全を確保するため、防衛力は、以下のような機

能を保有する必要がある。 
 
ア 国家間紛争に起因する脅威への対処 
新たな防衛力のあり方を考える際には、従来とは脅威の態様が変化しつつあること

に留意する必要がある。すなわち、第一に、冷戦時代に防衛力の対象としていたよう

な本格的な武力侵攻を行いうる脅威は当分の間存在しないと思われる。第二に、核兵

器やその運搬手段としての弾道ミサイルの脅威に対する米軍の抑止力は依然として

有効だが、ミサイル防衛システムによりこれを補完しうると考えられる。第三に、む

しろゲリラや特殊部隊による重要施設等への攻撃や国内のかく乱、島嶼部への侵略、

周辺海空域における軍事的な不法行為など烈度の低い軍事力行使に対して即応しう

る必要がある。 
このような脅威認識に基づけば、新たな防衛力については、次のような分野におい

て必要な機能を備え、即応性を一層高めた体制を構築しなければならない。 
① 島嶼防衛や周辺海空域における軍事力による侵害の排除 
② ゲリラや特殊部隊からの重要施設防護等及び事態の拡大防止 
③ 周辺海域における武装工作船等の警戒監視・対処 
④ 周辺空域の警戒監視、領空侵犯対処 
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⑤ 弾道ミサイルへの有効な対処 
⑥ 周辺諸国の軍事動向に関する戦略情報の収集・分析 
他方、本格的侵攻に備えた中核的な戦闘力については、不確定な将来への備えとし

て、適切な規模の「基盤」は維持しつつ、思い切った縮減を図る必要がある。 
なお、上に述べたような対処機能のうち、武装工作員対処であれば警察と、武装工

作船対処であれば海上保安庁と、それぞれ適切に協働しなければならない。特に、海

上自衛隊と海上保安庁など自衛隊と治安担当機関との関係については、機能・装備品

の重複や過不足を検証し、効率的な役割分担を進めていくべきである。 
 
イ 非国家主体に起因する脅威への対処 
国際テロ組織による日本及び日本人へのテロに対しては、警察などの治安担当機関

が第一義的に対応する。他方、重武装した要員による軍事的行為や、生物・化学兵器

等を使用したテロなど大規模あるいは特殊なもので治安担当機関だけでは対処でき

ないものに対しては、自衛隊と治安担当機関が共同して対処することになる。このた

め、生物・化学兵器を含むテロにも対処できる機能などを具備し、それらについて高

い即応性を維持する必要がある。 
 
ウ 大規模災害などへの対処 
災害に対しては、地方自治体・消防・警察が主として対応するのが本来の姿だが、

大地震などの大規模災害や、化学物質や放射性物質による汚染などを含む特殊災害に

対しては、自衛隊のマンパワーや専門能力などの活用が期待されている。その際、自

衛隊として国民のニーズに迅速に対応しうる態勢を保持するとともに、さまざまな事

態への対応要領について国民の理解と協力が得られるよう、訓練などを通じて周知を

図っておく必要がある。 
 
エ 米国との協力 
米国の抑止力の存在は、日本と周辺諸国との良好な関係を支える基盤になっている。

日本の安全を確保するためには、わが国自身の防衛努力とともに、日米安保条約に基

づく米国との同盟関係の維持・強化が不可欠である。このため、「日米防衛協力のた

めの指針」に基づき、有事において適切に役割を分担しうるよう、平素から両国間に

おける共同作戦計画、相互協力計画についての検討などの共同作業や共同訓練などを

行っておく必要がある。また、日米間における装備・技術面での交流を積極的に進め、

インターオペラビリティーの向上を図る必要がある。 
 
オ 国際社会との協力 
冷戦終結後、国際社会においては、自国の軍事力や国防政策の透明性を高めるとと

もに、各国の安全保障政策担当者の対話・交流などを通じて、各国間の相互理解と信

頼関係の構築を促進することにより、安定した安全保障環境を作り出そうという試み
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が広がった。最近では周辺地域においてもこうした動きが定着しており、わが国とし

てもその努力を怠ってはならない。このため、諸外国との安全保障対話、艦艇・航空

機の相互訪問、共同訓練、留学生や研究者の交換・交流などを積極的に推進する必要

がある。 
 
（２）国際的な脅威の予防のための役割・機能 
自衛隊は、1992 年のカンボジア PKO への参加以来、今日に至るまで、各種の PKO

や人道的な国際救援活動を実施してきた。治安やインフラが必ずしも十分でない地域

において、自衛隊が組織力や自己完結性を生かして行ってきたこれらの活動について

は、国際的にも高い評価を得ている。近年、国際社会の取組は、紛争終了後の平和維

持活動から紛争後の国家再建活動へと発展してきている。こうした活動は、新たな脅

威の発生を予防しわが国を含む国際社会を安定化させる上で効果的であり、自衛隊は

今後とも国際平和協力に積極的に取り組むべきである。 
 
ア 国際平和協力 

PKO 活動に関しては、従来、自衛隊は施設、輸送などの後方支援業務を中心に実

施してきたが、今後は先般凍結が解除された停戦監視や武器の管理などいわゆる「本

体業務」を実施する機会も出てくるものと思われる。 
紛争終了後の国家再建については、本格的な人道復興支援は文民や民間企業が担当

し、自衛隊は応急復旧的な支援業務を行うという役割分担が通常想定される。しかし、

治安に問題があって文民による復興支援が進まないような場合には、自己防護能力を

有する自衛隊が主体となって活動する必要が生じる。特に、復興の主体が多国籍軍で

あるような場合に、当該多国籍軍への後方支援については、自衛隊が主体にならざる

を得ない。 
以上から、国際社会の要請に迅速に応えて平和協力活動に参加しうるよう、平素か

ら教育訓練体制を整備し、必要な訓練を実施しておくとともに、救援物資輸送や人

員・装備の速やかな展開を実施しうるよう新たに部隊の待機態勢をとることや長距

離・大量の輸送機能を充実する必要がある。 
また、いわゆる信頼醸成のため、諸外国との安全保障対話を推進するとともに、海

賊対策をはじめとする海洋の秩序維持や大量破壊兵器の拡散防止に向けた国際協力

（PSI）などにも積極的に協力する必要がある。これらの分野においては、外交活動

や海上保安庁の活動のみならず、自衛隊の能力をも活用して、各国との協力を拡大し

ていくことが重要である。 
 
イ 国際社会との連携の下で行われる日米協力 
今後、国際平和協力の場面においても、日米協力の機会が増加していくことが予想

される。このため、平素から日米間の情報分野での協力拡大や外交・防衛当局者間の

対話の活発化を図っておく必要がある。  
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２ 新たな防衛力の体制 
 
（１）考慮要素 
上に述べたような機能を有する防衛力を構築していく際には、以下の各点に留意す

る必要がある。 
 
ア 防衛力整備に関する社会的要請（制約要因） 
今後日本においては少子高齢化が進行していくが、これにより防衛分野では若年者

層の減少による自衛官募集の困難化を招くほか、消費・生産人口の減少に伴う経済の

低成長化、それに伴う国民の限られた負担力、高齢化に伴う社会保障費の増加による

防衛関係費など他の政府支出への圧迫といった影響がもたらされると考えられる。こ

のような長期的な傾向の下で、防衛も要員・装備・運用にわたる効率化・合理化を図

り、より少ない資源でより多くの成果を達成することが求められる。 
 
イ 重点的な資源配分 
投入しうる資源に制約がある中で効果的に防衛力を構築していくためには、それぞ

れの機能のバランスを半ば固定化して考えるのではなく、必要な機能には重点的に資

源配分を行い、緊急性に乏しいものについては思い切った削減を行うことが必要であ

る。 
 
ウ 防衛力の質的水準の維持 
近年、軍事科学技術は飛躍的に向上しており、「軍事における革命」(RMA8)に象徴

されるように、技術の格差が戦闘力の格差に直結する傾向が加速している。特に、情

報通信技術(IT)の優劣は、防衛力の発揮に決定的な影響を与える。このため、新たな

防衛力の構築にあたっては、サイバー攻撃に対処しうる情報セキュリティの確保にも

配慮しつつ、情報通信ネットワークシステムの整備・充実に努めていく必要がある。

また、諸外国の軍事技術水準の動向を踏まえ、装備品の陳腐化を招かないよう適切な

更新・近代化に努め、質的水準を適切に維持していく必要がある。 
 
エ 政府の責務 
自衛隊が新たな体制に移行しても、平時における災害派遣は十分に実施できなけれ

ばならない。一方、武力攻撃事態発生時における国民の救援等については、自治体や

自主防衛組織にも期待することとなる。国は、武力攻撃事態等における国民の保護・

救援に国全体として万全を期すべきであり、その下で自衛隊も適切な役割を担う。そ

の際、国民から全面的な協力を得ることなしに、危機管理は不可能である。日頃から

国民の理解を得られるよう努めるとともに、国民の参加を得て訓練しておくことが必

                                            
8  Revolution in Military Affairs の略で、技術進歩などの変化により、軍事作戦や戦闘様相に生

ずる大きな変革を意味する。 
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要である。 
 
（２）防衛力の具体的な構成 
第 3 部の１に示した考え方に基づき、各自衛隊の編成や装備等の基本的な方向性を

示せば以下の通りである。 
 
ア 陸上防衛力 
対機甲戦を中心とする本格的着上陸侵攻対処のための編成・装備・配置を見直し、

烈度の低い多様な軍事行動への即応体制の構築に重点を移す。このため、戦車・特科

等の重装備部隊を中心に思い切った縮減・効率化を図り、各種事態の初動における即

応展開や、重要施設防護などに柔軟な運用が可能な普通科部隊に要員を大胆にシフト

する。併せて事態に応じた増援能力、これらを支える機動力、特殊作戦能力、NBC9等

防護能力などの向上を図る。さらに、海外任務に常時即応するため高い練度の部隊を

保有する。 
 
イ 海上防衛力 
冷戦期のような対潜水艦戦闘を中心とした編成・装備・配置から、島嶼防衛や弾道

ミサイルの監視・対処、武装工作船による不法行為対処等に重点を移す。このため、

艦艇部隊については、その体制を縮減・効率化しつつ、即応性の向上を図る。その際、

護衛艦を活用してミサイル防衛能力を整備する。航空機部隊については、その体制を

縮減・効率化しつつ、周辺海域における警戒監視体制を維持する。また、全体として、

海外任務遂行能力の向上を図る。 
 
ウ 航空防衛力 
周辺空域の警戒監視を常時継続的に行うとともに、領空侵犯に対処しうる体制を引

き続き確保しつつ、本格的な航空侵攻対処の必要性が減じたことから、戦闘機を含む

航空機部隊の縮減・効率化を図る。誘導弾部隊については、ミサイル防衛能力を整備

する。また、海外任務の増大に対応するため、航空輸送力の充実を図る。 
 
エ 統合の推進 
陸・海・空三自衛隊を一体的に運用し、自衛隊の任務を迅速かつ効果的に遂行する

ため、統合化された情報通信ネットワークを活用しつつ、統合運用態勢を強化する必

要がある。このため、統合運用に必要な中央組織を整備するとともに、教育訓練、情

報通信、後方補給などの各分野において統合運用基盤を確立する必要がある。また、

装備、部品の共通化や汎用品の活用を推進し、コスト削減に努めなければならない。 
 

                                            
9  核(Nuclear)、生物(Biological)、化学(Chemical)といった、大量破壊兵器に関連する物質の総

称を言う。 
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オ ミサイル防衛 
今後整備が進められていくミサイル防衛システムは、海自のイージス艦、空自の地

対空誘導弾ペトリオット、自動警戒管制組織（バッジシステム）等を活用するもので

あり、統合的な運用を行う必要がある。その際、同システムを現行の法制度の下で有

効に運用しうるか否か早急に検討の上、法改正を含め必要な措置を講ずるべきである。 
なお、ミサイル攻撃に対処するため他に手段がなくやむを得ない措置としていわゆ

る策源地への攻撃能力を持つことが適当か否かについては、米国による抑止力の有効

性、ミサイル防衛システムの信頼性等の観点から慎重に検証するとともに、費用対効

果や周辺諸国に与える影響等も踏まえ、総合的に判断すべきである。 
 
カ 情報通信機能 
予測困難な新たな脅威に対応して防衛力が柔軟に機能を発揮するためには、情報通

信機能の充実が決定的に重要である。自衛隊は、わが国周辺における警戒監視、電波

情報の収集整理、衛星画像情報の活用、在外公館における防衛駐在官の活動などを通

じて情報を収集している。今後は、これらの情報収集活動をさらに充実強化するだけ

でなく、要員の育成などにより情報本部における戦略的な情報分析能力をさらに向上

させることが必要である。また、収集・分析した情報を所要の部隊等の間で迅速に共

有するためには、サイバー攻撃にも対処しうる高度のセキュリティ・システムに守ら

れた大容量・高速・広域の情報通信ネットワークを構築する必要がある。その際、民

間との交流や汎用の製品・技術の活用を通じ、絶え間なく進歩する情報通信技術に対

応していく必要がある。 
 
キ 人事施策 
自衛隊の人事施策については、部隊の精強性をいかに確保するかが大きな考慮要素

となる。特に、新たな状況に対応して多様な任務を遂行していくためには、若手幹部

の活用、専門技能に長けた准尉・曹クラスの重用、定員と実員を出来るだけ一致させ

ることによる即応性向上などの施策を講じる必要がある。 
自衛隊の役割が国の安全保障上、より重要な位置を占める今日、国民の強固な信頼

を得るためにも、自衛隊員のより厳格な規律の維持が必要である。同時に、危険を顧

みず国の防衛の任務に当たる自衛官に対する国としての名誉の賦与についても検討

する必要がある。 
また、防衛産業への再就職の現状を見直し、自治体、地域社会、企業の危機管理要

員としての採用拡大を図るとともに、業務の部外委託先の要員として活用を図るなど、

隊員の能力・経験等をより一層社会に還元する施策を関係省庁の協力を得ながら促進

する必要がある。 
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―――――――――――――――――――――――――――――――――― 
第４部 新たな「防衛計画の大綱」に関する提言 
―――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 
１ 「防衛計画の大綱」に定めるべきもの 
 
「防衛計画の大綱」は、わが国防衛力の整備、維持、運用に関する基本的指針とし

て 1976 年に策定され、1995 年に見直された。この「大綱」は、デタント期及び冷戦

終結後の時期に、防衛力の意義や規模について国民の理解を得ることを念頭に置いて

定められたものであり、「大綱」別表に書かれた自衛隊の編成・装備の規模や達成度

のみに関心が集まりがちであった。 
本懇談会においては、その後の安全保障環境の変化を踏まえ、新たな「大綱」に盛

り込むべき内容について議論を重ねてきた。新「大綱」には、本報告書に示したよう

に、統合的な安全保障戦略を進めるために国全体としてとるべき政策、その中におい

て自衛隊が果たすべき役割、保有すべき機能と体制を盛り込むべきである。 
また、1957 年に策定された「国防の基本方針」は、第３項に効率的な防衛力を漸

進的に整備すること、第４項に日米安保体制を基調とすることを掲げ、その前提とし

て、第１項に国連の活動への支持と国際協調、世界平和の実現を、第２項に民生の安

定と愛国心の高揚による安全保障基盤の確立を述べており、今日もなお妥当する考え

方を含んでいる。 
他方、この方針が策定されてから今日までの半世紀近くの間に、日本の経済力や国

際的地位の向上、日米安保条約の改定と日米防衛協力の進展、国際社会の相互依存関

係の一層の深まり、国連の役割の変化など日本の安全保障を取り巻く状況は大きく変

化した。新「大綱」は、こうした変化を踏まえ、「国防の基本方針」の考え方をも包

含する新たな安全保障戦略を示すものとして策定されるべきである。 
 
２ 防衛力整備目標の示し方 
 
新たな「大綱」は、日本の安全保障戦略の全体像を示すものであると同時に、防衛

力整備の指針を示すものでなければならない。その際、防衛力整備の目標水準の示し

方については、次の二点に留意する必要がある。 
第一に、現在政府が行っている防衛力の抜本的見直しの答えとして、防衛力のいか

なる機能が量的にどのように変わるのか、その達成時期も含め、国民に明確に示すこ

とが求められていること。 
第二に、防衛力のあり方は、変化し続ける安全保障環境や日進月歩の技術動向など

を踏まえ、不断に弾力的に見直されるべきものであること。特に、自衛隊の具体的装

備や編成については、統合的な安全保障戦略と防衛力のあり方に関する基本的考え方

の範囲内で、常に弾力的に見直してしかるべきである。 



 

 30

このため、新しい「大綱」には防衛力の定性的な機能を中心に目標を規定するとと

もに、現在の別表に相当するものについては、防衛力の量的な目標水準の変化と達成

時期をわかりやすく明示するとともに、時代の変化に合わせて定期的に見直しができ

るよう、その規定の内容、方法等を検討すべきである。 
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―――――――――――――――――――――――――――――――――― 
付言 更に検討を進めるべき課題――憲法問題 
―――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 
本懇談会は、新たな安全保障環境下における日本の安全保障と防衛力のあり方を議

論することを目的としており、憲法改正について論ずる場ではない。このため、以上

までにまとめた各種の提言も、現行憲法の枠内で行っている。一方、これまでの議論

を通じ、日本の安全保障をめぐる基本方針については、憲法との関係においても懇談

会として実質的なコンセンサスが得られたように思われる。まず、日本が侵略に手を

染めるようなことは誰も望んでいないこと。次に、日本は自衛のために必要なあらゆ

る努力を傾けるべきこと。さらに、日本として国際平和協力への参画を重視すべきこ

と。すなわち、懇談会は、憲法が規定する平和主義、国際協調主義の下で、国民を守

る自衛の努力と国際平和協力の両者を日本の安全保障の基本方針と結論づけたもの

である。 
戦後わが国の安全保障と防衛力を巡る議論においては、憲法問題の論争が多かった。

憲法は国の法秩序の根幹であり、民主国家の行政が、安全保障分野を含めて法律の枠

組みの範囲内で行われなければならないことからすれば、憲法論が重要であることは

当然である。しかしながら、憲法問題に議論の焦点が当たりすぎ、本来行われるべき

政策論があまり発展しないとすれば、わが国の安全保障政策・防衛政策を構築してい

く上で決して好ましいことではない。今後は、国民のコンセンサスを得ながら、建設

的な政策論争が発展していくことが望まれるとともに、幅広い視点から憲法問題につ

いて議論されていくことが期待される。 
なお、従来から国会その他の場で活発に議論されてきた集団的自衛権の問題につい

ては、懇談会の場においても早急に解決すべきであるなどの意見が出された。また、

これに関連して、個別国家の持つ集団的自衛権の問題と国連が行う PKO や集団的措

置の問題はそれぞれ別個のものと整理して論ずべきだとの意見もあった。 
集団的自衛権と言っても、議論される例は武力攻撃発生前に日本防衛の目的で来援

した米軍を防護するための武力行使から、同盟国の領土に対する武力攻撃の排除まで

幅が広い。後者のような例まで認めよとの意見はないが、それ以外の例に関しては

種々の考え方がありうる。政府においては、集団的自衛権の行使に関連して議論され

るような活動のうち、わが国としてどのようなものの必要性が高いのか、現行憲法の

枠内でそれらがどこまで許容されるのか等を明らかにするよう議論を深め、早期に整

理すべきである。 
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「おわりに」 
 
冷戦後、世界各地における武力行使やテロ事件がしばしば映像メディアで報じられ

るようになりました。わが国周辺でも、不審船事案や弾道ミサイル発射などの事態が

起きています。従来、ともすれば観念論に陥りがちだったわが国の安全保障と防衛力

のあり方について、国民的関心が高まり、現実的かつ機能的なものにしていくべきと

の意識が醸成されつつあるように思います。そうした状況を背景に、本懇談会では、

今日の時代環境にマッチした安全保障戦略と防衛力のあり方を幅広く検討・整理して

まいりました。 
 
わが国においては、さまざまな歴史的経緯と政治的決定の上に、今日の国民意識、   

法体系や自衛隊、在日米軍のあり方など、安全保障と防衛力をめぐる現実があります。  

一方、世界の現実は、我々が現状のまま立ち尽くすことを許すものではありません。   

今こそ明確な戦略と方向性を持ち、あるべき姿に一歩ずつ近づいていく努力が求めら

れています。そうした共通認識の下で、懇談会の議論は進められました。 
 
世界中で頻発するテロ、ゲリラとそれに対する各国の対応を見るとき、どんなに優

れたハード・パワーにも限界があると感ぜざるを得ません。複雑な民族紛争、宗教対

立や格差の問題は、力の対決だけでは真の解決は難しいのではないでしょうか。そう

した限界を克服するには、外交や経済協力などによるソフト面の力をも充実させる必

要があります。これらハード、ソフト両面の力を統合して発揮させるのは政治の役割

です。シビリアンたる政治家が、自らの決断にリスクを負いつつリーダーシップを発

揮することこそがシビリアン・コントロールの要諦であり、国と国民の安全を守る命

綱であります。 
 
そうした思いで議論を重ね、練り上げられた本報告書が、新たな防衛計画の大綱の

策定に活かされ、日本の安全保障政策がより一層実効性あるものになることを切に願

うものであります。 
 

以上 
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安全保障と防衛力に関する懇談会の経過 
 
 
○ 第１回（４月２７日） 
  小泉総理挨拶 
  わが国の安全保障政策の枠組みについて 
 
 
○ 第２回（５月１８日） 
  わが国が取り組むべき安全保障上の課題とわが国に対する脅威 
 
 
○ 第３回（６月１日） 
  国と国民の安全への脅威及びこれに対する対応について 
 
 
○ 第４回（６月１５日） 
  わが国の国際平和協力と日米安保体制について 
 
 
○ 第５回（６月２９日） 
  アジア太平洋地域の安全保障環境と地域的な安全保障のための取組 
 
 
○ 第６回（７月１３日） 
  自衛隊の現状、課題と今後の方向性 
 
 
○ 第７回（７月２７日） 
  今後の取りまとめ方について 
 
 
○ 第８回（８月３１日） 
  今後のわが国の防衛力のあり方について 
 
 
○ 第９回（９月６日） 
  政府の意思決定と関係機関の連携について 
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○ 第１０回（９月１５日） 
  意見のとりまとめに向けての議論 
 
 
○ 第１１回（９月１７日） 
  意見のとりまとめに向けての議論 
 
 
○ 第１２回（９月３０日） 
  意見のとりまとめに向けての議論 
 
 
○ 第１３回（１０月４日） 
  小泉総理に対する提言 
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「安全保障と防衛力に関する懇談会」報告書 
 

―未来への安全保障・防衛力ビジョン― 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（要 約） 
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―――――――――――――――――――――――――――――――――― 
第１部 新たな日本の安全保障戦略 
―――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 
１ 21 世紀の安全保障環境 
 

2001 年 9 月 11 日、安全保障に関する 21 世紀が始まった。国家からの脅威のみを

安全保障の主要な課題と考えていればよい時代は、過去のものとなった。もはやテロ

リストや国際犯罪集団などの非国家主体からの脅威を正面から考慮しない安全保障

政策は成り立たない。 
しかしながら、国家間の安全保障問題が消滅したわけではない。また、世界各地に

おける内戦や民族対立、政権不安定などの状況は、冷戦終結後の主要な軍事紛争の根

源となっており、常に国際的な軍事対立につながる可能性を秘めている。 
このように現在、世界の安全保障環境は、これまでと比較にならないほど複雑にな

っている。一方の極に非国家主体が引き起こしかねない、想像を絶するテロリスト攻

撃があり、他方の極にきわめて古典的な戦争の可能性がある。その中間にあらゆる組

み合わせによる危険が存在している。 
地球大で進むこのような安全保障環境の激変に加え、東アジアに位置する日本は、

地域に特徴的な安全保障問題にも直面している。この地域には、二つの核兵器国（ロ

シア、中国）及び核兵器開発を断念していない国（北朝鮮）が存在している。 
地球大で進む安全保障環境の変化は、世界的に行われる日本と日本人の活動に大き

な影響を与えており、日本の近くでの脅威に加え、遠方での脅威についても考慮しな

ければならない。 
日本への脅威は、外部から来るとは限らない。内発的なテロ勢力や犯罪集団、さら

にそれらが外部の脅威とネットワーク化する危険も十分ありうると考えなければな

らない。 
 
２ 統合的安全保障戦略 
 
このように複雑な 21 世紀の安全保障環境の下で、日本がとるべき安全保障戦略で

ある統合的安全保障戦略における大きな目標は二つある。第一は、日本に直接脅威が

及ぶことを防ぎ、脅威が及んだ場合にその被害を最小化することである。第二の目標

は、世界のさまざまな地域において脅威の発生確率を低下させ、在外邦人・企業を含

め、日本に脅威が及ばないようにすることである。 
これらの目標を達成するためには、日本自身の努力、同盟国との協力、国際社会と

の協力という三つのアプローチがあるが、今後目指すべき日本の安全保障戦略は、こ

の三つのアプローチを適切に組み合わせることによって、自国防衛に備えるとともに、

国際的安全保障環境の改善を図る、そのための統合的な方策ということになる。 
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これまでの日本における考え方は、やや狭い戦略であった。これに対し、今後の日

本の安全保障戦略においては、二つの目標がより統合的に追求されなければならない。

二つの目標と、それぞれに対する三つのアプローチのすべての側面において、日本の

保持する能力を適切かつ統合的に結集する努力が必要となっている。 
 
（１）日本防衛 
ア 日本自身の努力 
このアプローチの目標は、日本に対して脅威が直接及ぶことを防ぎ、もし及んだ場

合にもその損害を最小限にくい止めることである。 
今日の国際情勢にも、国家間関係としてみれば、1976 年の「防衛計画の大綱」以

来の「基盤的防衛力」という考え方が有効な面がある。しかし、冷戦終結後十数年を

経て、日本に対する本格的な武力侵攻の可能性は大幅に低下している。一方、テロリ

ストなどの非国家主体による攻撃という、従来の国家間の「抑止」という概念ではと

らえにくい脅威が深刻な問題となっている。その意味でも国家からの脅威のみを対象

にしていた基盤的防衛力の概念は見直す必要がある。 
日本への直接的な脅威に対処するための自助努力は、日本全体で総力をあげて行う

防衛活動である。自衛隊をはじめ、日本全体として安全保障に取り組む体制を早急に

整備しなければならない。警察などとの協働、地方公共団体を含む公的組織や民間の

協力が必要である。 
日本国内の総力を結集するためには、情報収集・分析能力の向上をベースにした日

本政府の危機管理体制を確立する必要がある。 
 
イ 同盟国との協力 
日本防衛のための第二のアプローチは、同盟国との連帯行動である。今後とも日米

同盟の信頼性を相互に高めつつ、抑止力の維持を図る必要がある。弾道ミサイルから

の脅威や周辺事態に備えた協力体制の整備を継続的に進め、現実の運用にあたっても

日米協力の信頼性向上に努めていかなければならない。 
 
ウ 国際社会との協力 
さまざまな領域で行う外交活動や国民レベルでの交流が日本への理解を増進し、い

わば間接的に日本の防衛に役立ってきている。特に、国際テロへの対応については、

テロリストの摘発・逮捕や、国際テロ組織に対する資金規制に向けて、情報面などに

おける国際的な協力や水際対策を充実・強化していく必要がある。 
 
（２）国際的安全保障環境の改善による脅威の予防 
ア 日本自身の努力 
世界各地における脅威の予防に関しては、日本は国際社会や同盟国と連帯して行動

することを原則とすべきであろう。したがって、平和維持や平和構築活動、人道支援
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に対する自衛隊の活動は、原則的には、国連安全保障理事会決議などに基づく国際社

会の活動の一部として行うべきである。 
しかし、二国間の開発援助や外交活動、さらには警察などの協力は、日本独自の活

動としても実行すべきであろう。また、一般的な外交活動や文化交流、さらには民間

の行う貿易・投資活動による雇用や技術移転、人材育成なども、間接的に安全保障に

つながる役割を果たしている。特に、わが国は、中東から北東アジアに至る地域の不

安定化を防ぐため、外交活動、経済活動などを積極的に展開すべきである。 
 
イ 同盟国との協力 
わが国が国際的安全保障環境の改善をはかり、脅威の予防を考えるとき、日本が同

盟国である米国との協力を行うことは当然である。 
軍事面に着目しても、日米同盟関係は直接的な日本防衛に加えて、国際社会におけ

る脅威の発生そのものを予防する機能を高めつつある。 
米国の世界戦略の変革の中で、積極的に日米の戦略的な対話を深めることによって、

両国の役割分担を明確にしつつ、より効果的な日米協力の枠組みを形成すべきである。 
 
ウ 国際社会との協力 
日本の安全保障戦略にとって、今後ますます重要になるのは、世界各地の脅威削減

に向けた国際社会との協力である。平和構築活動、核兵器などの大量破壊兵器や弾道

ミサイルの拡散の防止、テロの予防のための外交努力や警察及び司法当局間の協力強

化、海上交通路の安全確保のための関係各国との協力体制や国際社会の枠組みづくり、

多国間の信頼醸成・予防外交・紛争処理メカニズム構築など国際的な制度化の努力が

求められている。 
日本が国連安保理の常任理事国となることは、国際社会と連帯した日本の努力を効

果的にする点で重要である。 
 
（３）安全保障戦略における統合性の確保 
以上のとおり、日本防衛と国際的安全保障環境の改善という二つの大きな目標の達

成には、それぞれ三つのアプローチを適切に組み合わせる必要があり、日本の安全保

障戦略には六つの構成要素ともいうべき活動領域が生じる。 
この六つの構成要素は、それぞれ独立に存在するものではなく、密接に関連してい

る。 
統合的な戦略を効果的に実施するためには、統合的な意思決定の仕組みが必要であ

る。内閣総理大臣のリーダーシップの下、安全保障会議をしかるべく活用し、六つの

構成要素をどう関連させ、どの組織にいかなる役割を課すかを決定すべきである。 
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３ 新たな安全保障戦略を支える防衛力 ～多機能弾力的防衛力～ 
 
新しい統合的安全保障戦略の下で、自衛隊はいかなる能力を保持すべきであろう 

か。 
これまでの自衛隊は、他国からの脅威に対して主として国内で日本を守る存在であ

った。自衛隊は「存在」することによって、その目的を達成してきたといえるだろう。 
しかしながら、1990 年代以降の現実は、このようなあり方に対して、いくつかの

修正を迫ってきた。今や、自衛隊は、主として国際的な場において、さまざまな活動

を展開するようになってきた。 
他方、わが国の防衛という観点からみても、自衛隊の装備に見直しの必要が生じて

いる。非国家主体の引き起こすテロについて、これまでの基盤的防衛力の考え方のみ

で対応できないことは明らかである。 
現在の安全保障環境の下、自衛隊の保持すべき能力とは、一般的に言えば、統合的

安全保障戦略のさまざまなアプローチに貢献する能力だということになる。今後の防

衛力はこのように多くの機能を果たしうるものでなければならないのである。 
しかしながら、防衛力整備を取り巻く日本国内の環境には制約要因も大きい。第一

は、少子化という人口学的制約であり、第二は、厳しい政府財政という制約である。

このような制約も考慮するとき、今後の防衛力整備の鍵は、いかにして現存する組織

の運用の仕方、組み合わせの仕方、スクラップ・アンド・ビルド、さらには同盟国で

ある米国との役割分担などを通じて、さまざまな機能を有効に果たす体制が作れるか

ということになる。 
さまざまな組織単位をさらに弾力的に運用することによって、多機能な能力を発揮

できるようにすることが必要である。 
多機能弾力的防衛力の要は、情報収集・分析力である。テロなど新たな脅威への対

応には、国の情報能力のレベルが決定的な意味を持つ。情報収集・分析力こそ、ハー

ドとしての防衛力の効果を何倍にもする乗数（マルチプライヤー）であり、多機能弾

力的防衛力の基礎である。 
新しい安全保障環境の下、自衛隊の保持すべき能力をここで述べた多機能弾力的防

衛力という考え方に基づき整理し直し、その整備計画を再検討しなければならない。 
 



 

 42

―――――――――――――――――――――――――――――――――― 
第２部 新たな安全保障戦略を実現するための政策課題 
―――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 
１ 統合的安全保障戦略の実現に向けた体制整備 
 
（１）緊急事態対処 
緊急事態に際しての意思決定は、内閣総理大臣のリーダーシップの下で適切に行わ

れなければならない。そのためには、内閣官房が十分な企画立案機能や危機対処機能

を有する必要がある。 
内閣総理大臣は、閣議決定した方針に基づいて行政各部を指揮監督することとなっ

ているが、弾道ミサイルへの対応をはじめ、国家の緊急事態において、迅速・的確な

意思決定を行う観点からは、格別な工夫が必要である。 
複雑・多様な国家の緊急事態に際しては、政府が一体となって統合的に対応し、関

係機関の間で適切な役割分担を行う必要がある。また、こうした協力関係を実効的な

ものとするため、平素から共同訓練や人事交流を活発に行い、中央から現場に至るま

で各レベルで緊密な関係を形成することが求められる。 
 
（２）情報能力の強化 
多様な脅威の動向を早期に探知し、その顕在化を防止するため、専門的で精度の高

い情報収集・分析を適時的確に行いうる能力の一層の強化が喫緊の課題である。 
 

ア 情報収集手段の多様化・強化 
画像情報、電波情報などを、政府の意思決定に、より適切に活用することに加えて、

人的情報手段の有効活用を早急に進めるべきである。 
 
イ 情報集約・共有・分析機能の強化 
内閣の情報能力を強化するため、安全保障・危機管理に必要な情報が迅速・的確に

内閣に集約され、国全体の政策決定に資する体制を構築することが重要である。 
 
ウ 情報の保全体制の確立 
国を挙げて情報の集約・分析・活用を進めるには、情報を扱う関係者に共通の厳格

かつ明確な情報保全ルールを作り、実施することが不可欠である。 
 
エ 情報についての国際協力のあり方 
新たな脅威に効果的に対処するには、情報面でも国際協力を強化する必要がある。

国際協力を効果的に進めるためにも、日本として独自に保有すべき情報能力と他国に

依存しても良いものを区別するなどして、有効かつ効率的な情報体制を構築すべきで
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ある。 
 
（３）安全保障会議の機能の抜本的強化 
内閣としての頭脳に当たる仕組みを整備するため、統合的安全保障戦略実施の中核

組織として、安全保障会議の機能を抜本的に強化しなければならない。特に、平素か

ら会議のコアメンバーの閣僚による情報伝達のための訓練や分析のための会合の頻

繁な開催に努め、いざというときに安全保障会議を機動的に運用し、迅速・的確に意

思決定を行いうるようにするとともに、事態対処専門委員会で、緊急事態への対応策

を常日頃から検討する体制を充実すべきである。さらに、安全保障会議は、国家の安

全保障政策全体を常にモニターし、その整合を図るとともに、国家の安全保障戦略を

閣僚間で密度高く議論する場として活用すべきである。このため、内閣官房のスタッ

フの強化を図るとともに、部内外の専門家による政策研究の場を設けるべきである。 
 
（４）安全保障政策の基盤の整備 
政策決定の仕組みを実質的に機能させるためには、政府全体として安全保障・危機

管理に従事する中核要員を育成する必要がある。 
 
２ 日米同盟のあり方 
 
（１）日米同盟、日米安保体制の意義 
日米安保体制とそれに基づく米軍のプレゼンスは、今後とも我が国防衛の大きな柱

であるとともに、この地域にとって不可欠の安定化要因であり続けている。 
9．11 テロ事件以降、米国は伝統的な抑止戦略を転換し、新たな脅威に柔軟に対処

するために態勢の見直しを進めている。 
新たな脅威などに対応するための国際的取組の中心となっているのは同盟国たる

米国であり、国際社会との連携の下で行われる日米協力の機会が今後ますます増大し

ていくであろうことに留意しなければならない。 
 
（２）日米同盟の維持・強化 
日米同盟関係を維持・強化していく努力は、不断に続けられなければならない。わ

が国防衛の見地からは、現行の「日米防衛協力のための指針」にしたがって、わが国

有事等における日米協力のあり方を具体化していくことが重要である。 
さらに、日米間の戦略的な対話を通じて新たな安全保障環境とその下における戦略

目標に関する日米の認識の共通性を高める必要がある。現在推進されているグローバ

ルな米軍の変革については、日米間の安全保障関係全般に関する幅広い包括的な戦略

対話の重要な契機と捉え、積極的に協議を進めるべきである。 
その際、わが国は、米国との間で日本の防衛や周辺地域の安定のみならず、国際社

会全体の着実な安定化により、わが国に対する脅威の発生を予防するとの目的に資す



 

 44

るような協力関係の構築を目指す必要がある。 
 
３ 国際平和協力の推進 
 
（１）国際平和協力に対する日本の取組 
わが国は、自らの安全を一層確かなものとするためにも、世界各地、とりわけわが

国とのつながりの深い地域の安定化のため、国際社会の取組に積極的に参加すべきで

ある。 
 
（２）国際平和協力の実施体制 
近年、国際社会は、平和維持にとどまらず、紛争の予防から紛争後の国家再建に至

る一連の活動を発展させてきている。これを踏まえ、自衛隊のみならず、政府全体と

して統合的に国際平和協力に取り組むべきである。 
具体的には、各機関（防衛庁、内閣府、外務省等）の連携強化による国際平和協力

の効果的実施、自衛隊と文民の役割分担の明確化、自衛隊の国際平和協力業務の本来

任務化、警察による協力体制の充実、要員の安全確保、国際平和協力のための一般法

の整備の検討などの努力が必要となる。 
 
４ 装備・技術基盤の改革 
 
（１）生産・技術基盤の維持と防衛産業の合理化 
近年、先進主要国の防衛産業は、国際的な連携と分業体制を構築することによって

効率性を高め、競争力を維持しようとしている。 
今日、生産基盤を総花的に維持することは困難となっている状況などを踏まえ、原

則国産化を追求してきた方針を見直すべきである。独自に保有すべき能力と他国に依

存しても良いものを明確に区別し、「中核技術」について最高水準を維持していくこ

とにより、真に効率的で競争力のある防衛生産・技術基盤を構築する必要がある。 
 
（２）武器輸出三原則 
弾道ミサイル防衛に関する日米共同技術研究が共同開発・生産に進む場合には、武

器輸出三原則等を見直す必要が生じることなどを考慮すれば、少なくとも米国との間

で、武器禁輸を緩和すべきである。 
その際、相手方や対象となる武器・技術の範囲などの武器輸出管理のあり方につい

ては、政府において、同原則の基本理念を引き続き尊重しつつ、本件の取扱いに関す

るこれまでの経緯や各界の意見を踏まえながら検討すべきである。 
 
（３）調達及び研究開発の効率化 
装備品のファミリー化、汎用品の活用による調達ソースの多様化などにより、調達
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コスト低減に向けて引き続き官民が一体となって取り組むことが必要である。 
装備品の研究開発については、重点分野の見直しによる「選択と集中」の徹底、研

究開発プロジェクトの不断の見直し等により、効率化を徹底する必要がある。 
 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――――― 
第３部 防衛力のあり方 
―――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 
１ 防衛力が果たすべき役割と保有すべき機能 
 
（１）日本防衛のための役割・機能 
ア 国家間紛争に起因する脅威への対処 
新たな防衛力のあり方を考える際には、従来とは脅威の態様が変化しつつあること

に留意する必要がある。すなわち、第一に、冷戦時代に防衛力の対象としていたよう

な本格的な武力侵攻を行いうる脅威は当分の間存在しないと思われる。第二に、核兵

器や弾道ミサイルの脅威に対する米軍の抑止力は依然として有効だが、ミサイル防衛

システムによりこれを補完しうると考えられる。第三に、むしろゲリラや特殊部隊に

よる重要施設等への攻撃や国内のかく乱、島嶼部への侵略、周辺海空域における軍事

的な不法行為など烈度の低い軍事力行使に対して即応しうる必要がある。 
このような脅威認識に基づき、必要な機能を備え、即応性を一層高めた体制を構築

しなければならない。 
他方、本格的侵攻に備えた中核的な戦闘力については、適切な規模の「基盤」は維

持しつつ、思い切った縮減を図る必要がある。 
 
イ 非国家主体に起因する脅威への対処 
生物・化学兵器を含むテロにも対処できる機能などを具備し、それらについて高い

即応性を維持する必要がある。 
 
この他、大規模災害などへの対処、米国との協力、国際社会との協力において適切

な役割を果たす必要がある。 
 
（２）国際的な脅威の予防のための役割・機能 
ア 国際平和協力 
国際社会の要請に迅速に応えて平和協力活動に参加しうるよう、平素から教育訓練

体制を整備し、必要な訓練を実施しておくとともに、速やかな展開を実施しうるよう

新たに部隊の待機態勢をとることや長距離・大量の輸送機能を充実する必要がある。 
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イ 国際社会との連携の下で行われる日米協力 
今後、国際平和協力の場面においても、日米協力の機会が増加していくことが予想

されるため、平素から日米間の情報分野での協力拡大や外交・防衛当局者間の対話の

活発化を図っておく必要がある。 
 
２ 新たな防衛力の体制 
 
（１）考慮要素 
新たな防衛力を構築していく際には、少子高齢化や厳しい政府財政等の制約要因、

必要な機能への重点的な資源配分や防衛力の質的水準の維持の必要性などに留意す

る必要がある。 
 
（２）防衛力の具体的な構成 
ア 陸上防衛力 
対機甲戦を中心とする本格的着上陸侵攻対処のための編成・装備・配置を見直し、

烈度の低い多様な軍事行動への即応体制の構築に重点を移す。このため、戦車・特科

等の重装備部隊を中心に思い切った縮減・効率化を図り、各種事態の初動における即

応展開や、柔軟な運用が可能な普通科部隊に要員を大胆にシフトする。併せて事態に

応じた増援能力、機動力、特殊作戦能力、NBC 等防護能力などの向上を図る。さら

に、海外任務に常時即応するため高い練度の部隊を保有する。 
 
イ 海上防衛力 
対潜水艦戦闘を中心とした編成・装備・配置から、島嶼防衛や弾道ミサイルの監視・

対処、武装工作船による不法行為対処等に重点を移す。このため、艦艇部隊について

は、その体制を縮減・効率化しつつ、即応性の向上を図る。その際、ミサイル防衛能

力を整備する。航空機部隊については、その体制を縮減・効率化しつつ、周辺海域に

おける警戒監視体制を維持する。また、海外任務遂行能力の向上を図る。 
 
ウ 航空防衛力 
周辺空域の警戒監視を常時行うとともに、領空侵犯に対処しうる体制を引き続き確

保しつつ、戦闘機を含む航空機部隊の縮減・効率化を図る。誘導弾部隊については、

ミサイル防衛能力を整備する。また、航空輸送力の充実を図る。 
 
エ 統合の推進 
統合運用態勢を強化するため、統合運用に必要な中央組織を整備するとともに、各

分野において統合運用基盤を確立する必要がある。 
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オ ミサイル防衛 
ミサイル防衛システムは、統合的な運用を行う必要がある。 
なお、策源地への攻撃能力を持つことが適当か否かについては、米国による抑止力

の有効性、ミサイル防衛システムの信頼性等の観点から慎重に検証するとともに、費

用対効果や周辺諸国に与える影響等も踏まえ、総合的に判断すべきである。 
 

 
カ 情報通信機能 
情報収集活動を充実強化するだけでなく、要員の育成などにより情報本部における

戦略的な情報分析能力をさらに向上させることが必要である。また、収集・分析した

情報を所要の部隊等の間で迅速に共有するためには、サイバー攻撃にも対処しうる高

度のセキュリティ・システムに守られた大容量・高速・広域の情報通信ネットワーク

を構築する必要がある。 
 
キ 人事施策 
新たな状況に対応して多様な任務を遂行していくためには、若手幹部の活用、専門

技能に長けた准尉・曹クラスの重用などの施策を講じる必要がある。 
 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――――― 
第４部 新たな「防衛計画の大綱」に関する提言 
―――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 
１ 「防衛計画の大綱」に定めるべきもの 
 
本懇談会においては、安全保障環境の変化を踏まえ、新たな「大綱」に盛り込むべ

き内容について議論を重ねてきた。新「大綱」には、本報告書に示したように、統合

的な安全保障戦略を進めるために国全体としてとるべき政策、その中において自衛隊

が果たすべき役割、保有すべき機能と体制を盛り込むべきである。 
1957 年に策定された「国防の基本方針」は、今日もなお妥当する考え方を含んで

いる。他方、この方針が策定されてから今日までの半世紀近くの間に、日本の安全保

障を取り巻く状況は大きく変化した。新「大綱」は、こうした変化を踏まえ、「国防

の基本方針」の考え方をも包含する新たな安全保障戦略を示すものとして策定される

べきである。 
 
２ 防衛力整備目標の示し方 
 
新たな「大綱」は、日本の安全保障戦略の全体像を示すものであると同時に、防衛
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力整備の指針を示すものでなければならない。その際、防衛力整備の目標水準の示し

方については、次の二点に留意する必要がある。 
第一に、防衛力のいかなる機能が量的にどのように変わるのか、その達成時期も含

め、国民に明確に示すことが求められていること。 
第二に、防衛力のあり方は、不断に弾力的に見直されるべきものであること。 
このため、新しい「大綱」には防衛力の定性的な機能を中心に目標を規定するとと

もに、現在の別表に相当するものについては、時代の変化に合わせて定期的に見直し

ができるよう、その規定の内容、方法等を検討すべきである。 
 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――――― 
付言 更に検討を進めるべき課題――憲法問題 
―――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 
懇談会の議論を通じて、懇談会は、憲法が規定する平和主義、国際協調主義の下で、

国民を守る自衛の努力と国際平和協力の両者を日本の安全保障の基本方針と結論づ

けたものである。 
戦後わが国の安全保障と防衛力を巡る議論においては、憲法問題の論争が多かった。

今後は、国民のコンセンサスを得ながら、建設的な政策論争が発展していくことが望

まれるとともに、幅広い視点から憲法問題について議論されていくことが期待される。 
従来から国会その他の場で活発に議論されてきた集団的自衛権の問題については、

懇談会の場においても早急に解決すべきであるなどの意見が出された。また、これに

関連して、個別国家の持つ集団的自衛権の問題と国連が行う PKO や集団的措置の問

題はそれぞれ別個のものと整理して論ずべきだとの意見もあった。 
政府においては、集団的自衛権の行使に関連して議論されるような活動のうち、わ

が国としてどのようなものの必要性が高いのか、現行憲法の枠内でそれらがどこまで

許容されるのか等を明らかにするよう議論を深め、早期に整理すべきである。  
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FOREWORD 
 
 
   We are living in an era of great transition. The Cold War in which the world faced the 
danger of an apocalyptic clash between the two blocs had ended, and the scenario of one of 
the superpowers invading Japan has disappeared. However, the end of the Cold War has not 
created a world of peace and stability. The post-Cold War era has been tainted by the 
interminable ethnic and religious conflicts, and large-scale terrorism. In the era of 
globalization, dangers and threats can easily travel across borders and arrive in our land 
without any warning. Under such context, the Cold War, in hindsight, seems to have been an 
era of relative stability. 
 

The Council on Security and Defense Capabilities has examined how the international 
security environment has changed, what kind of threats Japan faces in the new environment, 
and what kind of security policy and defense forces are needed to protect Japan and its 
people. 

 
Against the backdrop of international terrorism and other emerging threats, dramatic 

progress in military technology, and the growing public interest in security and defense issues, 
the Council has drawn two conclusions. 

 
First, in the current international security environment, it is imperative that we try to 

prevent the emergence of new threats as early and far away from home as possible while 
maintaining the ability to repel various types of threats on our shores. In other words, 
international peace cooperation activities conducted in distant places can contribute greatly to 
the defense of Japan. 

 
Second, while overcoming the harms of the stove-piped nature of government 

organizations in this country, we must find ways to create a unified inter-agency 
decision-making and coordination mechanism, and make it work in times of national 
emergencies. In this regard, improvement in intelligence capabilities and active utilization of 
the Security Council should be the first agenda. 

 
   According to Hiroyuki Agawa, Shigeyoshi Inoue, a Japanese Imperial Navy Admiral 
widely known as the “last navy admiral,” strongly objected to the navy headquarters’ gigantic 
budget request calling for the construction of large battleships, contending that the navy was 
attempting to “fight war in the Showa period with the equipment of the Meiji era.” Inoue 
insisted on incorporating air power into the navy. I kept this anecdote in mind in moderating 
the sessions of this Council. There is no way of knowing what Admiral Inoue would have 
recommended had he lived in this era, but I would note the increased importance of soft 
power in dealing with security and defense issues in the twenty-first century. Hard power is 
necessary. But it works effectively only when combined with reliable intelligence and good 
managerial skills. Diplomacy, cultural exchanges, and economic cooperation also work to 
prevent the emergence of new threats. For this reason, defense and domestic security 
organizations, other relevant government agencies, and the Japanese people should work 
together to make the best use of Japan's hard and soft power as a means to preserve peace and 
security. 
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Although we have left some issues unaddressed due to limited time, we were able to 
produce this report thanks to the active participation and contribution of the Council members 
and the support of the members of the Cabinet Secretariat. I would like to express my sincere 
gratitude to those who provided kind support for us, and I truly hope that this report will 
contribute to the security of Japan and its people. 
 
 
Hiroshi Araki 
Chairman 
The Council on Security and Defense Capabilities 
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PART I: 
JAPAN’S NEW SECURITY STRATEGY 
 
 
1  Security Environment in the Twenty-First Century 
 
   Events on September 11, 2001 marked the beginning of a new century for security affairs. 
The United States, the world’s only superpower, was struck at its nerve center by terrorists 
owing allegiance to no state, sustaining major damage on a par with that of war. This spelled 
the end of the era when threats from other states could be regarded as the sole focus of 
security. No security strategy is viable unless it is prepared to deal head-on with threats from 
non-state actors, such as terrorists and international criminal organizations. 
   This does not mean, however, that we no longer have to worry about conflicts among 
states. The end of the Cold War has all but eliminated the worst-case scenario, namely, the 
possibility of nuclear war between superpowers, but nuclear weapons are still maintained and 
nuclear proliferation continues unabated. The regime of Iraq’s Saddam Hussein may have 
been overthrown, but that did not put an end to states intent upon invading other countries. 
There is an ever-present threat of conflicts between states leading to hostilities. Since the end 
of the Cold War, the main source of military conflicts throughout the world has been civil 
wars, ethnic conflicts, and unstable governments. These types of conflicts always harbor the 
potential of developing into international military confrontation. 
   What this all means is that the international security environment is now much more 
complex than before. At one extreme, we have terrorist attacks with unimaginable means and 
intensity that could be unleashed by non-state entities. At the other extreme, we continue to 
face the possibility of very traditional warfare. Between these two extremes, there is the risk 
of conflicts taking any conceivable combination of forms. States racked by civil wars and 
states lacking the ability to maintain law and order provide ideal bases for terrorists. Some 
revisionist states may have formed networks with terrorists and international criminal 
organizations. Already pirates are wreaking havoc in sea lines of communication to an extent 
that is becoming too significant to ignore and there is a risk of important sea channels being 
blocked or port facilities destroyed through regional conflicts or large-scale terrorism. If 
Internet mischief-makers team up with terrorists or with certain regimes, we could see cyber 
attacks of untold dimensions. Proliferation of weapons, including weapons of mass 
destruction (WMD), is occurring through legal and illegal weapons markets, increasing the 
risk of armed conflict or terrorist attacks. Religious fundamentalism, chauvinism, and 
extreme nationalism, the psychosocial forces that breed and intensify these types of threats, 
exist throughout the world. The accelerating pace of globalization driven by technological 
advances carries with it the risk that threats of all kinds can move and spread rapidly around 
the world. 
   In addition to these dramatic changes in the global security environment, Japan faces 
security problems unique to its location in East Asia. The end of the Cold War has certainly 
reduced substantially the risk of a full-scale invasion. However, there continue to exist two 
nuclear powers (Russia and China) in this region, and one country that has not abandoned its 
ambition of developing nuclear weapons (North Korea). The problem of WMD development, 
including North Korean nuclear weapons, and the development and deployment of ballistic 
missiles could represent a direct threat to Japan, and instability on the Korean Peninsula may 
yet become a major destabilizing factor affecting international relations in East Asia. 
Furthermore, the possibility of armed clashes across the Strait of Taiwan could not be ruled 
out. If a large-scale military conflict were to break out in East Asia, not only would it threaten 
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regional and global security, it could even affect the stability of the world economy. Failure to 
achieve a peaceful resolution of conflicts over resource development and other problems in 
Japan’s vicinity could have serious consequences for Japan’s security. 
   When considering the security of Japan, it is important to take into account Japan’s role in 
the world and geopolitical factors. Japan is the world’s second largest economy and its 
continued prosperity depends on access to overseas energy and resources as well as on the 
country’s global commercial activities. Currently, more than ten million Japanese travel 
abroad each year and approximately one million Japanese live overseas. Japan’s current 
prosperity is built upon global interdependence, but the flipside is that Japan is vulnerable to 
disturbances in other parts of the world. The changes in the global security environment 
referred to at the beginning of this part could have a substantial effect on these worldwide 
activities of Japan and its citizens. That is why we need to pay attention to threats in distant 
regions in addition to the threats in the vicinity of Japan. More than ever before, international 
security is acquiring an integrated character that extends beyond the local region. 
   In the increasingly complex global security environment, threats to Japan’s security may 
not come only from outside. When we recall the terrorist attacks using chemical weapons 
perpetrated by Aum Shinrikyo, it is obvious that the country faces threats from endogenous 
terrorist forces and criminal organizations. We must be fully alert to the possibility of these 
groups establishing ties with hazardous external elements. Japan has a large population 
crammed into a confined space, with facilities essential to its socioeconomic activities 
concentrated in urban and coastal areas. We need to be conscious of the vulnerability to 
terrorist attacks that this imposes. 
   Security means protecting diverse values which people regard important from various 
threats. The most fundamental values are people’s lives and properties, and the homeland. 
However, there are other values that are worth protecting in addition to these. Security under 
a democratic government must extend to protecting social life and other cultural values that 
the people treasure, including freedom and democracy. Otherwise it cannot be regarded as 
true security. The inability to deal with illicit entry into territorial waters of armed 
special-operations vessels, even if such an event does not produce casualties, pose a serious 
threat to security. It hardly bears mentioning that we expose ourselves to grave danger by 
allowing international terrorists and foreign agents to infiltrate Japan in order to engage in 
destructive activities. Protecting the life and wealth of the Japanese nationals from major 
natural disasters as well as other disturbances abroad also comes under the rubric of security. 
Disruption to important supplies of food, energy and other resources is yet another kind of 
security problem that threatens the people’s livelihood. There is also the risk of a complex 
interaction of events posing a threat to the people. Whether intrusions of armed 
special-operations vessels or a major disaster, there will always be a need to block situations 
in which failure to resolve one problem spawns other security threats, with even more serious 
consequences. 
 
 
2  Integrated Security Strategy 
 
   The issue is what kind of strategy Japan can develop in order to ensure Japan’s security in 
this complex twenty-first century security environment. Obviously, the “strategy” must be an 
integrated plan to apply appropriate approaches to realize the designated goals. Thus, in 
working out a new strategy for the new security environment, attention must focus on 
defining the goals, determining the various approaches needed for their realization, and 
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defining the mechanisms needed to implement these various approaches in an integrated 
manner. 
   The Integrated Security Strategy has two major goals. The first is to prevent a direct 
threat from reaching Japan and, in the event that it does reach Japan, to minimize the damage. 
The second goal is to reduce the chances of threats arising in various parts of the world with 
the aim of preventing such threats from reaching Japan or affecting the interests of Japanese 
expatriates or corporations overseas. In short, the first goal is concerned with the defense of 
Japan itself while the second goal is concerned with improving international security 
environment. 
   What approaches are there in achieving these two goals? Obviously, the first approach 
that comes to mind relates to those actions that Japan can take on its own behalf. However, 
complete self-reliance in security is no longer a viable option in a world today. In the past, the 
conventional wisdom was to maintain the “military force needed to defend the country,” but 
since the end of the Second World War, that has become practically impossible for many 
countries. In fact, to attempt to achieve such a goal runs the risk of creating a security 
dilemma.1 Thus, it is necessary to combine our own efforts with an approach that involves 
cooperation with other countries. The most appropriate solution would be, on the one hand, to 
cooperate with an alliance partner that shares interests and values with Japan, and, on the 
other, to cooperate with the international community as a whole.  
   The preferred security strategy for Japan would, therefore, be an integrated one based on 
a three-fold approach that includes (a) Japan’s own efforts, (b) cooperation with an alliance 
partner and (c) cooperation with the international community to defend the homeland and, at 
the same time, to strive for improving international security environment. 
   In terms of the goals and approaches for executing a security strategy, if we look at 
Japan’s policies to date, we would have to say that the strategy has been rather narrowly 
focused. While it may have made sense to focus on defending Japan through a combination 
of independent effort via the activities of the Self-Defense Forces (SDF) and the Japan-U.S. 
alliance, the fact is that preventing the emergence of threats by improving international 
security environment has not necessarily been seen as directly linked to the security of Japan. 
Rather, the tendency has been to describe it in aloof phrases like “contribution to the 
international community.” Japan must now adopt an integrated security strategy embracing 
the above two goals. There is a need for greater effort mobilizing Japan’s capabilities in an 
appropriate and integrated manner to achieve these goals through the three-fold approach. 
   Below we discuss the two basic security goals, namely, (a) defense of Japan and (b) 
prevention of the emergence of threats by improving international security environment, as 
well as the three approaches needed to achieve these goals. 
 
 
 (1) Defense of Japan 
 
  a. Japan’s Own Efforts 
 
  The basis of any security policy must be one’s own efforts. Obviously, the objective of this 
approach is to prevent direct threats to Japan and, in the event that such a threat arises, to 

                                                 
1 A security dilemma arises when one country unilaterally upgrades its own defense capability based 
on its own military logic and another country, seeing this, reinforces its national defenses, resulting in 
a further buildup of force. The outcome of this apparently rational behavior on the part of each 
country is to escalate the arms race, thereby decreasing the security level of each. 
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contain it in the way that results in minimum damage. It goes without saying that Japan’s own 
security efforts should achieve the defense of Japan effectively, but not pose a threat to any 
other country. Furthermore, Japan should not possess nuclear weapons.2 
   Let us begin by considering how Japan should utilize the SDF as part of its own efforts. 
Since the 1976 National Defense Program Outline, the concept put forward to address this 
issue has been the Basic Defense Force Concept (Kibanteki Boueiryoku Kousou). The idea 
behind Basic Defense Force is that, in an international environment of growing détente, Japan, 
as an independent state, should maintain the minimum necessary basic defense force in order 
not to become a destabilizing factor in this region by creating a power vacuum. Another way 
of putting it is a Defense Force that functions as a denial capability to prevent the easy 
creation of a fait accompli in case of a “limited and small-scale aggression.” It is also “basic” 
in the sense that it is designed to be expanded smoothly in case of need in order to respond to 
threats. 
   The trend towards reduced inter-state tension that characterizes the current international 
situation has something in common with the 1970s and the 1990s. In this sense, some 
elements of capabilities envisioned in the Basic Defense Force still remain valid and, 
therefore, such capabilities should be retained in the SDF force structure in the future. 
However, now that more than ten years have passed since the end of the Cold War, the risk of 
a full-scale invasion of Japan has greatly receded. The more serious problem in the current 
global security environment is the threat of attack by terrorists and other non-state actors, 
which is not amenable to the traditional notion of deterrence between states. For that reason 
also, there is a need to reexamine the Basic Defense Force Concept, which presupposes that 
threats will only come from other states, to reflect this change in the security environment. 
The concept proposed in this report can be described as Multi-Functional Flexible Defense 
Force. We will elaborate on this in the next section. 
   Obviously, Japan’s own efforts to respond to direct threats should not be limited to the 
activities of the SDF. It should involve a collective effort by the country as a whole. In part 
because of the “pacifism” spawned by feelings of remorse after the Second World War, Japan 
has often avoided the idea of dealing with threats through collective effort by the nation as a 
whole. Even alluding to emergency legislation has been regarded as taboo. However, the 
Japanese people have developed a greater understanding of security matters in recent years, 
enabling the passage of the Legislation Regarding Response to Armed Attacks. Japan has to 
continue its efforts to immediately establish a mechanism, involving not only the SDF but 
also the nation as a whole, for addressing security issues. A coordinated effort involving the 
Japan Coast Guard and the police together with the SDF is essential, and the capabilities of 
these domestic security organizations should be improved. There is also a need for 
cooperation among local governments and other public organizations as well as cooperation 
from the non-governmental sector. 
   In order to mobilize all of these internal resources, it is essential for the Japanese 
government to have in place a proper crisis management mechanism with improved 
                                                 
2 As a signatory to the Nuclear Non-Proliferation Treaty (NPT), Japan has forsworn nuclear weapons. 
Furthermore, successive Japanese governments have consistently upheld the position embodied in the 
three non-nuclear principles and that same position underlies the Atomic Energy Basic Law. In a small 
country like Japan where population and industry are heavily concentrated, the notion of combating 
nuclear weapons with nuclear weapons makes little sense. By relying on a ballistic missile defense 
system, Japan can complement America’s nuclear deterrent. Furthermore, the Integrated Security 
Strategy proposed in this report envisages no strategic need for possession of nuclear weapons and, 
indeed, regards them as undesirable because of the risk they pose in aggravating the international 
environment. 



 7

information collection and analytical capabilities. To eliminate the baneful effects of 
stove-piped organizational structures and to be able to respond swiftly and appropriately to 
crises, the government should create a mechanism at sub-cabinet level to facilitate 
decision-making as well as command and control by establishing an information management 
mechanism utilizing the latest technology and sharing information among various relevant 
organizations. An essential requirement is the training of human resources capable not only 
of collecting the information but also of analyzing it properly. At the same time, we need to 
develop the Security Council into a nerve center for national security policymaking by 
utilizing the information management mechanism, and strengthening the functions of and 
making better use of the Security Council in peacetime. 
   In devising an integrated security strategy, the government also needs to look at the 
national infrastructure required to achieve security. Regarding policies on defense-related 
production and technological infrastructure, further debate is needed to determine whether 
Japan can exist without relying on joint research and development in collaboration with the 
ally and friends given the rapidly advancing military technology and equipment, and to 
decide whether there is a need to reexamine the relevant legal system in order to implement 
security policies more effectively. 
 
  b. Cooperation with an Alliance Partner 
 
   The second approach to Japan’s defense involves combined actions with its ally. The 
Japan-U.S. alliance represents a permanent arrangement based on the Japan-U.S. Security 
Treaty. As stated above, the international environment surrounding Japan remains volatile and 
there is no guarantee that a conflict involving nuclear weapons or other WMD will not break 
out. There are also threats from ballistic missiles. For these reasons, it will be necessary to 
maintain deterrence by bolstering the credibility of the Japan-U.S. alliance. In particular, it 
will be essential for Japan to continue to rely on the extended deterrence3 provided by the 
United States to respond to threats by WMD, including nuclear weapons. Furthermore, 
because traditional approaches to deterrence do not always work in a situation where 
proliferation of WMD and ballistic missiles capable of delivering them could produce serious 
consequences, there is a need to complement U.S. nuclear deterrent. Thus, Japan must also 
acquire effective ballistic missile defense (BMD) systems in cooperation with the United 
States to deal with ballistic missile threats. Responding to situations in areas surrounding 
Japan that have an important influence on Japan’s peace and security will inevitably require 
Japan-U.S. cooperation in order to prevent the threat from affecting Japan. We must 
continually upgrade arrangements for cooperation to deal with these types of situations, and 
strive to enhance the reliability of Japan-U.S. cooperation in actual operations. 
 
  c. Cooperation with the International Community 
 
   Until now, cooperation with the international community has not been accorded the level 
of importance given to independent effort or the Japan-U.S. alliance in the defense of Japan. 
Nevertheless, there is no doubt that diplomatic activities and interaction with other countries 
at the grass-roots level in various fields have improved other countries’ understanding of 
Japan and have played a role in the country’s defense, albeit indirectly. Diplomatic activities 
conducted through numerous bilateral and multilateral arrangements, security dialogues, 

                                                 
3 “Extended deterrence” aims to prevent an attack on an ally outside of one’s own territory by leaving 
no uncertainty about the commitment to respond in the event of an attack on that ally. 
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military exchanges, as well as exchanges of police, Japan Coast Guard, and other 
administrative organizations personnel with their foreign counterparts help to avoid 
unnecessary tension between states and provide a basis for international cooperation in the 
event that Japan’s security is threatened. To deal with international terrorists, there is also a 
need to promote stronger international cooperation in the area of information exchange and 
tighter protection measures on shores, to facilitate the capture and arrest of terrorists and cut 
off funds to international terrorist organizations. In addition, the government should make 
necessary preparations for smoothly executing evacuation operations for Japanese citizens in 
contingency situations by bringing together resources that relevant organizations within the 
government possess and working closely together with the authorities of relevant countries. 
 
 
 (2) Prevention of the Emergence of Threats 
                       by Improving International Security Environment 
 
  a. Japan’s Own Efforts 
 
   To prevent the emergence of threats in various parts of the world, Japan should make it a 
basic principle to work jointly with the international community and its ally. For Japan to 
intervene unilaterally in military disputes overseas using military force exceeding its right to 
self defense would not only violate the Constitution, but would also be undesirable from the 
perspective of international confidence. Accordingly, any SDF activities in the fields of 
peacekeeping, peace-building operations and humanitarian support should, as a basic rule, be 
conducted by Japan as a member of the international community based on international 
authorization such as a resolution of the United Nations Security Council. 
   There are actions, however, that Japan can take on its own behalf to prevent the 
emergence of threats. Japan’s activities to date in the field of bilateral development aid have, 
in all likelihood, reduced threats to Japan’s security by playing a positive nation-building role 
in many countries and contributed to economic development. These types of aid and 
diplomatic activities, as well as international cooperation activities conducted by the police, 
are certainly initiatives that Japan can execute in concert with the international community, 
but they should also be undertaken by Japan acting in its own right. In particular, Japan 
should focus every effort on preventing the proliferation of nuclear weapons technology both 
via its own independent diplomatic efforts as well as part of a multinational initiative. 
Opportunities are expanding for international cooperation in fields that have a direct bearing 
on human safety, such as destruction of WMD, removal of landmines, collection of small 
arms and light weapons, and so forth, and it would be beneficial for Japan to take a more 
active role in these areas. There also needs to be a stronger recognition of the indirect role, 
that contributes to the security of the nation, played by diplomatic activities, cultural 
exchange as well as business activities such as the creation of employment opportunities 
overseas by Japanese trade and investment activities, technology transfer, and human 
development, even if these do not appear to have a direct bearing on security. 
   Armed conflicts in Northeast Asia would have direct negative implications for the 
security of Japan. Since Japan relies heavily on energy and other resources from overseas, it 
would face serious consequences if regions stretching from the Middle East and Southwest 
Asia to Southeast and Northeast Asia were to become unstable or the sea lines 
communication along these regions were jeopardized. Japan should engage actively in 
diplomatic and economic activities suggested above in order to prevent these regions from 
becoming unstable. In this context, we should not forget that cultural exchange and consistent 
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diplomatic activities to promote mutual understanding are indispensable means of preventing 
extreme nationalism from destabilizing these regions. 
 
  b. Cooperation with an Alliance Partner 
 
   It is obvious that Japan should cooperate with the United States, its ally, in the effort to 
improve international security environment and prevent the emergence of new threats. This is 
also a promising approach because it is easy for both Japan and the United States, which 
share the common values of democracy, market economy, rule of law, and basic human rights, 
to have a shared understanding and to take joint action with other countries that believe in the 
same values. Also, cooperation with the United States, with its preeminent international 
capabilities, would be highly effective in trying to improve international security environment. 
By holding close consultations, Japan and the United States should carefully utilize the 
bilateral alliance relationship so that it will contribute to regional and global peace and 
stability. 
   In the military sense, too, the Japan-U.S. alliance is increasingly assuming the role of 
preventing the emergence of threats in the international community, in addition to its 
immediate objective of securing the defense of Japan. The deterrent effect of the Japan-U.S. 
alliance is not designed to imply direct deterrence against a specific country. The U.S. 
military presence in the region is effective in deterring armed conflicts. Cooperative 
arrangements between Japan and the United States intended to deal with situations in areas 
surrounding Japan are also effective in preventing the very occurrence of such situations. 
Viewed this way, it would be fair to say that the Japan-U.S. alliance has become “public 
goods” for the countries in the region. 
   In addition to its role of preventing the emergence of threats in East Asia, the 
wide-ranging cooperation between Japan and the United States is important in preventing 
threats from terrorists and international criminals in the area known as the “arc of instability” 
stretching from the Middle East to Northeast Asia. As the United States refashions its global 
strategy, we should strive to clarify the roles of the two countries and work to create an 
effective framework for Japan-U.S. cooperation through closer strategic dialogue between the 
two countries. 
   As demonstrated by the SDF’s activities in the Indian Ocean based on the Anti-Terrorism 
Special Measures Law and its activities in Iraq based on the Special Measures Law for 
Humanitarian and Reconstruction Assistance in Iraq, close cooperation with various countries, 
especially with the United States, is necessary to ensure the effectiveness of Japan’s activities 
as a member of the international community, based on resolutions of the United Nations 
Security Council. There is also a need to study ways of boosting the effectiveness of these 
activities through strategic dialogue between Japan and the United States. 
 
  c. Cooperation with the International Community 
 
   Efforts to eliminate potential sources of threats in various parts of the world, based on 
cooperative arrangements with the international community, will become increasingly 
important to Japan’s security strategy. A good example of such activities is peace building, 
which includes restoring peace in countries beset by civil war and regional conflicts, then 
keeping the peace once it is restored to facilitate reconstruction and nation building. Realizing 
this goal necessitates the contribution of personnel and various types of human resources 
acting in close collaboration with each other, including the SDF, the police, government 
administrators, Official Development Assistance (ODA)-related organizations, private 
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enterprises, non-governmental organizations (NGOs) and others. Initiatives undertaken via 
ODA and other financial-assistance programs to counter infectious diseases, such as 
HIV/AIDS, or efforts to achieve “human security,”4 including help in raising education 
standards and training human resources as well as projects to eliminate poverty, are also 
important activities for preventing conflicts and bringing stability to various parts of the 
world. Through participation in these types of activities and drawing on the collective 
resources of the international community, we must eliminate failed states from the world. In 
the past, there has not been sufficient awareness of the vital link between Japan’s 
international-cooperation activities and its security. Japan’s current international 
peace-building efforts and initiatives aimed at achieving “human security” in various parts of 
the world should be viewed as having a direct bearing on Japan’s security. Preventing some 
fragile countries from becoming sanctuaries for international terrorists is critical to the 
stability of the world and Japan’s national interests. 
   Preventing the proliferation of nuclear weapons and other WMD as well as ballistic 
missiles used to deliver them not only has relevance to Japan’s security, it is Japan’s historic 
mission as the only country in the world to be attacked with atomic weapons. The importance 
of this cannot be overemphasized when we consider the dangers that would result from 
WMD falling into the hands of terrorists. Thus, there is a need for efforts aimed at turning the 
NPT and other treaties and international frameworks that are concerned with export controls 
related to disarmament and nonproliferation, as well as the Proliferation Security Initiative 
(PSI),5 into more universally accepted international frameworks and strengthening their 
functions. We need to consider ways of providing appropriate help to developing countries 
that are struggling to implement these treaties and frameworks. 
   As another step to prevent the threat of terrorism, there is a need to enhance Japan’s 
counter-terrorism capacity and legal systems to the world’s highest standards. It is also 
necessary to bolster diplomatic efforts and cooperation between the Japanese police and 
judiciary and those of other countries via multilateral/bilateral forums and regional forums. 
Key issues are the creation of international rules to deny safe haven to terrorists, and 
provision of assistance to developing countries with weak terrorist-fighting capabilities to 
help build their capacity to counter terrorism. From the perspective of confronting the root 
causes of contemporary terrorism, it is critical to strengthen relations with moderate Islamic 
countries and to promote nation building as well as stabilization of the civil societies in the 
Middle East. 
   Securing sea lines of communication is of vital importance to Japan because of its heavy 
dependence on imported energy resources. There is a need for cooperative arrangements and 
international frameworks to deal with the depredations of pirates and international criminal 
organizations, which have grown in frequency in recent years, as well as conflicts in the 
coastal areas that would endanger the safety of the sea lines of communication. 
   Another key thrust of initiatives to prevent threats from arising from any part of the world 
is the effort to establish multilateral institutions focused on confidence building, preventive 
diplomacy, and settling conflicts. At the highest level, this effort means bolstering the 
functions of the United Nations Security Council and, in a more localized form, includes 
                                                 
4 “Human security” embodies the idea of strengthening efforts, in the face of globalization, to protect 
each individual from threats to survival, life, and dignity, such as conflicts, refugee problems, 
infectious diseases, and sudden economic crises. 
5 PSI is an initiative to consider collective measures among the participating countries in order to stop 
the proliferation of weapons of mass destruction, missiles, and their related materials, which is a 
threat to the peace and stability of the international society, in accordance with the international law 
and each country's domestic laws. 



 11

strengthening the activities of, for example, the ASEAN Regional Forum. Another important 
plank is security dialogue and exchanges between the military of each country. 
   It is important for Japan to become a permanent member of the United Nations Security 
Council in order to enhance the effectiveness of the concerted efforts that Japan is making in 
conjunction with the international community. As a permanent member of the Security 
Council, Japan could take action that would help to achieve better multilateral cooperation 
and enhance the effectiveness of efforts to build peace throughout the world. That would not 
only be in Japan’s interests, but would also contribute to improving the institutions and 
mechanisms of the United Nations. 
 
 
 (3) Integrating the Elements of the Security Strategy 
 
   As discussed above, achievement of the two major goals of Japan’s defense and improved 
international security environment necessitates a judicious combination of three separate 
approaches. This would create six fields of activity that can be regarded as the basic 
component of Japan’s security strategy. However, these six fields represent merely a 
conceptual categorization; as such, when it comes to the actual policy implementation 
process, it will be imperative that these activities be gelled together to maximize their utility 
and effectiveness. That is to say, we cannot say that such and such organization is responsible 
for any specific field of activities. For each field, it is necessary to focus the capabilities of 
the relevant ministries and to seek the cooperation of local governments and the people. 
   Furthermore, these six constituents are not independent of each other. Efforts taken by 
Japan at its own initiative to defend itself are closely interrelated with efforts taken in 
conjunction with the international community to create a stable international environment. 
Having the capacity to act on its own behalf in an appropriate manner is what gives Japan the 
capability to cooperate with the international community, and the cumulative experience of 
cooperating with the international community would reduce the threats to Japan. 
   In order to implement the integrated strategy effectively, it is essential to have an 
integrated decision-making mechanism. There is a need for a central decision-making 
mechanism under the leadership of the Prime Minister to monitor and observe on a 
day-to-day basis all six fields of activity, and develop appropriate policy guidelines. 
Addressing this issue will necessitate reforming the Security Council so that it can, as a 
strategic command center for mid- to long-term security policymaking, determine how best to 
mix the six constituents of the strategy and what roles to assign to what organizations. It is 
only when the above elements are integrated that the new security strategy can function to 
maximum effect. 
 
 
3  Defense Force to Support the New Security Strategy: 
                                    Multi-Functional Flexible Defense Force 
 
   The question that arises is: what kind of capabilities should the SDF have in the context 
of the Integrated Security Strategy? We will discuss this first by comparing the defense force 
for the future with the defense force of the past. The Self-Defense Forces Law states that the 
“primary mission of the Self-Defense Forces is to protect Japan’s independence and peace 
and to defend the country from direct and indirect aggression in order to preserve the security 
of the nation.” The specific actions defined as the primary missions of the SDF in this law are 
concerned with responding to threats to Japan. In respect of the two security goals outlined 
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earlier, the Law defines the SDF’s duty primarily in terms of the first, namely, the defense of 
Japan. It is also clear that in relation to the Basic Defense Force Concept, the Law envisages 
“states” as the source of threats to Japan. In other words, the SDF has been defined as an 
entity whose primary role is to protect Japan from threats by other states without going 
overseas. Fortunately, the situation has never arisen where it has been necessary to utilize the 
capabilities of the SDF, as envisaged, for this purpose. We can argue that there has never been 
an act of aggression against Japan since the end of the Second World War thanks to the SDF’s 
“denial capability” and the existence of the Basic Defense Force. In fact, it would be fair to 
say that the SDF has fulfilled its objectives by its existence alone. 
   Since the 1990s, however, the need to revise this model has become increasingly apparent. 
Immediately after the Gulf War, Japanese minesweepers were sent to the Persian Gulf to clear 
mines and in 1992, SDF units were sent to Cambodia for United Nations peacekeeping 
operations based on the provisions of the Peacekeeping Operations (PKO) Cooperation Law. 
The SDF is also involved in activities in the Indian Ocean and in Iraq in accordance with the 
Anti-Terrorism Special Measures Law and the Special Measures Law for Humanitarian and 
Reconstruction Assistance in Iraq. The SDF is now engaged in a variety of activities in the 
international arena. 
   In the 1990s, the SDF has been involved in international peace-cooperation activities that 
differ from its primary mission envisaged in the SDF Law. Given the current security 
environment and Japan’s strategy for dealing with it, however, we could say that these 
activities have been carried out in line with the strategy of “preventing the emergence of 
threats by improving international security environment.” This new reality needs to be 
reflected in the government’s official strategy and policies. 
   At the same time, there is a need to reexamine the way the SDF is equipped from the 
perspective of the defense of Japan. Threats to Japan arising from inter-state conflicts in the 
surrounding area have by no means vanished. However, there is good reason to question 
whether the SDF is prepared to deal with the new threats of today, given that its current 
organization, equipment, and deployment were designed for potential threats in the Cold War 
era. Furthermore, in light of new threats that have arisen since the 1990s, such as the ballistic 
missiles and armed special-operations vessels, the time has come to reexamine the status quo. 
It is obvious that the Basic Defense Force Concept that has held sway until now is 
inappropriate for dealing with acts of terrorism perpetrated by non-state actors. Revising the 
Basic Defense Force Concept certainly does not mean a return to earlier ideas about 
“requirement-based defense force (Shoyou Boueiryoku)” concept, which calls for a defense 
force capable of effectively dealing with situations up to “a limited conventional aggression.” 
Japan needs an effective defense force concept that is capable of responding to a variety of 
threats while maintaining the useful elements of the Basic Defense Force Concept. 
   What kind of capabilities are the SDF expected to have in the current security 
environment? Basically, the capabilities required of the SDF are those that contribute to the 
various approaches outlined in the section dealing with the Integrated Security Strategy. From 
the perspective of Japan’s defense, the SDF must have a rapid-response capability and the 
ability to collect and analyze information when faced with a variety of threats arising from 
conflicts between states, such as those involving ballistic missiles, and also certain “basic” 
capabilities to respond to a possible revival of traditional threats. It must also have the ability 
to respond to acts of terrorism by non-state actors and also maintain and strengthen the 
capacity to deal with major natural disasters. There is the need for an appropriate division of 
roles to ensure the effective functioning of the Japan-U.S. alliance. In addition, we will have 
to take actions for confidence building with our neighbors and promote regional cooperation. 
In terms of improving international security environment, the SDF should also be capable of 
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participating in international peace cooperation activities. For this purpose, the SDF should 
participate in cooperative activities with the United States and security dialogue with other 
countries. The future Defense Force will, thus, need to be capable of fulfilling a number of 
functions as discussed here. 
   There are, however, many constraining factors within Japan that affect the country’s 
ability to upgrade its defense capabilities. The first is the demographic constraint imposed by 
the dwindling birthrate; the second is the government’s distressed finances. The key to 
upgrading Japan’s defense capabilities in the future, based on the notion of an integrated 
security strategy, hinges on the creation of a framework capable of fulfilling effectively the 
various required functions through appropriate management and mixing and matching of 
existing organizations, along with the implementation of scrap-and-build programs, and the 
division of roles between Japan and the United States. 
   This is not impossible if we consider the SDF’s past record. For example, the SDF, built 
upon the Basic Defense Force Concept, has already performed admirably in disaster relief 
and peacekeeping operations. It is now necessary to capitalize on this track record and to 
develop means of managing the various units to achieve greater versatility. It should be 
possible to perform many functions without enlarging the size of the force by learning lesson 
from the streamlining efforts of business enterprises, utilizing state-of-the-art information 
technology, overhauling the chain of command, and implementing appropriate educational, 
training, and other improvement programs. In December 2003, the Japanese government 
made it clear in the Cabinet Decision on introduction of BMD systems that the decision to 
acquire BMD systems would entail substantial restructuring and streamlining of the 
organization and equipment of the SDF, and constraints on the defense budget. 
   The pivotal requirement of the Multi-Functional Flexible Defense Force is the ability to 
collect and analyze information. The level of the nation’s intelligence capability is critical to 
meeting new threats, such as the threat of terrorism. Intelligence also plays a vital role in 
determining where and how to use the SDF’s capabilities to maximum effect. The ability to 
collect and analyze information has a substantial multiplier effect on the effectiveness of the 
physical defense force and is the fundamental underpinning of a Multi-Functional Flexible 
Defense Force capable of responding to multiple, complex threats while the SDF’s existing 
organization and equipment are considerably overhauled to improve efficiency. 
   Based on the Multi-Functional Flexible Defense Force concept, we need to reevaluate the 
capabilities that the SDF should possess in the new security environment, and review the 
improvement plans accordingly. At no time in the past, it seems, has the security of the 
people depended so much on the SDF’s organizational capability to respond to various 
contingencies with agility. 
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PART II: 
POLICY AGENDAS FOR THE NEW SECURITY STRATEGY 
 
 
   As stated in Part I, the new security environment compels Japan to develop a mechanism 
for averting a variety of hard-to-predict threats and responding with speed and precision to 
the threats that become real. Moreover, the advancement of globalization has made it 
necessary for Japan to work with its ally and other nations to counter new types of threats. In 
Part II we will discuss policy agendas that need to be addressed by the government as whole 
in order to successfully implement a new security strategy to deal with the current 
environment. 
 
 
1  Developing a Mechanism for Implementing the Integrated Security Strategy 
 
   As argued earlier, only an integrated system can ensure security. It is necessary to 
eliminate the baneful effects of stove-piped organizational structures and develop a 
mechanism that allows swift and effective decision-making. We present here 
recommendations on (a) development of a mechanism for responding to emergency situations, 
(b) strengthening intelligence capabilities, (c) substantial reinforcement of the Security 
Council’s functions, and (d) a national decision-making base. 
 
 
 (1) Responding to Emergency Situations 
 
   The government’s decision-making regarding security policy and crisis management sets 
a basic course of action, and as such must be properly executed under the Prime Minister’s 
leadership. Consequently, the Cabinet Secretariat, as the Prime Minister’s support team, 
needs to possess sufficient capacity for both security policy planning and crisis management. 
 
   The Prime Minister is responsible for presiding over the government’s administrative 
organs in accordance with the decisions made in Cabinet Meetings. However, this system 
requires a special scheme that allows for prompt, accurate responses to national emergencies. 
In the case of a ballistic missile attack upon Japan, for example, it would be next to 
impossible for the Prime Minister to convene a Cabinet Meeting and decide upon a response 
in the roughly ten minutes between missile launch and impact. Consequently, the government 
must promptly seek to implement rapid, precise decision-making for dealing with such crises 
by examining and selecting schemes, including the ways to delegate authorities to different 
governmental organizations, that allow appropriate responses to be made at the first line of 
defense. In this regard, it is crucial to establish a mechanism for swift, accurate 
decision-making by making better use of the Security Council, routinely undertaking various 
case studies, and enhancing the entire government’s intelligence and communications 
infrastructure. 
   In order to deal with a diverse, complex set of contingencies, the government must work 
as a whole to implement integrated responses, while at the same time appropriately dividing 
roles between the relevant organizations. Generally speaking, the main players in the 
preservation of public order and disaster relief are the police, the Fire and Disaster 
Management Agency, the Japan Coast Guard, and other agencies responsible for maintaining 
the domestic security and responding to disasters, while the Self-Defense Forces (SDF) 
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serves them in a complementary role. However, when these agencies alone cannot effectively 
deal with such situations as chemical or biological terrorist attacks, radiation contamination 
and other extraordinary disasters, and infiltration by heavily armed foreign elements, the SDF 
will be called upon to play a key role in dealing with such challenges. Given these 
considerations, the SDF and the other agencies need to establish a system of clearly defined 
role sharing and seamless coordination that is free of any sectionalism. For such collaborative 
relationships to be effective, the relevant agencies need to regularly engage in various joint 
exercises and personnel exchanges, and closely coordinate their activities at every echelon, 
from central command down to the field units. 
   The question of how to construct a national decision-making mechanism for security does 
not bear upon Japan alone. In order to ensure the smooth, appropriate implementation of joint 
Japan-U.S. responses to situations regarded as armed attack against Japan, it is vital to 
constantly maintain close communication between both nations, test out the bilateral 
decision-making process before contingencies arise, and develop response manuals. 
   The employment of defense capabilities is a critical element in national policy for 
responding to national emergencies, and accordingly it is administered through a 
multi-layered mechanism of civilian control involving the Diet and the Prime Minister. The 
management of military affairs by civilian leadership is a very important principle of 
democratic rule. Moreover, from the government’s perspective, it is of utmost importance to 
have in place a mechanism whereby the government’s decision-making processes can be 
sufficiently aided through a variety of support, including full assistance from the relevant 
policy planning bureaus of ministries and agencies. 
 
 
 (2) Strengthening Intelligence Capabilities 
 
   To formulate security policies and to make decisions in crises appropriately under the 
Prime Minister’s leadership, it is essential that critical information be rapidly shared between 
intelligence officers and the government’s decision-makers at all levels. 
   In contrast with the relatively clearly defined military threats that characterized the Cold 
War, newly emerging threats, particularly those in the wake of the 9/11 attacks, represent 
diverse, indistinct sources and forms. Accurate responses to these new threats require, above 
all, early identification of the underlying trends and action to prevent them from resulting in 
real attacks. Consequently, the government is faced with the urgent task of further 
strengthening its intelligence capabilities so that specialized, sophisticated information 
gathering and analysis can be performed in a precise, timely manner.  
 
  a. Diversifying and Strengthening the Means of Information Gathering 
 
   Imagery and signals intelligence gathered through satellites and other technical means is 
an effective tool for tracking military developments in neighboring countries, and is 
particularly useful in countering the new threats posed by international terrorists. Therefore, 
concurrent efforts should be made to re-examine the implications of the Diet resolution on 
development and use of the outer space, and to enhance the capabilities of 
information-gathering satellites. The information collected through such technical means 
should be extensively and more effectively applied to security and crisis management in the 
government’s decision-making process, while safeguards are implemented to preserve 
confidentiality. 
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   There is also a growing need to counter the new, externally unrecognizable threats posed 
by non-state actors through first-hand human intelligence. Consequently, the government 
should promptly take steps to fully exploit human intelligence resources, including area study 
specialists and overseas intelligence experts.  
 
  b. Strengthening Capabilities for Gathering, Sharing, and Analyzing Information 
 
   In order to strengthen the Cabinet’s intelligence capabilities, the government needs to 
develop a mechanism that swiftly and accurately funnels the information necessary for 
security and crisis management to the Cabinet for use as a resource in the formation of 
decisions. This requires the regular use of the Cabinet Intelligence Committee meetings, Joint 
Intelligence Committee meetings, and other such gatherings to inspect, evaluate, and share 
intelligence collected and analyzed by relevant ministries and agencies in line with the 
government’s basic guidelines and priorities. It is such constant endeavors as these that 
provide a solid base for the Cabinet to flexibly conduct sophisticated intelligence gathering 
and analysis in response to national emergencies. 
   In particular, the Cabinet should make good use of intelligence collected and produced by 
relevant ministries and agencies under a clearly defined division of responsibilities, and 
improve its capacity to integrate and share such intelligence by assembling under the Director 
of Cabinet Intelligence a staff of talented ministry officers who would be handpicked by the 
Chief Cabinet Secretary, the chairperson of the Cabinet Intelligence Committee meetings, and 
who would have access to all information available to the Cabinet.  
   Since the end of the Cold War, security concerns have become much more complex, 
diverse, and internationally widespread. Accordingly, the scope of security concerns that must 
be targeted by intelligence analysis is expanding. In order to meet this growing need, the 
government should strive to improve analytical capabilities, cultivate and train human 
resources internally available, and engage in collaborative efforts with universities and 
non-governmental organizations (NGOs) to pool and effectively utilize the nation’s 
specialized knowledge base. 
 
  c. Ensuring Information Security 
 
   Leakage of shared intelligence could impede further information sharing among different 
agencies and the sustained acquisition of sensitive intelligence from foreign countries. 
Therefore, the development of a tight information security system is a vital prerequisite to the 
nation’s efforts to gather, analyze, and utilize intelligence. This requires the formulation and 
implementation of a common set of strict, unambiguous information security rules for all 
individuals that handle intelligence related to security and crisis management. When 
formulating these rules, the government should consider toughening the penalties against 
parties who leak classified information. 
 
  d. Visions for International Intelligence Cooperation 
 
   In order that effective action can be taken in response to new threats based on 
international networks, Japan must strengthen its intelligence-related cooperation with other 
nations. Such cooperation needs to be based on mutually beneficial relationships, meaning 
that in exchange for quality information from other nations, Japan, too, must enhance its 
information gathering and analysis capabilities to better serve its ally and friends. Moreover, 
to ensure the effective implementation of these collaborative efforts, Japan needs to develop 
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competent, efficient intelligence capabilities and make a distinction between the intelligence 
capabilities that Japan needs to possess indigenously, and the capabilities that can be 
borrowed from other countries. 
 
 
 (3) Substantial Reinforcement of Security Council Functions 
 
   The government needs to develop a coherent system that can, by functioning as the 
Cabinet’s nerve center, respond to national crises and strengthen intelligence capabilities 
within the framework of the Integrated Security Strategy. In this section, we present 
recommendations for achieving this objective through substantial reinforcement of the 
Security Council’s functions. 
   The Security Council was established as a Cabinet organ for deliberating on critical 
matters related to defense and crisis response. As part of the recent development of 
emergency legislation, laws were revised to strengthen the government’s decision-making 
capacity for crisis management. As a result of the revisions, the Security Council was given 
the central role in the government’s decision-making process with regard to both the 
formulation of National Defense Program Outline and the actual response to national crises, 
including situations regarded as armed attack. The government must continue to radically 
strengthen the council’s role as the principal implementer of the Integrated Security Strategy. 
   In particular, it is vital that its core members be brought together more frequently to 
convene meetings for information-circulation training and intelligence analysis purposes so 
that the Security Council can flexibly operate when an emergency arises and make decisions 
with speed and precision. In addition, the government should make better use of the council’s 
Special Advisory Committee for Contingency Planning to regularly review various 
contingencies. 
   The Security Council also has to be able to constantly monitor the nation’s overall 
security policy and ensure its coherence by creating annual guidelines and reports on the 
Integrated Security Strategy. Furthermore, the government should use the Security Council as 
a forum for in-depth discussion of security strategy by Cabinet ministers and, for that purpose, 
seek to build up the current Cabinet Secretariat staff and sponsor policy studies by internal 
and external experts. In doing so, the National Security Council within the Office of the 
President of the United States can serve as a useful model.6 
   At present, national defense policies are coordinated by the Defense Agency, which is an 
external bureau of the Cabinet Office and is run by a director-general who also serves as a 
minister of state. Given the importance of defense in preserving the nation’s existence, 
however, there needs to be discussion of how to reshape the defense structure so that it can 
better play an advisory role for the Prime Minister, or commander-in-chief of the SDF. Such 
discussion should include examination of the mechanisms used in other nations. 
 
 
 
 
                                                 
6 The National Security Council (NSC) was established by the National Security Act of 1947. It is 
responsible for advising and assisting the President with regard to national security and foreign policy 
matters, and for coordinating these policies among government agencies. The council’s four statutory 
members are the President (chair), the Vice President, the Secretary of State, and the Secretary of 
Defense. The Chairman of the Joint Chiefs of Staff is the statutory military adviser to the Council, and 
the Director of Central Intelligence is its intelligence adviser. 
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 (4) Enhancing the Security Policy Base 
 
   The development of human resources for operating the decision-making system is a key 
part of making that system truly function as intended. For this reason, the government must 
cultivate the core personnel who are responsible for security and crisis management. In 
addition to securing a full complement of quality human resources for each relevant organ, 
the government should also revamp the traditional training system’s overemphasis on 
on-the-job training (OJT), increase the opportunities for personnel to study at home and 
abroad so that they can acquire in-depth specialized knowledge, and energize the exchange of 
personnel among related ministries with the Cabinet Secretariat acting as the pivot, as well as 
exchange with non-governmental and/or academic institutions so as to develop personnel 
capable of envisioning security policy from the perspective of government as a whole rather 
than simply within the framework of their ministry of origin. In addition, governmental and 
non-governmental security think tanks should be nurtured and buttressed as “idea centers” for 
specialized study of security issues and policies. 
   Given that laws function as part of the base supporting security policy, there is an urgent 
need to enhance the legal framework, particularly with regard to prevention of terrorism. 
Thus the government should move quickly to develop laws in a manner based on public 
consent and taking into account legal models in other nations. 
 
 
2  Visions for the Japan-U.S. Alliance 
 
 (1) Significance of the Japan-U.S. Alliance and the Japan-U.S. Security Arrangements 
 
   In spite of the sweeping changes in the global security environment, the region 
surrounding Japan still contains traditional destabilizing elements. The Japan-U.S. security 
arrangements and the U.S. military presence will continue to be a vital buttress in Japan’s 
defense system, as well as an indispensable stabilizing force in this region. 
   Following the 9/11 attacks, U.S. security strategy has shifted from one focusing on 
military threats posed by particular nations to one of executing a full-scale response to the 
asymmetric threats of terrorists and rogue states. In addition, the new strategy seeks to 
prevent these entities from acquiring weapons of mass destruction (WMD). Accordingly, the 
United States is moving away from its traditional strategy of deterrence, and is instead 
working to enhance its capabilities in intelligence, rapid deployment, and other areas to be 
able to flexibly respond to new, amorphous threats. At the same time, the United States is 
carrying out a global realignment of its forces, and is seeking to strengthen relations with its 
allies and friends. 
   Terrorism and the proliferation of WMD, missiles, and other hazards pose a critical threat 
to Japan’s security. As an effective response to these menaces is impossible for any nation to 
accomplish on its own, Japan must work hand-in-hand with the international community to 
achieve this goal. Given that Japan’s ally––the United States––plays the leading role in these 
international efforts, the Japanese government must give attention to the likelihood that 
opportunities to collaborate with the United States within the framework of cooperation with 
the international community will increase.  
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 (2) Maintaining and Strengthening the Japan-U.S. Alliance 
 
   Efforts must be persistently continued to maintain and strengthen the Japan-U.S. alliance. 
From the perspective of Japan’s defense, it is important that the Japan-U.S. cooperation in 
national emergencies and situations in areas surrounding Japan be clearly defined in 
accordance with the current “Guidelines for Japan-U.S. Defense Cooperation,” which were 
developed in 1997. 
   For that purpose, the government should energize the Comprehensive Mechanism 
established under the Guidelines in order to promote the exchange of candid opinions, and 
generate deeper discussion of the visions for Japan-U.S. cooperation in national emergencies 
and situations in areas surrounding Japan. To make the mechanism function more effectively, 
the governments of the United States and Japan need to continue discussion. Consequently, 
those talks need to involve not only the Defense Agency and the Ministry of Foreign Affairs, 
but also the Cabinet Secretariat, as well as the police, the Fire and Disaster Management 
Agency, the Japan Coast Guard, and other agencies when necessary. 
   In addition, there is a need to have strategic talks with the United States to improve 
shared understanding regarding the new security environment and the strategic objectives that 
it requires. The current effort by the United States to globally realign its forces should be 
viewed as an opportunity for comprehensive strategic discussions with the United States on 
the overall Japan-U.S. security relationship, keeping in mind the deterrent role that the U.S. 
forces in Japan play. 
   As part of this effort, Japan needs to build a cooperative relationship with the United 
States that will help to steadily advance not only the defense of Japan and the stabilization of 
areas surrounding Japan, but also the stabilization of the international community as a whole, 
that will prevent the emergence of threats to Japan. For example, the realization of better 
intelligence-related collaboration with the United States would help make bilateral talks more 
fruitful and thereby create a more effective alliance. Japan should further enhance its 
capabilities in gathering and analyzing information in order to be able to offer balanced, 
objective analytical products based on Japan’s own perspective. In addition to that effort, the 
government should also take the initiative in pursuing strategic discussion with the United 
States concerning role sharing, taking into account Japan’s own imperatives. In addition, a 
new “Japan-U.S. Joint Declaration on Security” and new “Guidelines for Japan-U.S. Defense 
Cooperation” that are in touch with the current strategic environment should be formulated 
upon the output of these talks.  
   Furthermore, as a means of preserving the long-term stability of the Japan-U.S. alliance, 
the government needs to demonstrate strong political leadership to make the U.S. side better 
understand the Japanese position on issues concerning the U.S. bases in Japan. Japan and the 
United States must cooperate in taking the actions which are needed to reduce the burden that 
U.S. military bases place on Japanese communities. 
 
 
3  Promoting International Peace Cooperation 
 
 (1) Japanese Approach to International Peace Cooperation 
 
   To further consolidate its security, Japan should actively participate in international 
activities to stabilize various regions of the world, particularly those with close ties with 
Japan, by making use of its technological prowess and administrative ability. For this purpose, 
Japan should implement the measures described below, and make efforts to improve the 
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institutions and mechanisms of the United Nations, especially reforming the Security Council, 
to enable the international community to better cooperate in building peace. 
 
 
 (2) Developing the Infrastructure for International Peace Cooperation 
 
   In recent years the international community has enlarged the scope of its efforts beyond 
peacekeeping operations to include a comprehensive set of actions ranging from conflict 
prevention to post-conflict national reconstruction. Given this transformation, the SDF and 
the government as a whole should engage in integrated efforts for international peace 
cooperation. Specifically, the following actions need to be taken. 
 
  a. Coordination for an Effective Implementation of International Peace Cooperation 
 
   At present, several different agencies within the government, such as the Cabinet Office, 
the Defense Agency, and the Ministry of Foreign Affairs, handle international peace 
cooperation activities such as dispatch of personnel. A mechanism needs to be developed to 
improve the effectiveness of Japan’s international cooperation by appropriately combining 
the government’s various means for cooperation so that all relevant agencies can closely 
coordinate their efforts in responding to individual security-related requirements. It is also 
necessary to consider bestowing honor on and increase benefits to personnel, including NGO 
members, participating in international peace cooperation activities in order to boost their 
morale. 
 
  b. Clarification of Role Sharing 
 
   In order to effectively combine the nation’s means for cooperation, the government must 
establish guidelines that clearly delineate what is expected of the SDF and what is expected 
of civilian agents. To date, the SDF’s role in international peace cooperation has been mostly 
focused on humanitarian assistance and logistical support. However, international peace 
cooperation activities can produce good results only if public order in the deployment area 
improves. For this reason, the government should fully study the question of whether to 
continue using the SDF for mainly humanitarian assistance and logistical support––activities 
in which the SDF has experience and a proven track record––or take advantage of the SDF’s 
capabilities by expanding its role to include policing operations for maintaining public order 
in the deployment area. In that case, we need to consider enabling the SDF members to use 
firearms, if necessary, in executing their missions. 
 
  c. International Peace Cooperation as One of the SDF’s Primary Missions 
 
   As previously stated, concurrently with the expansion of the international community’s 
cooperative efforts in maintaining peace, participation by Japan in those efforts is becoming 
increasingly important to the nation’s own security. Traditionally, international peace 
cooperation has been regarded as an incidental duty of the SDF, but given the growing 
importance of such cooperative efforts, they should be redefined as one of its primary 
missions.  
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  d. Upgrading Japanese Police’s International-Cooperation Activities 
 
   In recent international peace cooperative actions, the training of local police officers to 
improve public order has become a key challenge. Given the fact that the Japanese police 
system and policemen’s operational ability are acclaimed internationally, Japan must do its 
best to enhance its ability to provide education and training to the local police staff. 
 
  e. Ensuring Personnel Safety 
 
   Ensuring safety is a challenge that concerns all personnel involved in international peace 
cooperation. Loosening the restrictions on use of firearms has much bearing on this issue. 
However, simply loosening such restrictions will not ensure safety of personnel. Although 
loosening these restrictions is a matter that deserves consideration, the government should 
examine other means of improving safety, such as the development of intelligence gathering 
and sharing functions, better security management planning, and more effective coordination 
with Official Development Assistance (ODA) projects. 
 
  f. Adopting General Laws for International Peace Cooperation 
 
   Heretofore Japan’s legislative response to international peace cooperation needs has been 
to enact a special measures law for each new situation as it arises. However, the government 
should consider adopting general laws in order to keep Japan more consistently engaged in 
and capable of taking quick actions for international peace cooperation activities and to 
domestically and internationally communicate its principles in undertaking such activities, 
including the principle not to use force and the principle to contribute to the creation of a 
peaceful and stable international environment as a responsible member of the international 
community. In doing so, the government should thoroughly examine the types of roles that 
Japan would play, and then, based on public consent, clearly delineate those duties and the 
authority for executing them. 
 
 
4  Reforming the Defense Industrial and Technological Base 
 
 (1) Maintaining the Production and Technological Base 
                              and Streamlining the Defense Industry 
 
   The necessity of maintaining Japan’s advanced defense production and technological base 
has traditionally been perceived in terms of preserving the identity of the nation’s own 
security policy, having leverage in bargaining over procurements from overseas, and the 
capacity to quickly expand its forces in a crisis. 
   In recent years, the rapid progress in technology and the rising costs of new equipment 
have prompted the defense industries of industrialized nations to endeavor to streamline their 
operations and maintain competitiveness through international collaboration and role sharing. 
There is concern, however, that Japan could be left behind as other industrialized nations 
achieve technological progress through international joint development projects. 
   Japan faces little risk today in having its external supply lines cut off due to large-scale 
military actions, unlike in the Cold War period, and there will unlikely be any dramatic 
increases in defense spending. As a result, it has become difficult to maintain the production 
base across the board, and thus the government should reconsider its policy of maintaining 
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indigenous weapons production capacity whenever possible. A truly efficient, competitive 
defense production and technological base can be maintained only by making a clear 
distinction between what domestic capabilities should be retained and what needs should be 
outsourced to other nations, and by retaining state-of-the-art production capabilities in core 
weapon systems. 
 
 
 (2) The Three Principles on Arms Export 
 
   Japan’s Three Principles on Arms Export was adopted in 1967 with the guiding 
philosophy of preventing the aggravation of international conflicts. Target areas were 
expanded in the 1970s, but the transfer of military technology to the United States, on certain 
conditions, was exempted in 1983. The guiding philosophy of these principles answers the 
security imperatives of the present day––ensuring global peace and stability––and still 
remains significant. In addition, Japan has actively promoted arms control and disarmament 
to prevent international conflict by participating in the Treaty on the Non-Proliferation of 
Nuclear Weapons (NPT) and Missile Technology Control Regime (MTCR) arrangements, 
and addressing the issue of small arms and light weapons. 
   Building upon these developments, however, the government must now reassess the ban 
on arms exports that has been in effect since the mid-1970s. First, it has to explore ways to 
participate in international joint development project and role sharing in production, which 
are becoming the global norm, to preserve the “core technologies” that are indispensable to 
Japan’s security. Furthermore, if the current joint technological research on ballistic missile 
defense (BMD) by Japan and the United States reaches the point of joint development and 
production, it will be necessary to revise the Three Principles on Arms Export. Given these 
circumstances, the government should relax the ban on arms export, at least to the United 
States, which is Japan’s ally. 
   In reexamining its export control regime and determining what kind of weapons and 
technologies can be exported to which countries, the government should keep in mind the 
principles’ historical development and the views expressed by various parties, and uphold the 
aforementioned guiding philosophy. 
 
 
 (3) Enhancing the Efficiency of Procurement and R&D 
 
   As military equipment becomes more sophisticated through advancements in technology, 
its cost rises accordingly, making it necessary for the government and the private sector to 
continue working together to lower procurement costs. Specifically, those efforts should 
include streamlining of the products, diversification of procurement sources through the use 
of dual-use products, and the promotion of competition among defense-related enterprises. 
   Despite the remarkable progress in technology, the long-term procurement of small 
quantities of equipment can entail higher costs and the risk of the equipment becoming 
obsolete by the time it is fielded. Consequently, there is a need to stay closely in step with the 
speed of technological progress and to lower procurement and maintenance costs by 
implementing various remedies, including the short-term, concentrated acquisition of weapon 
systems that involve development of large-scale systems such as C4ISR.7 

                                                 
7 C4ISR stands for command, control, communications, computers, intelligence, surveillance, and 
reconnaissance. It serves to accurately assessing enemy movements and appropriately controlling 
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   The government also needs to thoroughly improve the efficiency of research and 
development (R&D) on equipment. To do so, it must strengthen its collaboration with 
business and academic circles, carefully select target items and focus R&D efforts on those 
items, constantly re-evaluate projects, and implement necessary streamlining efforts. 

                                                                                                                                                        
one’s own forces. It is indispensable to the efficient and effective execution of military operations. In 
recent years, superiority in C4ISR capabilities, together with superiority in military equipment, has 
given one country a decisive edge in military effectiveness over others. 
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PART III: 
VISIONS FOR THE JAPANESE DEFENSE FORCE 
 
 
   This report contended in Part I that the current defense force should be substantially 
restructured and a Multi-Functional Flexible Defense Force, equipped with sophisticated 
intelligence capabilities and highly networked weapons systems, and learning lesson from the 
streamlining efforts made by business enterprises, should be put in place to deal with 
complex and diverse future threats. In constructing the Multi-Functional Flexible Defense 
Force, the government has to painstakingly prioritize different requirements and streamline 
organizations and weapon systems like the private enterprises did and are still doing, and do 
so under the political leadership that will make the entire process accountable to the Japanese 
citizens. The specifics of this Multi-Functional Flexible Defense Force will be discussed 
below. 
 
 
1  Roles and Functions of the Defense Force 
 
 (1) Roles and Functions for the Defense of Japan 
 
   As stated previously, the traditional threats of inter-state conflict in the areas surrounding 
Japan have not disappeared. Preparing for such threats is the core role that defense forces of 
any independent state should play. At the same time, the defense force is expected to deal 
with an attack against Japan or Japanese citizens by newly emergent non-state actors, 
participate in international peace cooperation activities, and deal with large-scale disasters. In 
order to maintain Japan’s security through responding to these diverse threats, it is necessary 
for defense forces to possess the following functions.  
 
  a. Dealing with the Threat of Inter-State Conflicts 
 
   When considering the vision for new defense forces, it is necessary to bear in mind that 
the nature of threats is changing compared with the past. That is, first of all, it is thought that 
for the time being there is no threat of a full-scale armed invasion of Japan, which had been 
the focus of the defense forces during the Cold War. Secondly, although the U.S. forces 
continue to provide effective deterrence against the threat that nuclear weapons and ballistic 
missiles capable of delivering them pose to Japan, the introduction of ballistic missile defense 
systems will likely reinforce its credibility. Thirdly, the defense forces should be able to make 
quick and effective response to attacks against important installations and instigation of 
domestic upheavals perpetrated by guerrillas or special operations forces, as well as invasions 
of isolated islands and low-intensity military actions such as illegal military actions in the 
vicinity of Japan. 
   Based on such threat assessment, the new defense forces must be ready and able to 
swiftly execute the following missions.  
 
(a) Defending offshore islands, and countering armed incursions into Japanese territories 
(b) Defending important installations from attacks by guerrillas and special operations forces, 

as well as containing those attacks and damage from them 
(c) Monitoring and dealing with armed special-operations vessels in surrounding areas 
(d) Monitoring surrounding airspace and dealing with the violation of airspace 
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(e) Effective defense against ballistic missiles 
(f) Collecting and analyzing strategic intelligence pertaining to the military posture of 

neighboring countries 
 
   At the same time, forces designed for the defense against a full-scale invasion should be 
significantly reduced, while maintaining an appropriate level of “basic” defense forces to 
prepare for future uncertainties. 
   Furthermore, the response to the situations listed above is not to be taken solely by the 
Self-Defense Forces (SDF), but jointly with the police in the case of armed infiltrations and 
with the Japan Coast Guard in the case of armed special-operations vessels intrusions. 
Coordination between the SDF and the domestic security agencies, such as the one between 
the Japan Maritime Self-Defense Force and Japan Coast Guard, should be reexamined to 
determine whether redundancies, excesses, or deficiencies exist in capabilities and equipment, 
in order to make sure that roles are properly shared between the two organizations.   
 
  b. Dealing with Threats from Non-State Actors 
 
   In responding to attacks committed by international terrorist organizations against Japan 
or Japanese citizens, the domestic security agencies such as the police should play the leading 
role. In the meanwhile, when they cannot effectively deal with situations such as large-scale 
or special-type attacks executed by heavily armed agents and/or terrorists armed with 
chemical or biological weapons, the SDF and the domestic security agencies should work 
together in dealing with them. For this reason, the SDF should maintain a high state of 
readiness and the capability to cope with terrorist attacks involving the use of biological or 
chemical weapons.  
 
  c. Responding to Large-Scale Disasters 
 
   In most cases, local governments, fire departments, and the police would deal with 
disasters. However, in the case of a large-scale disaster such as a major earthquake, or an 
extraordinary calamity such as contamination from chemical substances or radioactive 
materials, the SDF would be expected to provide support for their efforts with its manpower 
and specialized capabilities. The SDF must be prepared to adequately address the needs of 
the people and obtain their understanding and cooperation regarding the ways of responding 
to various situations by educating them through drills and other available means. 
 
  d. Cooperation with the United States  
 
   Deterrence that the United States provides Japan has been the basis of the amicable 
relations Japan enjoys with its neighbors. In order to preserve the security of Japan, it is 
essential to maintain and strengthen the Japan-U.S. alliance based on the Japan-U.S. Security 
Treaty, in addition to the continuation of Japan’s own defense efforts. It is therefore necessary 
for both countries to prepare Bilateral Defense Planning and Mutual Cooperation Planning, 
and carry out joint exercises in peacetime so that they can work together efficiently in 
wartime on the basis of the “Guidelines for Japan-U.S. Defense Cooperation.” They will also 
have to promote cooperation on equipment and technologies to enhance interoperability. 
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  e. Cooperation with the International Community 
 
   Following the end of the Cold War, there has been an increased effort to enhance 
transparency in military power and defense policies of each country, and create more stable 
security environment by promoting mutual understanding and trust among the members of 
the international community through security dialogues and exchanges of security 
policymakers. Recently this trend has taken root in this region, and Japan must make 
continued efforts to encourage this. To do so, Japan has to hold security dialogues with other 
countries, and proactively promote mutual visits by naval vessels and aircraft, joint exercises, 
and exchanges and interaction of students in uniform as well as defense experts. 
 
 
 (2) Roles and Capabilities to Prevent the Emergence of Threats Overseas 
 
   Since the SDF participated for the first time in the United Nations Peacekeeping 
Operations in Cambodia in 1992, it has been engaged in various types of peacekeeping 
operations and international humanitarian relief efforts. These operations, which the SDF 
executed by utilizing its self-sufficient ability to operate in a highly organized manner in 
hazardous areas lacking modern infrastructure, are highly appreciated by the international 
community. In recent years, the international community has not only continued 
peacekeeping activities but also embarked on post-conflict nation-building efforts. Given the 
effectiveness of these efforts in preventing new threats from emerging and in stabilizing the 
international environment, including the areas surrounding Japan, the SDF should actively 
contribute to the efforts to promote international peace. 
 
  a. International Peace Cooperation  
 
   Regarding peacekeeping operations, in the past the SDF has mainly been engaged in 
logistical support missions such as engineering and transportation, but one can expect 
opportunities to arise for the implementation of so-called “core missions,” which include 
monitoring cease-fires and controlling weapons in the future with the recent lifting of 
limitations on such activities. 
   In terms of post-conflict nation building, roles are shared by different actors, whereby the 
primary providers of humanitarian assistance will be civilians and private companies, while 
the SDF will carry out support missions to give first aid. However, in cases where civilian 
reconstruction aid cannot be carried out due to the lack of secure environment, the SDF, with 
the capability to protect itself, would have to play the leading role. In particular, in cases 
where multinational forces are in charge of reconstruction effort, the SDF would have to take 
the lead in providing logistical support to such forces. 
   Taking into account these considerations, the SDF needs to maintain necessary training 
and educational infrastructure and keep its personnel adequately trained so that it could 
participate without delay in peace-cooperation activities when such needs arise. In addition, 
the SDF is required to maintain some units on high alert and enhance its ability to quickly 
transport a large quantity of relief supplies, personnel, and equipment to remote areas. 
   Furthermore, the SDF and other related organizations have to promote security dialogue 
with other nations for confidence-building purposes, and actively participate in activities such 
as anti-piracy patrols to preserve order at sea, and the Proliferation Security Initiative (PSI) to 
prevent the spread of weapons of mass destruction. Not only the Ministry of Foreign Affairs 
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and the Japan Coast Guard but also the SDF would have to carry out these missions, and 
expand cooperation with other countries. 
 
  b. Japan-U.S. Cooperation in Conjunction with the International Community 
 
   Situations will likely increase where Japan and the United States cooperate in undertaking 
international peace cooperation activities. For this reason, it is necessary to expand Japan-U.S. 
cooperation in the field of intelligence and to promote interaction between foreign policy and 
defense policymakers of the two countries on a regular basis. 
 
 
2  Characteristics of the New Defense Force Structure 
 
 (1) Key Factors 
 
   When constructing defense forces with the functions listed above, the following points 
need to be kept in mind. 
 
  a. Socioeconomic Factors: Constraints on the Defense Forces 
 
   The low birth rate and aging population will continue to be a fact of life in Japan in the 
foreseeable future. This will likely make recruitment of future SDF members more difficult. 
Moreover, the decrease in the consuming and producing population will result in lower 
economic growth and more limited national capacity to fulfill fiscal requirements, and 
increased spending on social welfare will crowd out expenditures on defense. Given all these 
long-term trends, downsizing of personnel, streamlining of equipment, and rationalization of 
operations will be required to make it possible for fewer resources appropriated to defense to 
produce greater results. 
 
  b. Efficiently Distributing Important Resources 
 
   With the limitation of resources that can be invested, it is necessary to concentrate 
resources on high-priority functions and boldly cut down on elements of lesser need, while 
avoiding half-hearted reduction of forces across the board.  
 
  c. Maintaining the Quality of Defense Force 
 
   Military technology has been advancing rapidly in recent years and, as exemplified by the 
Revolution in Military Affairs (RMA), a gap in technology will immediately create a gap in 
military effectiveness.8 In particular, a gap in information technology (IT) will have a 
decisive impact on the performance of defense force. Consequently, it is imperative to 
establish and improve an intelligence and communications network to fulfill the needs of the 
new defense force, with the protection of such a system against cyber attacks in mind. Also, it 
is necessary to maintain high-quality weapon systems and avoid lagging behind other 
advanced militaries by keeping up with the world’s most modern military technologies and 
constantly modernizing our defense force. 

                                                 
8 Resulting largely from the rapid technological advance, RMA has dramatically changed the modes 
of military operations and the outlook of battlefield. 
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  d. Government Responsibility  
 
   Even with the new defense force structure, the SDF must be able to carry out disaster 
relief missions during peacetime. But on the other hand, the government agencies and 
autonomous defense organizations would be looked upon to assist civilians in case of an 
armed attack. Central and local governments should work together to handle the protection 
and evacuation of nationals, and the SDF should carry out its part of the mission. Crisis 
management is impossible without obtaining the full cooperation of the people. It is therefore 
necessary to foster their understanding and carry out drills in peacetime with their 
participation. 
 
 
 (2) Defense Force Structure 
 
   Based on the considerations indicated above in Section 1 of Part III, the force structure 
and equipment of each service of the SDF should take on the characteristics described below. 
 
  a. Ground Defense Force 
 
   Organizations, equipment, and deployment designed to cope with large-scale amphibious 
landing operations centering on armored battles should be replaced by forces capable of 
reacting quickly to various low-intensity military contingencies. For this purpose, heavily 
armed units comprising tanks and artillery will be substantially reduced and streamlined, and 
the focus will be placed on highly flexible infantry units capable of responding promptly to 
various types of situations and defending important installations. In addition, an appropriate 
reinforcement capability with highly mobile forces, special operations capabilities, and NBC9 
protection capabilities will be strengthened. Furthermore, highly trained and highly ready 
forces that can respond immediately to overseas missions should be created.  
 
  b. Maritime Defense Force 
 
   The focus will shift from the organizations, equipment, and deployment designed to 
perform anti-submarine warfare characteristic of the Cold War, to those tailored to the 
defense of offshore islands, monitoring and defending against ballistic missiles, and dealing 
with such events as illegal incursions by armed special-operations vessels. To achieve this, 
the maritime defense force must adopt a smaller and more efficient force structure with 
greater readiness. In that process, destroyers equipped with a missile defense capability will 
be introduced. Air units will continue to carry out maritime patrol and surveillance, while 
their force structure will be reduced and streamlined. Overall improvements in the capability 
of performing overseas missions will also be sought. 
 
  c. Air Defense Force 
 
   The air defense force will continue to perform around-the-clock surveillance in the 
airspace surrounding Japan, and stand ready to deal with violations of the territorial air. Since 
the need to handle a full-scale air attack has decreased, we will have to downsize and use the 
air assets, including fighters, more efficiently. A missile defense capability will be 

                                                 
9 NBC stands for nuclear, biological, and chemical (weapons). 
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incorporated in the existing guided missile units. Finally, efforts will be made to enhance 
airlift capabilities to better respond to the increasing number of overseas missions. 
 
  d. Promoting Jointness 
 
   By utilizing a joint intelligence and communications network, joint operations of the three 
SDF services will be promoted so that they can carry out their missions more rapidly and 
effectively. To effectively conduct joint operations, it is important to create a joint command 
structure along with the infrastructure required for education and training, intelligence and 
communications, and logistical support. Efforts must also be made to reduce costs by having 
the different services use the same parts and equipment as well as by encouraging the 
utilization of dual-use equipment. 
 
  e. Missile Defense 
 
   The missile defense systems that Japan plans to introduce necessitate joint operation of 
the Maritime Self-Defense Force’s Aegis destroyers, the Patriot surface-to-air missile units, 
and Base Air Defense Ground Environment (BADGE) early-warning and air control system 
maintained by the Air Self-Defense Force. The government must examine whether the 
missile defense systems can work effectively in the existing legal framework and, if need be, 
it should take necessary steps, including revising laws, to make the systems work effectively. 
   Regarding the question of whether it is appropriate, when there is no alternative, to 
possess offensive capabilities against enemy missile bases as a last resort, a decision should 
be made after thoroughly examining the credibility of deterrence provided by the United 
States, effectiveness of missile defense systems, cost-effectiveness of the offensive option, 
and the impact this will have on countries in the region. 
 
  f. Intelligence and Communications Capabilities 
 
   In order for the defense forces to respond flexibly and effectively to unpredictable future 
threats, it is essential for Japan to enhance intelligence and communications capabilities. The 
SDF collects information by means of surveillance in neighboring areas, signals intelligence, 
photographic and imagery intelligence from satellites, and human intelligence provided by 
defense attaché stationed in foreign diplomatic missions. Not only is it necessary to improve 
and strengthen such intelligence-gathering activities in the future, but there is also a need to 
enhance the capability of the SDF’s Defense Intelligence Headquarters to analyze strategic 
intelligence by developing capable staff. In addition, in order for relevant defense units to be 
able to quickly share collected information and products of intelligence analysis, a 
high-capacity, high-speed, broadband intelligence and communications network should be 
established with necessary security measures so as to protect against potential future cyber 
attacks. In doing so, the government should update the systems by collaborating with private 
business enterprises and utilizing dual-use products and technologies. 
 
  g. Personnel Policies 
 
   The most important consideration in the SDF’s personnel policies is how best to keep it 
powerful and highly motivated. To fulfill diverse duties under the new strategic environment, 
it is appropriate to capitalize on young officers, promote warrant and non-commissioned 
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officers with the expertise in certain areas, and fill the vacant slots within the SDF to enhance 
readiness. 
   With the SDF playing a more important role today in ensuring the security of Japan, it is 
important that SDF members maintain even stricter discipline to win the trust of the general 
public. At the same time, it is also necessary to give consideration to ways for the nation to 
bestow honor on SDF members who carry out their duty of defending Japan without 
hesitating to put their lives at risk.  
   It is also necessary to reconsider the current situation in which a large number of retired 
SDF members are assuming positions in defense-related companies. Retired SDF members 
should be encouraged to serve as crisis managers for local governments, local communities, 
and private firms, contributing their abilities and experiences to Japanese society. 
Alternatively, they could find positions in private firms with commercial transactions with the 
Defense Agency and the SDF. The Defense Agency, in conjunction with other relevant 
ministries and agencies, should find ways to encourage them to pursue these options. 
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PART IV: 
RECOMMENDATIONS ON 
                THE NEW NATIONAL DEFENSE PROGRAM OUTLINE 
 
 
1  Issues to be Addressed in the New National Defense Program Outline 
 
   The National Defense Program Outline (NDPO) was adopted in 1976 and revised in 1995 
to provide basic guidelines on how to equip, maintain, and operate Japanese defense forces. 
During the détente period and after the end of the Cold War, it served to enhance people’s 
understanding of the purpose and dimensions of Japan’s defense force. However, public 
attention tended to focus on the number of force units and equipment listed in its attached 
table and how quickly the designated force level was achieved, rather than its substance. 
   Taking into consideration the changes in security environment since 1995, the Council on 
Security and Defense Capabilities has examined what kind of issues that the new NDPO 
should address. As this report has indicated, the new NDPO should spell out measures that 
Japan has to take to implement the Integrated Security Strategy as well as the roles that the 
Self-Defense Forces (SDF) has to play and the functions and structure that the SDF must 
assume in the future. 
   Adopted in 1957, the Basic Policy for National Defense set out the principles for 
achieving the nation's objective of self-defense. It states that Japan will incrementally develop 
an effective defense force, and that the nation will act on the basis of the Japan-U.S. security 
arrangements. These principles are based on the two preceding principles: to support the 
activities of the United Nations and promote international cooperation, thereby contributing 
to the realization of world peace; and to promote public welfare and enhance the public’s 
patriotism for the nation, thereby establishing the sound basis essential to Japan's security. 
These principles are still valid and appropriate today. 
   However, during the almost half a century since the adoption of this policy, situations 
revolving around Japan's national security has changed greatly. These changes include the 
growth of Japan's economic power and its improved international status, revision of the 
Japan-U.S. Security Treaty and development of Japan-U.S. defense cooperation, the further 
deepening of mutual dependency in the international community, and the changing role of the 
United Nations. In light of these changes, the government should formulate a new NDPO that 
spells out the security strategy of the nation as a whole, incorporating the critical elements of 
the Basic Policy for National Defense. 
 
 
2  Ways to Set the Defense Force Level 
 
   The new NDPO must present both an overall picture of Japan's national security strategy 
and guidelines for the development of defense capability. In indicating the objectives for 
defense force development, the following two points must be borne in mind.  
   First, in view of the substantial reconfiguration of Japan's defense force currently being 
undertaken, the government is required to clearly indicate to the public how Japan’s defense 
force will change quantitatively and when these changes will be brought into effect. 
   Second, defense force should be constantly reviewed and modified in accordance with the 
changing security environment and rapid technological development. In particular, the 
equipment and structure of the SDF should be constantly reviewed and modified within the 
scope of the Integrated Security Strategy and the principles defining the vision for the defense 
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force. 
   While the new NDPO’s primary goal should be to specify qualitative goals of what kind 
of tasks that the Japanese defense force should be able to perform, but also indicate in an 
easily comprehensible way the quantitative target levels of defense force, which are currently 
defined in NDPO’s attached table, and the planned timeframe within which these levels will 
be reached. In doing so, the new NDPO must specify the target force level in such a way that 
it could be regularly reviewed and modified in accordance with the needs of the times, and 
clarify how such a process should take place. 
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ADDENDUM: 
CONSTITUTIONAL ISSUES: AGENDA FOR THE FUTURE 
 
 
   The Council on Security and Defense Capabilities was not set up as a forum to debate the 
amendment of the Constitution, but to discuss Japan's approach to national security and 
defense in the new security environment. For this reason, the various proposals that we have 
made remain within the framework of the current Constitution. Moreover, through these 
discussions, the Council was able to reach a consensus on how basic guidelines for the 
Japanese security policy should be defined relative to the existing Constitution.. First, none of 
us wants Japan to embark on an act of aggression. Second, we agree that Japan should direct 
all necessary efforts for self-defense. Third, we place great importance on Japan's 
participation in international cooperation to promote peace. In short, based on the ideals of 
promoting peace and international cooperation laid down in the Constitution, this Council has 
come to the conclusion that the basic guidelines for the Japanese security policy should stand 
on two pillars: self-defense efforts to protect its citizens and international peace cooperation. 
   The issue of the Constitution has been debated on numerous occasions in discussions 
pertaining to post-war Japan's national security and defense force. The Constitution is the 
nucleus of the nation's law and order and, considering that a democratic country must be 
administered by rule of law, including those concerning national security, discussion of the 
Constitution is naturally of great importance. On the other hand, the failure to make steady 
progress in practical policy debate due to single-minded focus on the Constitution is not 
desirable in formulating Japan's national security and defense policies. While it is hoped that 
constructive policy discussion will be furthered and a consensus will be reached among 
citizens, it is also desirable that the issue of the Constitution should be debated from a broad 
range of perspectives. 
   Regarding the question of the right of collective self-defense, which has been the subject 
of lively debate in the Diet and other forums, the opinion was expressed at this Council that 
this issue should be settled quickly. It was also pointed out that the right of collective 
self-defense exercised by individual nations and the collective actions or measures 
undertaken by the United Nations, including its peacekeeping operations, should be clearly 
distinguished and debated separately. 
   Possible cases referred to in the debate of the collective self-defense right include the use 
of force to protect U.S. forces arriving in and around Japan to defend the country prior to the 
outbreak of an armed attack against it, and helping the United States expel an invasion from 
other countries. No member of the Council has expressed the view that the latter example is 
acceptable. However, the answer can vary in other cases. The government should continue to 
promote the debate on the exercise of the right of collective self-defense in order to clarify 
what Japan should and/or can do within the framework of the Constitution, and expeditiously 
settle this issue. 
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CONCLUDING REMARKS 
 
 
   Since the end of the Cold War, the broadcast media has been reporting frequently the 
images of armed conflicts and terrorist incidents across the world. We have witnessed the 
intrusions of armed special-operations vessels into Japanese territorial sea and the launching 
of ballistic missiles in our neighborhood. Public awareness of security and defense issues has 
soared, and the Japanese people seem to think that we have to move beyond the highly 
polemic debate on defense commonly seen during the Cold War era and start engaging in a 
more practical debate on these issues. Against this backdrop, this Council has sought to 
envision a national security strategy and defense capabilities suitable for the security 
environment of the present time. 
 
   We have to admit that there is a gap between the reality and the ideal vision of public 
awareness, legal systems, the Self-Defense Forces and the U.S. forces in Japan, due largely to 
the historical twist and turns and highly politicized security policymaking. However, the 
world is not there forever to wait for us to adapt. This requires us to make steady effort to 
create a new reality with appropriate strategy and a clear sense of direction. The Council 
members have based their discussions on such common understanding. 
 
   Given the spread of terrorism and guerrilla attacks all over the world, and the fact that 
some have successfully countered them while others have not, we have to conclude that no 
matter how strong it might be, hard power alone cannot solve these problems. Military might 
alone simply does not offer a fundamental solution to the complex ethnic conflicts, religious 
confrontations, and socioeconomic inequalities. Soft power diplomacy––such as economic 
cooperation––should be used more actively to overcome the limits of hard power. Political 
leaders should take the initiative in bringing hard and soft power together to make it work. 
Civilian leaders must exercise bold leadership even at the risk of possible failure. It is the key 
to establishing true civilian control and to protecting the people and the nation. 
 
   We sincerely hope that this report will make an important contribution to the formulation 
of the new National Defense Program Outline and help make Japanese security policy work 
better. 
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ACRONYMS 
 
 
BADGE  Base Air Defense Ground Environment 
BMD   ballistic missile defense 
HIV/AIDS  Human Immunodeficiency Virus/Acquired Immune Deficiency Syndrome 
IT   information technology 
MTCR  Missile Technology Control Regime 
NBC   nuclear, biological, and chemical 
NDPO  National Defense Program Outline 
NGO   non-governmental organizations 
NPT   Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons 
ODA   Official Development Assistance 
OJT   on-the-job training 
PKO   Peacekeeping Operations 
PSI   Proliferation Security Initiative 
R&D   research and development 
RMA   Revolution in Military Affairs 
SDF   Self-Defense Forces 
WMD  weapons of mass destruction 
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PART I: 
JAPAN’S NEW SECURITY STRATEGY 
 
 
1  Security Environment in the Twenty-First Century 
 
   Events on September 11, 2001 marked the beginning of a new century for security affairs. 
This spelled the end of the era when threats from other states could be regarded as the sole 
focus of security. No security strategy is viable unless it is prepared to deal head-on with 
threats from non-state actors, such as terrorists and international criminal organizations. 
   This does not mean, however, that we no longer have to worry about conflicts among 
states. Also, since the end of the Cold War, civil wars, ethnic conflicts, and unstable 
governments throughout the world have become the main source of military conflicts. 
   The international security environment is now much more complex than before. At one 
extreme, we have terrorist attacks with unimaginable means and intensity that could be 
unleashed by non-state entities. At the other extreme, we continue to face the possibility of 
very traditional warfare. Between these two extremes, there is the risk of conflicts taking any 
conceivable combination of forms. 
   In addition to the dramatic changes in the global security environment, Japan faces 
security problems unique to its location in East Asia. There continue to exist two nuclear 
powers (Russia and China) in this region and one country that has not abandoned its ambition 
of developing nuclear weapons (North Korea). 
   The changes in the global security environment could have a substantial effect on these 
worldwide activities of Japan and its citizens. That is why we need to pay attention to threats 
in distant regions in addition to the threats in the vicinity of Japan. 
   In the increasingly complex global security environment, threats to Japan’s security may 
not come only from outside. We must be fully alert to threats from endogenous terrorist 
forces and criminal organizations as well as the possibility of these groups establishing ties 
with hazardous external elements. 
 
 
2  Integrated Security Strategy 
 
   The Integrated Security Strategy, the security strategy that Japan should adopt in this 
complex twenty-first century security environment, has two major goals. The first is to 
prevent a direct threat from reaching Japan and, in the event that it does reach Japan, to 
minimize the damage. The second goal is to reduce the chances of threats arising in various 
parts of the world with the aim of preventing such threats from reaching Japan or affecting 
the interests of Japanese expatriates and corporations overseas. 
   There seem to be three approaches in achieving these goals: (a) Japan’s own efforts, (b) 
cooperation with an alliance partner and (c) cooperation with the international community. 
The preferred security strategy for Japan would be an integrated one based on the three-fold 
approach to defend the homeland and, at the same time, to strive for improving international 
security environment. 
   If we look at Japan’s policies to date, we would have to say that the strategy has been 
rather narrowly focused. However, Japan must now adopt an integrated security strategy 
embracing the above two goals. There is a need for greater effort mobilizing Japan’s 
capabilities in an appropriate and integrated manner to achieve these goals through the 
three-fold approach. 
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 (1) Defense of Japan 
 
  a. Japan’s Own Efforts 
 
   The objective of this approach is to prevent direct threats to Japan and, in the event that 
such a threat arises, to contain it in the way that results in minimum damage. 
   Given the trend towards reduced inter-state tension that characterizes the current 
international situation, some elements of the Basic Defense Force Concept, incorporated in 
the 1976 National Defense Program Outline, still remain valid. However, now that more than 
ten years have passed since the end of the Cold War, the risk of a full-scale invasion of Japan 
has greatly receded. The more serious problem in the current global security environment is 
the threat of attack by terrorists and other non-state actors, which is not amenable to the 
traditional notion of deterrence between states. For that reason also, there is a need to 
reexamine the Basic Defense Force Concept, which presupposes that threats will only come 
from other states. 
   Japan’s own efforts to respond to direct threats should involve a collective effort by the 
country as a whole. Japan has to continue its efforts to immediately establish a mechanism, 
involving not only the Self-Defense Forces (SDF) but also the nation as a whole, for 
addressing security issues. A coordinated effort involving the police, local governments and 
other public organizations, and the non-governmental sector is essential. 
   In order to mobilize all of these internal resources, it is critical for the Japanese 
government to have in place a proper crisis management mechanism with improved 
information collection and analytical capabilities. 
 
  b. Cooperation with an Alliance Partner 
 
   The second approach to Japan’s defense involves combined actions with its ally. It will be 
necessary to maintain a deterrent capability by bolstering the credibility of the Japan-U.S. 
alliance. We must continually enhance arrangements for cooperation to deal with ballistic 
missile threats and situations in areas surrounding Japan, and strive to enhance the reliability 
of Japan-U.S. cooperation in actual operations. 
 
  c. Cooperation with the International Community 
 
   Diplomatic activities and interaction with other countries at the grass-roots level in 
various fields have improved other countries’ understanding of Japan and have played a role 
in the country’s defense, albeit indirectly. To combat international terrorism, there is also a 
need to promote stronger international cooperation in the area of information exchange and 
tighter border security to facilitate tracing and capturing of terrorists, and suppress financing 
of international terrorism. 
 
 
(2) Prevention of the Emergence of Threats 
                       by Improving International Security Environment 
 
  a. Japan’s Own Efforts 
 
   To prevent the emergence of threats in various parts of the world, Japan should make it a 
basic principle to work jointly with the international community and its ally. Accordingly, any 
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SDF activities in the fields of peacekeeping, peace-building operations and humanitarian 
support should, as a basic rule, be conducted by Japan as a member of the international 
community, based on resolutions of the United Nations Security Council. 
   However, provision of bilateral development aid, active diplomacy, and international 
cooperation activities conducted by the police should be undertaken by Japan acting in its 
own right. Diplomatic activities, cultural exchange as well as business activities such as the 
creation of employment opportunities overseas by Japanese trade and investment activities, 
technology transfer, and human development indirectly contribute to the security of Japan. In 
particular, Japan should engage actively in diplomatic and economic activities in order to 
prevent regions stretching from the Middle East to Northeast Asia from becoming unstable. 
 
  b. Cooperation with an Alliance Partner 
 
   It is obvious that Japan should cooperate with the United States, its ally, in the effort to 
improve international security environment and prevent the emergence of new threats. 
   In the military sense, too, the Japan-U.S. alliance is increasingly assuming the role of 
preventing the emergence of threats in the international community, in addition to its 
immediate objective of securing the defense of Japan. 
   As the United States refashions its global strategy, we should strive to clarify the roles of 
the two countries and work to create an effective framework for Japan-U.S. cooperation 
through closer strategic dialogue between the two countries. 
 
  c. Cooperation with the International Community 
 
   Efforts to eliminate potential sources of threats in various parts of the world, based on 
cooperative arrangements with the international community, will become increasingly 
important to Japan’s security strategy. To this end, Japan should contribute to peace-building 
activities, prevention of the proliferation of nuclear weapons and other weapons of mass 
destruction as well as ballistic missiles, diplomatic efforts and cooperation between the 
Japanese police and judiciary and those of other countries to prevent terrorism, establishment 
of cooperative arrangements with relevant nations and multilateral frameworks to secure sea 
lines of communication, and the effort to establish international institutions focused on 
confidence building, preventive diplomacy, and settling conflicts. 
   It is important for Japan to become a permanent member of the United Nations Security 
Council in order to maximize the effectiveness of Japan’s efforts made in concert with the 
international community. 
 
 
 (3) Integrating the Elements of the Security Strategy 
 
   As discussed above, achievement of the two major goals of Japan’s defense and improved 
international security environment necessitates a judicious combination of three separate 
approaches. This would create six fields of activity that can be regarded as the basic 
component of Japan’s security strategy. 
   These six constituents are not independent of one another, but closely interrelated. 
   In order to implement the integrated strategy effectively, it is essential to have an 
integrated decision-making mechanism. There is a need to appropriately use the Security 
Council, and determine how best to mix the six constituents of the strategy and what roles to 
assign to what organizations. 
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3  Defense Force to Support the New Security Strategy: 
                                    Multi-Functional Flexible Defense Force 
 
   What kind of capabilities should the SDF have in the context of the Integrated Security 
Strategy? 
   The SDF has been defined as an entity whose primary role is to protect Japan from threats 
by other states without going overseas. In fact, it would be fair to say that the SDF has 
fulfilled its objectives by its existence alone. 
   Since the 1990s, however, the need to revise this model has become increasingly apparent. 
The SDF is now engaged in a variety of activities in the international arena. 
   There is a need to reexamine the way the SDF is equipped from the perspective of the 
defense of Japan. It is obvious that the Basic Defense Force Concept is inappropriate for 
dealing with acts of terrorism perpetrated by non-state actors. 
   Basically, the capabilities required of the SDF are those that contribute to the various 
approaches of the Integrated Security Strategy. The future Defense Force will, thus, need to 
be capable of fulfilling a number of functions. 
   There are, however, many constraining factors within Japan that affect the country’s 
ability to upgrade its defense capabilities. The first is the demographic constraint imposed by 
the dwindling birthrate; the second is the government’s distressed finances. The key to 
upgrading Japan’s defense capabilities in the future, based on the notion of an integrated 
security strategy, hinges on the creation of a framework capable of fulfilling effectively the 
various required functions through appropriate management and mixing and matching of 
existing organizations, along with the implementation of scrap-and-build programs, and the 
division of roles between Japan and the United States. 
   It is now necessary to develop means of managing the various units to achieve greater 
versatility. 
   The pivotal requirement of the Multi-Functional Flexible Defense Force is the ability to 
collect and analyze information. The level of the nation’s intelligence capability is critical to 
meeting new threats, such as the threat of terrorism. The ability to collect and analyze 
information has a substantial multiplier effect on the effectiveness of the physical defense 
force and is the fundamental underpinning of a Multi-Functional Flexible Defense Force. 
   Based on the Multi-Functional Flexible Defense Force concept, we need to reevaluate the 
capabilities that the SDF should possess in the new security environment, and revise the 
improvement plans accordingly. 
 
 
 
PART II: 
POLICY AGENDAS FOR THE NEW SECURITY STRATEGY 
 
 
1  Developing a Mechanism for Implementing the Integrated Security Strategy 
 
 (1) Responding to Emergency Situations 
 
   The government’s contingency decision-making must be properly executed under the 
Prime Minister’s leadership. Consequently, the Cabinet Secretariat needs to possess sufficient 
capacity for both security policy planning and crisis management. 
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   The Prime Minister is responsible for presiding over the government’s administrative 
organs in accordance with the decisions made in Cabinet Meetings. However, a special 
scheme is needed that allows for prompt, accurate responses to emergency situations, such as 
ballistic missile attacks. 
   In order to deal with a diverse, complex set of contingencies, the government must work 
as a whole to implement integrated responses, while at the same time appropriately dividing 
roles between the relevant organizations. For such collaborative relationships to be effective, 
the relevant agencies need to regularly engage in various joint exercises and personnel 
exchanges, and closely coordinate their activities at every echelon, from central command 
down to the field units. 
 
 
 (2) Strengthening Intelligence Capabilities 
 
   The government is faced with the urgent task of further strengthening its intelligence 
capabilities so that specialized, sophisticated information gathering and analysis can be 
performed in a precise, timely manner to identify various potential threats and prevent them 
from turning into actual threats. 
 
  a. Diversifying and Strengthening the Means of Information Gathering 
 
   In addition to more appropriately utilizing imagery and signals intelligence in the 
government’s decision-making process, the government should promptly take steps to fully 
exploit human intelligence resources. 
 
  b. Strengthening Capabilities for Gathering, Sharing, and Analyzing Information 
 
   In order to strengthen the Cabinet’s intelligence capabilities, the government needs to 
develop a mechanism that swiftly and accurately funnels the information necessary for 
security and crisis management to the Cabinet for use as a resource in the formation of 
decisions. 
 
  c. Ensuring Information Security 
 
   The nation’s efforts to gather, analyze, and utilize intelligence require formulation and 
implementation of a common set of strict, unambiguous information security rules for all 
individuals that handle intelligence. 
 
  d. Visions for International Intelligence Cooperation 
 
   In order that effective action can be taken in response to new threats based on 
international networks, Japan must strengthen its intelligence-related cooperation with other 
nations. To ensure effective international collaboration on intelligence, Japan needs to 
develop competent, efficient intelligence capabilities and make a distinction between the 
intelligence capabilities that Japan needs to possess indigenously, and the capabilities that can 
be borrowed from other countries. 
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 (3) Substantial Reinforcement of Security Council Functions 
 
   To develop the Cabinet’s nerve center, the government needs to substantially reinforce 
functions of the Security Council as the principal implementer of the Integrated Security 
Strategy. In particular, it is vital that its core members be brought together more frequently to 
convene meetings for information-circulation training and intelligence analysis purposes so 
that the Security Council can flexibly operate when an emergency arises and make decisions 
with speed and precision. In addition, the government should make better use of the council’s 
Special Advisory Committee for Contingency Planning to regularly review various 
contingencies. Moreover, the Security Council also has to be able to constantly monitor the 
nation’s overall security policy and ensure its coherence, and provide a forum for in-depth 
discussion of security strategy by Cabinet ministers. For that purpose, the government should 
seek to build up the current Cabinet Secretariat staff and sponsor policy studies by internal 
and external experts. 
 
 
 (4) Enhancing the Security Policy Base 
 
   The government must cultivate the core personnel who are permanently responsible for 
security and crisis management to make the decision-making system truly function as 
intended. 
 
 
2  Visions for the Japan-U.S. Alliance 
 
 (1) Significance of the Japan-U.S. Alliance and the Japan-U.S. Security Arrangements 
 
   The Japan-U.S. security arrangements and the U.S. military presence will continue to be a 
vital buttress in Japan’s defense system, as well as an indispensable stabilizing force in this 
region. 
   Since the 9/11 attacks, the United States has been moving away from its traditional 
strategy of deterrence, and is instead working to enhance its capabilities to be able to flexibly 
respond to new threats. 
   Given that Japan’s ally––the United States––plays the leading role in these international 
efforts, the Japanese government must give attention to the likelihood that opportunities to 
collaborate with the United States within the framework of cooperation with the international 
community will increase.  
 
 
 (2) Maintaining and Strengthening the Japan-U.S. Alliance 
 
   Efforts must be persistently continued to maintain and strengthen the Japan-U.S. alliance. 
From the perspective of Japan’s defense, it is important that the visions for Japan-U.S. 
cooperation in national emergencies and other situations be clearly defined in accordance 
with the current “Guidelines for Japan-U.S. Defense Cooperation,” which were developed in 
1997. 
   In addition, there is a need to have strategic talks with the United States to improve 
shared understanding on the new security environment and the strategic objectives that it 
requires. The current effort by the United States to globally realign its forces should be 
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viewed as an opportunity to broadly engage in comprehensive strategic discussion with the 
United States concerning the overall Japan-U.S. security relationship. 
   As part of this effort, Japan needs to build a cooperative relationship with the United 
States that will help to steadily advance not only the defense of Japan and the stabilization of 
areas surrounding Japan, but also the stabilization of the international community as a whole, 
that will prevent the emergence of threats to Japan. 
 
 
3  Promoting International Peace Cooperation 
 
 (1) Japanese Approach to International Peace Cooperation 
 
   To further consolidate its security, Japan should actively participate in international 
activities to stabilize various regions of the world, particularly those with close ties with 
Japan. 
 
 
 (2) Developing the Infrastructure for International Peace Cooperation 
 
   In recent years the international community has enlarged the scope of its efforts beyond 
peacekeeping operations to include a comprehensive set of actions ranging from conflict 
prevention to post-conflict national reconstruction. Given this transformation, the SDF and 
the government as a whole should engage in integrated efforts for international peace 
cooperation. 
   More specifically, the government should take the following actions: better coordinate 
activities of several different agencies within the government, such as the Defense Agency, 
the Cabinet Office, and the Ministry of Foreign Affairs to improve the effectiveness of 
Japan’s international cooperation; clearly delineate roles of the SDF and civilian agents by 
defining; redefine international peace cooperation as one of the SDF’s primary missions; 
enhance the police’s ability to conduct international cooperation activities; ensuring safety of 
personnel involved in international peace cooperation; and striving to formulate general laws 
for international peace cooperation. 
 
 
4  Reforming the Defense Industrial and Technological Base 
 
 (1) Maintaining the Production and Technological Base 
                                       and Streamlining the Defense Industry 
 
   In recent years, the defense industries of industrialized nations have endeavored to 
streamline their operations and maintain competitiveness through international collaboration 
and role sharing. 
   Since it has become difficult to maintain the production base across the board, the 
government should reconsider its policy of maintaining indigenous weapons production 
capacity whenever possible. A truly efficient, competitive defense production and 
technological base can be maintained only by making a clear distinction between what 
domestic capabilities should be retained and what needs should be outsourced to other 
nations, and by retaining state-of-the-art production capabilities in core weapon systems. 
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 (2) The Three Principles on Arms Export 
 
   If the current joint technological research on ballistic missile defense (BMD) by Japan 
and the United States reaches the point of joint development and production, it will be 
necessary to revise the Three Principles on Arms Export. Given these circumstances, the 
government should relax the ban on arms export, at least to the United States. 
   In reexamining its export control regime and determining what kind of weapons and 
technologies can be exported to which countries, the government should uphold the 
principles’ guiding philosophy, and keep in mind the principles’ historical development and 
the views expressed by various parties. 
 
 
 (3) Enhancing the Efficiency of Procurement and R&D 
 
   It is necessary for the government and the private sector to continue working together to 
lower procurement costs by streamlining the products and diversifying procurement sources 
through the use of dual-use products. 
   To thoroughly improve the efficiency of research and development (R&D) on equipment, 
the government must carefully select high-priority target items and focus R&D efforts on 
those items, constantly re-evaluate projects, and implement necessary streamlining efforts. 
 
 
 
PART III: 
VISIONS FOR THE JAPANESE DEFENSE FORCE 
 
 
1  Roles and Functions of the Defense Force 
 
 (1) Roles and Functions for the Defense of Japan 
 
  a. Dealing with the Threat of Inter-State Conflicts 
 
   When considering the vision for new defense force, it is necessary to bear in mind that the 
nature of threats is changing compared with the past. That is, first of all, it is thought that for 
the time being there is no threat of a full-scale armed invasion of Japan, which had been the 
focus of the defense force during the Cold War. Secondly, although the U.S. forces continue 
to provide effective deterrence against the threat that nuclear weapons and ballistic missiles 
capable of delivering them pose to Japan, the introduction of ballistic missile defense systems 
will likely reinforce its credibility. Thirdly, the defense force should be able to make quick 
and effective response to attacks against important installations and instigation of domestic 
upheavals perpetrated by guerrillas or special operations forces, as well as invasions of 
isolated islands and low-intensity military actions such as illegal military actions in the 
vicinity of Japan. 
   Based on such threat assessment, the new defense force must be ready and able to swiftly 
execute important missions. 
   At the same time, forces designed for the defense against a full-scale invasion should be 
significantly reduced, while maintaining an appropriate level of “basic” defense forces. 
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  b. Dealing with Threats from Non-State Actors 
 
   The new defense force should maintain a high state of readiness and the capability to 
cope with terrorist attacks involving the use of biological or chemical weapons. 
 
   In addition, it must be prepared to respond to a large-scale disaster, and play appropriate 
roles in cooperating with the United States and the international community. 
 
 
 (2) Roles and Capabilities to Prevent the Emergence of Threats Overseas 
 
  a. International Peace Cooperation  
 
   The new defense force needs to maintain necessary training and educational infrastructure 
and keep its personnel adequately trained so that it could participate without delay in 
peace-cooperation activities when such needs arise. In addition, the new defense force is 
required to maintain some units on high alert and enhance its ability to quickly transport a 
large quantity of relief supplies, personnel, and equipment to remote areas. 
 
  b. Japan-U.S. Cooperation in Conjunction with the International Community 
 
   Situations will likely increase where Japan and the United States cooperate in undertaking 
international peace cooperation activities. For this reason, it is necessary to expand Japan-U.S. 
cooperation in the field of intelligence and to promote interaction between foreign policy and 
defense policymakers of the two countries on a regular basis. 
 
 
2  Characteristics of the New Defense Force Structure 
 
 (1) Key Factors 
 
   When constructing defense forces, the government should keep in mind such factors as 
the low birth rate, aging population and constraint on public expenditure, and must 
concentrate resources on high-priority functions and maintain high-quality defense forces. 
 
 
 (2) Defense Force Structure 
 
  a. Ground Defense Force 
 
   Organizations, equipment, and deployment designed to cope with large-scale amphibious 
landing operations centering on armored battles should be replaced by forces capable of 
reacting quickly to various low-intensity military contingencies. For this purpose, heavily 
armed units comprising tanks and artillery will be substantially reduced and streamlined, and 
the focus will be placed on highly flexible infantry units capable of responding promptly to 
various types of situations. In addition, an appropriate reinforcement capability with highly 
mobile forces, special operations capabilities, and NBC protection capabilities will be 
strengthened. Furthermore, highly trained and highly ready forces that can respond 
immediately to overseas missions should be created.  
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  b. Maritime Defense Force 
 
   The focus will shift from the organizations, equipment, and deployment designed to 
perform anti-submarine warfare, to those tailored to the defense of offshore islands, 
monitoring and defending against ballistic missiles, and dealing with such events as illegal 
incursions by armed special-operations vessels. To achieve this, the maritime defense force 
must adopt a smaller and more efficient force structure with greater readiness. In that process, 
a missile defense capability will be introduced. Air units will continue to carry out maritime 
patrol and surveillance, while their force structure will be reduced and streamlined. Overall 
improvements in the capability of performing overseas missions will also be sought. 
 
  c. Air Defense Force 
 
   The air defense force will continue to perform around-the-clock surveillance in the 
airspace surrounding Japan, and stand ready to deal with violations of the territorial air. We 
will have to downsize and use the air assets, including fighters, more efficiently. A missile 
defense capability will be incorporated in the existing guided missile units. Finally, efforts 
will be made to enhance airlift capabilities. 
 
  d. Promoting Jointness 
 
   To conduct joint operations more effectively, it is important to create a joint command 
structure along with the infrastructure in various areas. 
 
  e. Missile Defense 
 
   Joint operation of the missile defense systems that Japan plans to introduce is necessary. 
   Regarding the question of whether it is appropriate to possess offensive capabilities 
against enemy missile bases, a decision should be made after thoroughly examining the 
credibility of deterrence provided by the United States, effectiveness of missile defense 
systems, cost-effectiveness of the offensive option, and the impact this will have on countries 
in the region. 
 
  f. Intelligence and Communications Capabilities 
 
    It is necessary to not only bolster intelligence-gathering activities but also continue to 
improve ability of the SDF’s Defense Intelligence Headquarters to analyze strategic 
intelligence by developing capable staff. In addition, in order for relevant defense units to be 
able to quickly share collected information and products of intelligence analysis, a 
high-capacity, high-speed, broadband intelligence and communications network should be 
established with necessary security measures so as to protect against potential future cyber 
attacks. 
 
  g. Personnel Policies 
 
   To fulfill diverse duties under the new strategic environment, it is appropriate to capitalize 
on young officers, and promote warrant and non-commissioned officers with the expertise in 
certain areas. 
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PART IV: 
RECOMMENDATIONS ON 
                THE NEW NATIONAL DEFENSE PROGRAM OUTLINE 
 
 
1  Issues to be Addressed in the New National Defense Program Outline 
 
   Taking into consideration the changes in security environment since 1995, the Council on 
Security and Defense Capabilities has examined what kind of issues that the new National 
Defense Program Outline (NDPO) should address. As this report has indicated, the new 
NDPO should spell out measures that Japan has to take to implement the Integrated Security 
Strategy as well as the roles that the Self-Defense Forces (SDF) has to play and the functions 
and structure that the SDF must assume in the future. 
   Adopted in 1957, some elements of the Basic Policy for National Defense are still valid 
and appropriate today. However, during the almost half a century since the adoption of this 
policy, situations revolving around Japan's national security has changed greatly. In light of 
these changes, the government should formulate a new NDPO that spells out a new security 
strategy incorporating the critical elements of the Basic Policy for National Defense. 
 
 
2  Ways to Set the Defense Force Level 
 
   The new NDPO must present both an overall picture of Japan's national security strategy 
and guidelines for the development of defense capability. In indicating the objectives for 
defense force development, the following two points must be borne in mind.  
   First, the government is required to clearly indicate to the public how Japan’s defense 
force will change quantitatively and when these changes will be brought into effect. 
   Second, defense force should be constantly reviewed and modified. 
   For that purpose, while the new NDPO’s primary goal should be to specify qualitative 
goals of what kind of tasks that the Japanese defense force should be able to perform, it must 
also indicate the quantitative target levels of defense force, which are currently defined in 
NDPO’s attached table, and the planned timeframe within which these levels will be reached. 
In doing so, the new NDPO must specify the target force level in such a way that it could be 
regularly reviewed and modified in accordance with the needs of the times, and clarify how 
such a process should take place. 
 
 
 
ADDENDUM: 
CONSTITUTIONAL ISSUES: AGENDA FOR THE FUTURE 
 
 
   Through the discussions, the Council has come to the conclusion that based on the ideals 
of promoting peace and international cooperation laid down in the Constitution, the basic 
guidelines for the Japanese security policy must stand on two pillars: self-defense efforts to 
protect its citizens, and international peace cooperation activities. 
   The issue of the Constitution has been debated on numerous occasions in discussions 
pertaining to post-war Japan's national security and defense force. While it is hoped that 
constructive policy discussion will be furthered and a consensus will be reached among 
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citizens, it is also desirable that the issue of the Constitution should be debated from a broad 
range of perspectives. 
   Regarding the question of the right of collective self-defense, which has been the subject 
of lively debate in the Diet and other forums, the opinion was expressed at this Council that 
this issue should be settled quickly. It was also pointed out that the right of collective 
self-defense exercised by individual nations and the collective actions or measures 
undertaken by the United Nations, including its peacekeeping operations, should be clearly 
distinguished and debated separately. 
   The government should continue to promote the debate on the exercise of the right of 
collective self-defense in order to clarify what Japan should and/or can do within the 
framework of the Constitution, and expeditiously settle this issue. 


